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5.1.	 はじめに

3 章、 ４ 章 で 曲 げ 実 験 を 行 っ た 柱 梁 接 合 部 お よ び 柱 脚 接 合 部 に よ り 構 成 さ れ

た 集 成 材 半 剛 節 門 型 架 構 の 水 平 せ ん 断 変 形 挙 動 に つ い て、 接 合 部 実 験 よ り 得 た

モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 を 用 い た 実 験 的 解 析 に よ っ て 予 測 可 能 で あ る こ と を 検 証

す る こ と を 目 的 と す る。

Fig. 5.1 に 示 す 試 験 セ ッ ト ア ッ プ に お い て、 柱 梁 断 面 2-89×450mm、 梁 心 高 さ

2700mm、 柱 間 距 離 6000mm の 対 称 １ 層 門 型 フ レ ー ム に 対 し て 水 平 加 力 実 験 を 行

っ た。 載 荷 は 梁 心 高 さ の 水 平 変 位 に よ る 層 間 変 形 角 に よ っ て 制 御 し た。 そ の 履

歴 は 耐 力 壁 の 標 準 履 歴 と 同 様 の 1/450 - 1/50rad に 1/30rad を 加 え て 正 負 交 番 3

回 繰 り 返 し と し た （ ジ ャ ッ キ 引 き 側 ： 正、 押 し 側 ： 負 ）。 履 歴 終 了 後、 正 方 向

に 単 調 加 力 し、 変 形 が ジ ャ ッ キ ス ト ロ ー ク 限 界 で あ る 1/7rad 程 度 に 達 し た 時

点 で 試 験 終 了 と し た。

5.2.	 試験体および試験方法

5.2.1.	 試験方法と使用材料
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Fig. 5.3.	 Detail of beam-to-column joint

5.2.2.	 柱梁接合部

試 験 体 の 柱 梁 接 合 部 は、 接 合 部 実 験 に お け る 柱 梁 せ い 450mm の 仕 様 と 同 様

と し た。Fig. 5.3 に 詳 細 を 示 す。
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5.2.3.	 柱脚接合部

試 験 体 の 柱 脚 接 合 部 は、 接 合 部 実 験 に お け る 柱 梁 せ い 450mm と 基 本 的 に

同 様 と し た。 但 し、 柱 脚 金 物 に 関 し、 接 合 部 実 験 で は TYPE A の み 試 験 し た

が、 こ こ で は TYPE A、B を 各 １ 体 ず つ 用 意 し た。 試 験 体 名 を そ れ ぞ れ 450P-A、

450-B と し た。 ま た、 試 験 設 備 の 都 合 上、 ア ン カ ー ボ ル ト の 長 さ が 16mm 長 く

な る。 こ の 影 響 は、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 の 剛 性 は 4％ 程 度 低 下 さ せ る 程 の も の

で あ る。 ま た、 高 力 ボ ル ト の 配 置 も 5 本 → ６ 本 と な っ て い る。Fig. 5.4 に 柱 脚 接

合 部 の 仕 様 を 示 し た。Fig. 5.5 に ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 部 の 仕 様 を 示 し た。
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9 9

：孔径φ6.5ｰﾋﾞｽ止め（44ヵ所）

SN490B

SN490B

PLC+ 9x400x585(ﾍﾞｰｽに溶接)

PLC0 9x400x560

 
(TypeB) 

 [柱脚接合部] 

 

(a)接合部詳細 

 

Fig. 5.5.	 Detail of Anchor bolted joint
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Fig. 5.6 に 層 せ ん 断 力 ‐ 層 間 変 形 角 関 係 を、 耐 力 壁 の 評 価 方 法 に 倣 っ て 評 価 し

た 特 性 値 に よ る 完 全 弾 塑 性 モ デ ル と と も に 示 す。Table. 5.1 に 特 性 値 を 示 す。 柱

脚 金 物 の タ イ プ に よ ら ず ほ ぼ 同 様 の 挙 動 を 示 し た。

以 下 に 各 試 験 体 で 確 認 さ れ た 主 な 発 生 現 象 を 纏 め た。

5.3.	 実験結果と考察

5.3.1.	 層せん断力‐層間変形角関係

• 70kN 前 後 で 柱 梁 接 合 部 に 微 か な ビ ス の め り 込 み 音 が 発 生 し た。

• 130kN 付 近 で 柱 梁 接 合 部 に 顕 著 な、 柱 脚 接 合 部 で は 微 か な ビ ス の め り 込

み 音 が 発 生 し た。 こ の と き、 高 力 ボ ル ト 接 合 部 の す べ り に よ る 剛 性 の 低

下 を 確 認 し た。

• 150kN 前 後 で ア ン カ ー ボ ル ト の 降 伏 に よ る 顕 著 な 剛 性 低 下 を 確 認 し た。

• 220kN 付 近 で 右 側 柱 梁 接 合 部 母 材 の せ ん 断 破 壊 の 発 生 を 確 認 し た。 直 後

に 左 側 柱 梁 接 合 部 で 同 様 の 現 象 を 確 認 し た。

• 238kN で 最 大 耐 力 を 記 録 し、 柱 梁 接 合 部 母 材 に 破 壊 を 生 じ な が ら 変 位 が

進 行 し、 加 力 装 置 の ス ト ロ ー ク 限 界 に よ っ て 試 験 終 了 と な っ た。

• 70kN 前 後 で 柱 梁 接 合 部 に 微 か な ビ ス の め り 込 み 音 が 発 生 し た。

• 120kN 付 近 で 柱 梁 接 合 部 に 顕 著 な、 柱 脚 接 合 部 で は 微 か な ビ ス の め り 込

み 音 が 発 生 し た。 こ の と き、 高 力 ボ ル ト 接 合 部 の す べ り に よ る 剛 性 の 低

下 を 確 認 し た。

• 160kN 前 後 で ア ン カ ー ボ ル ト の 降 伏 に よ る 顕 著 な 剛 性 低 下 を 確 認 し た。

• -160kN で 加 力 装 置 に 不 具 合 が 生 じ、 一 気 に 荷 重 低 下 し た。 そ の 後 加 力 を

続 行 し た。

• 215kN 付 近 で 左 右 の 柱 梁 接 合 部 母 材 の せ ん 断 破 壊 の 発 生 を 確 認 し た。

• 240kN で 最 大 耐 力 を 記 録 し、 柱 梁 接 合 部 母 材 に 破 壊 を 生 じ な が ら 変 位 が

進 行 し、 加 力 装 置 の ス ト ロ ー ク 限 界 に よ っ て 試 験 終 了 と な っ た。

( 1 )	 450P-A

( 2 )	 450P-B
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450P-TYPE1 450P-TYPE2
P 1/120 [kN] 92.2 82.2/ 0 [ ]

P y [kN] 138 138

0.2P u・(2μ -1)0.5 [kN] 131 127

2/3 P max [kN] 158 160

γ y [rad] 0.0151 0.0164

γ v [rad] 0.0233 0.0259

γ u [rad] 0.1220 0.1236

Fig. 5.6.	 Story shear force - story drift angle relationship

Table. 5.1.	Properties of shear force resistance
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5.3.2.	 破壊性状

1 

 

破壊状況について 

450P-A の終局状態を示す。更に、各接合部において確認された主な事象を以下に示した。 

450P-A 

左柱頭 

 

BD 

鋼板 
・HTB 接合部 CD 側にすべりを示す塗料の剥落 

・曲げ変形 

ビス ・変形モードⅣ 

母材 

・複数のビス列を伝う著しい割裂、座彫り孔周辺にせん断割裂 

・ビス配置図心近傍を中心とした回転を示す大きなビスすべり跡 

・CS 木口からの突き付けによるめり込み 

BS 

鋼板 ・ HTB 接合部のすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 
・引張応力側にビス列を伝う割裂 

・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す大きなビスすべり跡 

CD 

鋼板 ・HTB 接合部 BD 側にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 

・木口に割裂 

・中程度のビスすべり跡 

・BS 木口からの突き付けによるめり込み 

CS 
鋼板  

ビス ・変形微小 

母材 ・小さなビスすべり跡 

左柱脚 

 

C1 

鋼板  

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ４層半） 

C2 

鋼板  

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ 2 層半） 

右柱頭 

 

BD 
鋼板 ・HTB 接合部 CD 側及び BS 側木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示すわずかなビスすべり跡 

BS 
鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す微かな塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

CD 

鋼板 
・HTB 接合部 BD 側及び CS 側木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

・曲げ変形によるビス列を伝う破断線の発生 

ビス ・変形微小 

母材 
・引張応力側に座彫り孔を伝う曲げ破壊 

・圧縮応力側にビス列を伝う割裂、座彫り孔周辺にせん断割裂 

CS 
鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す微かな塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す大きなビスすべり跡 

右柱脚 

 

C1 

鋼板  

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ 2 層半）、引張応力側上部にビス列を伝う割裂 

C2 
鋼板  

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

 

  

Fig. 5.7~Fig. 5.12 に 450P-A に つ い て 終 局 時 に 確 認 さ れ た 破 壊 性 状 を 纏 め た。



192

Fig. 5.7.	 Fracture of each part of 450P-A  1

2 

 

450P-A 

 
終局状態全景‐1（450P-A） 

 
終局状態全景‐2（450P-A） 

 
左柱頭 BD せん断割裂破壊の様子（450P-A） 

 
右柱頭 CD せん断・曲げ破壊の様子（450P-A） 

 
左柱脚接合部の回転（450P-A） 

 
右柱脚接合部の回転（450P-A） 
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Fig. 5.8.	 Fracture of each part of 450P-A  2 3 

 

 

 
左柱側アンカーボルトの伸び（450P-A） 

 

 
右柱側アンカーボルトの伸び（450P-A） 

 

 
左柱頭 BD 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 

 
左柱頭 BD せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 

 
左柱頭 BS 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 

 
左柱頭 BS せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 
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Fig. 5.9.	 Fracture of each part of 450P-A  3 4 

 

 
左柱頭 CD 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
左柱頭 CD 木口割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 
左柱頭 CS 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
左柱頭 CS ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 
左柱脚 C1 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
左柱脚 C1 木口割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 
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Fig. 5.10.	 Fracture of each part of 450P-A  4 5 

 

 
左柱脚 C2 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
左柱脚 C2 木口割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 

 
右柱頭 BD 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 

 
右柱頭 BD ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 

 
右柱頭 BS 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 

 
右柱頭 BS ビスすべり跡の様子（450P-A） 
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Fig. 5.11.	 Fracture of each part of 450P-A  5 6 

 

 
右柱頭 CD 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
右柱頭 CD 曲げ・せん断破壊・ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 
右柱頭 CS 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
右柱頭 CS ビスすべり跡の様子（450P-A） 

 
右柱脚 C1 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
右柱脚 C1 木口割裂・ビスすべり跡の様子（450P-A） 



197

Fig. 5.12.	 Fracture of each part of 450P-A  6 7 

 

  

 
右柱脚 C2 鋼板・ビス変形の様子（450P-A） 

 
右柱脚 C2 ビスすべり跡の様子（450P-A） 
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8 

 

450P2 の終局状態を示す。更に、各接合部において確認された主な事象を以下に示した。 

450P2 

左柱頭 

 

BD 

鋼板 
・HTB 接合部 CD 側にすべりを示す塗料の剥落 

・曲げ変形 

ビス ・変形小（モードⅣ） 

母材 

・複数のビス列を伝う著しい割裂、座彫り孔周辺のせん断割裂 

・ビス配置図心近傍を中心とした回転を示す大きなビスすべり跡 

・CS 木口からの突き付けによるめり込み 

BS 

鋼板 ・ HTB 接合部のすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形小（モードⅣ） 

母材 
・複数のビス列を伝う著しい割裂、座彫り孔周辺のせん断割裂 

・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す大きなビスすべり跡 

CD 

鋼板 
・HTB 接合部 BD 側及び CS 側木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

・曲げ変形 

ビス ・変形微小 

母材 

・パネルゾーンにせん断割裂 

・中程度のビスすべり跡 

・BS 木口からの突き付けによるめり込み 

CS 
鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・小さなビスすべり跡 

左柱脚 

 

C1 

鋼板 
・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

・鋼製土台との溶接部近傍に曲げ変形を示すビス孔の楕円変形 

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ 3 層半） 

C2 

鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ 2 層半） 

右柱頭 

 

BD 

鋼板 ・HTB 接合部 CD 側及び BS 側にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す大きなビスすべり跡 

・座彫り孔周辺にせん断割裂（引張応力側では下列にわたり発生） 

BS 

鋼板 ・HTB 接合部にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形大（モードⅢ～Ⅳ）、多数破断 

母材 
・複数のビス列を伝う著しい割裂、座彫り孔周辺に著しいせん断割裂 

・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

CD 
鋼板 ・HTB 接合部 BD 側及び CS 側木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す小さなビスすべり跡 

CS 
鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す微かな塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す小さなビスすべり跡 

右柱脚 

 

C1 
鋼板 ・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

ビス ・変形微小 

母材 ・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

C2 

鋼板 
・HTB 接合部木口寄り 1 列にすべりを示す塗料の剥落 

・鋼製土台との溶接部近傍に曲げ変形を示すビス孔の楕円変形 

ビス ・変形微小 

母材 
・ビス配置図心近傍を中心（圧縮縁寄り）とした回転を示す中程度のビスすべり跡 

・木口圧縮側に割裂（縁からラミナ 2 層半） 

  

Fig. 5.13~Fig. 5.18 に 450P-B に つ い て 終 局 時 に 確 認 さ れ た 破 壊 性 状 を 纏 め た。
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9 

 

450P2 

 
終局状態全景（450P2） 

 
終局状態右側（450P2） 

 
左柱頭裏面 BS・CD せん断破壊の様子（450P2） 

 
右柱頭裏面 BD せん断破壊の様子（450P2） 

 
左柱脚接合部の回転の様子（450P2） 

 
右柱脚接合部の回転の様子（450P2） 

Fig. 5.13.	 Fracture of each part of 450P-B  1
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左柱側アンカーボルトの伸び（450P2） 

 
右柱側アンカーボルトの伸び（450P2） 

 
左柱頭 BD 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱頭 BD せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
左柱頭 BS 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱頭 BS せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P2） 

Fig. 5.14.	 Fracture of each part of 450P-B  2
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左柱頭 CD 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱頭 CD せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
左柱頭 CS 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱頭 CS ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
左柱脚 C1 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱脚 C1 ビスすべり跡・木口割裂の様子（450P2） 

Fig. 5.15.	 Fracture of each part of 450P-B  3
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12 

 

 
左柱脚 C2 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
左柱脚 C2 ビスすべり跡・木口割裂の様子（450P2） 

 
右柱頭 BD 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱頭 BD せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
右柱頭 BS 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱頭 BS せん断割裂・ビスすべり跡の様子（450P2） 

Fig. 5.16.	 Fracture of each part of 450P-B  4
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13 

 

 
右柱頭 CD 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱頭 CD ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
右柱頭 CS 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱頭 CS ビスすべり跡の様子（450P2） 

 
右柱脚 C1 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱脚 C1 ビスすべり跡（450P2） 

Fig. 5.17.	 Fracture of each part of 450P-B  5
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14 

 

 

 

  

 
右柱脚 C2 鋼板・ビス変形の様子（450P2） 

 
右柱脚 C2 ビスすべり跡・木口割裂の様子（450P2） 

Fig. 5.18.	 Fracture of each part of 450P-B  6
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Fig. 5.19.	 Bending strain distribution in bead and column of 450P-A

Fig. 5.20 お よ び Fig. 5.21 に 450P-A お よ び 450P-B の 左 側 柱 材 と 梁 材 に お い て 測

定 し た 曲 げ ひ ず み 度 の 分 布 を 各 履 歴 に お け る 最 大 荷 重 時 の デ ー タ を 抽 出 し て 示

す。 曲 げ ひ ず み 度 は 材 料 定 数 と 断 面 係 数 を 乗 ず れ ば モ ー メ ン ト 分 布 に な る。 以

下 で は モ ー メ ン ト 分 布 と し て 議 論 す る。

梁 材 の 分 布 に 関 し て、 い ず れ の 試 験 体 に つ い て も 正 負 が 反 転 す る 反 曲 点 は 履

歴 に よ ら ず ほ ぼ 中 央 に あ っ た。 柱 材 の 分 布 に 関 し て、 い ず れ の 試 験 体 に つ い て

も 反 曲 点 は 柱 高 さ の 中 間 付 近 に あ る い こ と が 確 認 で き る。

各 履 歴 に お け る 柱 梁 の 反 曲 点 位 置 の 推 移 を Fig. 5.19 に 示 す。梁 材 の 反 曲 点 は、

い ず れ の 試 験 体 と も 前 述 し た 通 り ２ 材 と も に ス パ ン 中 央 で ほ ぼ 一 定 で あ っ た。

柱 材 の 反 曲 点 は、450P-A で は わ ず か に 上 昇 傾 向 に あ り、450P-B で の 負 方 向 加 力

時 も 同 様 の 結 果 で あ っ た。 こ れ は、 柱 梁 接 合 部 が 先 行 し て 降 伏 し て い る こ と を

意 味 す る。 し か し、450P-B の 正 方 向 加 力 時 は 1/150rad ま で は 減 少 傾 向 に あ っ た。

こ れ は、 一 見 柱 脚 接 合 部 が 先 行 し て 降 伏 し て い る こ と を 意 味 す る 様 に 思 わ れ る

が、 後 述 す る が 柱 脚 金 物 と 反 力 金 物 の 固 定 が ス リ ッ プ し た こ と が 影 響 し た と 考

え ら れ る。 尚、 柱 材 に ２ 材 の 反 曲 点 位 置 は ほ ぼ 一 致 し て 推 移 し た。

5.3.3.	 柱梁材の反曲点
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Fig. 5.20.	 Bending strain distribution in bead and column of 450P-A
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Fig. 5.21.	 Bending strain distribution in bead and column of 450P-B
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Fig. 5.22.	 Moment-rotation relationship of screwed joint of beam-to-column joint

Fig. 5.22 に 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 に お け る モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 を、 接 合 部 実 験 結

果 に 対 し て 評 価 し た 特 性 値 に よ る 線 形 モ デ ル と と も に 示 す。 尚、 回 転 角 の 測 定

は 右 側 の 柱 頭 柱 脚 の み 行 っ た。 線 形 モ デ ル に 対 し て、S 材 は 概 ね 良 く 一 致 し て

い る が、D 材 は 剛 性 が 高 く な っ た。 こ の 理 由 は 不 明 で あ り、今 後 の 課 題 で あ る。

但 し、 剛 性 低 下 の 荷 重 レ ベ ル は 近 い よ う に 思 わ れ る。

5.3.4.	 集成材‐鋼板間ビス接合

( 1 )	 モーメント - 回転角関係
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Fig. 5.23 に 450P-A、Fig. 5.24 に 450P-B の 右 柱 頭 の 柱 梁 接 合 部 お よ び 右 柱 脚 の 柱

脚 接 合 部 に お け る 集 成 材 - 鋼 板 間 接 合 の 中 立 軸 位 置 を、 加 力 履 歴 の 各 ル ー プ に

お け る 最 大 荷 重 を 加 え た 時 点 の デ ー タ を 抽 出 し て プ ロ ッ ト し た も の を 示 し た。

( 2 )	 各部材の中立軸

 ■ 柱 梁 接 合 部 の S 材 の 各 方 向 の 中 立 軸 位 置 を 合 せ た 回 転 中 心 は、 剛 心 位

置 に 対 し て、 少 な く と も そ の ま わ り に 存 在 す る と 言 え そ う で あ る。

 ■ 柱 脚 に 関 し て は、 回 転 中 心 位 置 は 剛 心 よ り も 下 側 に 位 置 し て い る。 こ

れ は、 接 合 部 実 験 時 に 見 ら れ た 食 い 込 み 摩 擦 に よ っ て 移 動 し た も の と

考 え ら れ る。

 ■ D 材 は ば ら つ き が 大 き く 判 断 が 難 し い。
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Fig. 5.23.	 Location of rotation center of screwed joint between glulam and steel of 450P-A
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Fig. 5.24.	 Location of rotation center of screwed joint between glulam and steel of 450P-B
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Fig. 5.25.	 Moment-rotation relationship of HTBd joint of beam-to-column joint

Fig. 5.25 に 鋼 板 ‐ 鋼 板 間 に お け る モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 を、 接 合 部 実 験 結 果

に 対 し て 評 価 し た 特 性 値 に よ る 線 形 モ デ ル と と も に 示 す。 尚、 回 転 角 の 測 定 は

左 側 の 柱 頭 柱 脚 の み 行 い、 接 合 部 実 験 と は 異 な り、 鋼 板 ‐ 鋼 板 の 相 対 回 転 角 を

直 接 測 定 し た。 線 形 モ デ ル の 降 伏 点 で あ る HTB 接 合 の す べ り 耐 力 は 良 く 一 致

し た。 し か し、 す べ り 耐 力 以 降 の 2 次 剛 性 は 接 合 部 実 験 よ り も 高 く な っ た。 ば

ら つ き に よ る も の か 接 合 部 実 験 時 の 回 転 角 の 算 出 過 程 に お け る 誤 差 な の か は 不

明 で あ る。

5.3.5.	 鋼板‐鋼板間高力ボルト接合
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Fig. 5.26.	 Moment-rotation relationship of anchor-bolted joint of column-to-base joint

Fig. 5.26 に ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 部 の モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 を、 接 合 部 実 験 結

果 に 対 し て 評 価 し た 特 性 値 に よ る 線 形 モ デ ル と と も に 示 す。 剛 性 ・ 耐 力 と も に

非 常 に 良 く 一 致 し た。450P-TYPE2 に は 初 期 に ス リ ッ プ が 認 め ら れ フ レ ー ム の 特

定 変 形 角 時 の 耐 力 低 下 に つ な が っ た と 考 え ら れ る。

5.3.6.	 アンカーボルト接合
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Fig. 5.27.	 Mechanical model of beam-to-column joint and column-to-base joint

接 合 部 実 験 よ り 得 た 復 元 力 特 性 を 持 つ 回 転 ば ね を 用 い て 柱 梁 接 合 部 及 び 柱 脚

接 合 部 を モ デ ル 化 し た 平 面 フ レ ー ム に 対 し て、 荷 重 増 分 解 析 を 行 い 実 験 値 と 比

較 し た。Fig. 5.27 に 解 析 モ デ ル を 示 す。 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部 は 剛 心 位 置

に モ デ ル 化 し、 鋼 板 部 分 は 剛 体 と し た。 柱 梁 部 材 は 独 立 し た 線 材 に 置 換 し ビ ス

接 合 に よ る 接 合 剛 性 の 影 響 は 無 視 し た。 材 料 定 数 は ヤ ン グ 係 数 に 9.5kN/mm2 を

用 い た。

5.3.7.	 接合部実験に基づく解析モデルとの検証

( 1 )	 モデル化

Fig. 5.28 に 層 せ ん 断 力 ‐ 層 間 変 形 角 曲 線 よ り 抽 出 し た 包 絡 線 と 解 析 値 と の 比

較 を 示 す。 以 下 の 結 論 を 得 た。

( 2 )	 実験値と解析値の比較

 ■ 解析値は非常に良い精度で実験値を再現しておりモデル化の妥当性を示す結果とな

った。

 ■ 計算による第一降伏点は、実験値において完全弾塑性評価によって得られる降伏点

の 2 倍程度となった。この点は、柱脚接合部におけるアンカーボルト接合の引張降

伏耐力に到達した点と柱梁接合部における高力ボルト接合のすべり耐力に到達した

点である。計算値において、アンカーボルトの引張降伏耐力に到達したことにより
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Fig. 5.28.	 Comparison of exp. values and analysis values

直前の剛性に対して 0.39 程度の、続く高力ボルト接合のすべり耐力によって 0.70

程度の低下率である。両者合わせると、0.27 程度の剛性低下となる。一方、第一、

第二降伏である柱梁接合部の S 材のビス接合のせん断降伏は、両者合わせて 0.79

程度の剛性低下であり、フレーム挙動に与える影響は前 2 者と比べて小さいことが

わかる。第一降伏点は、最大耐力に対して 0.33 程度であり、設計上、この降伏を

クライテリアにするのは非合理であるように考えられる。また、フレーム全体とし

ての挙動に着目すると、ビス接合部の各特性値を精緻に追跡することにあまり意味

が無く、柱梁接合部の高力ボルト接合および柱脚接合部のアンカーボルト接合のみ

追ったとしも大差なく、簡便であると考えられる。これに対する設計法としては、

ビス接合の降伏を許容する、あるいは、ビス接合の降伏を高力ボルト接合のすべり

耐力に対して上回るような仕様とすることが必要である。
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 ■ 門 型 架 構 の 水 平 せ ん 断 挙 動 は、 実 験 値 と の 対 比 か ら 接 合 部 実 験 に 基 づ く

解 析 に よ っ て 予 測 可 能 で あ る こ と を 示 し た。

 ■ 水 平 せ ん 断 実 験 の 接 合 部 の モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 は、 接 合 部 実 験 時 と 比

較 し て 柱 梁 接 合 部 に つ い て 若 干 剛 性 が 高 く な っ た も の の 概 ね 一 致 す る こ

と が 分 か っ た。

 ■ 接 合 部 実 験 で は、 終 局 時 に 脆 性 的 な 破 壊 を 示 し 一 気 に 荷 重 低 下 し た が、

門 型 架 構 実 験 で は、応 力 が 再 配 分 す る こ と で 脆 性 的 破 壊 が 生 じ な か っ た。

こ の た め、 非 常 に 高 い エ ネ ル ギ ー 吸 収 能 を 示 し た。

 ■ 本 実 験 仕 様 に お い て、 フ レ ー ム 全 体 の 挙 動 に 対 す る、 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 の

ビ ス 接 合 が 与 え る 影 響 は 非 常 に 小 さ か っ た。 計 算 上、 第 一 降 伏 点 は ビ ス

接 合 の 降 伏 で 決 定 す る が、 実 験 の 降 伏 耐 力 に 対 し て 0.5 程 度 で 過 小 評 価

と な り、 降 伏 後 の 挙 動 は 高 力 ボ ル ト 接 合、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 の み 考 慮

し た 場 合 と 大 差 が な か っ た。 こ れ を 踏 ま え た 場 合、 合 理 的 な 設 計 法 と し

て は、 ビ ス 接 合 の 降 伏 を 許 容 す る、 ま た は、 ビ ス 接 合 の 降 伏 耐 力 を 高 力

ボ ル ト 接 合 の す べ り 耐 力、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 の 引 張 り 耐 力 に 対 し て 上

回 る よ う な 仕 様 と す る こ と が 望 ま し い と 考 え ら れ る。

5.4.	 まとめ

本 章 で は、3、4 章 で 曲 げ 実 験 を 行 っ た 考 案 す る 木 質 ラ ー メ ン 工 法 に よ る 柱

梁 接 合 部 ・ 柱 脚 接 合 部 に よ り 構 成 さ れ た 集 成 材 半 剛 節 門 型 架 構 の 水 平 せ ん 断 挙

動 の 実 験 的 解 析 を 試 み、 以 下 の 結 論 を 得 た。
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6.1.	 はじめに

前 章 ま で に 得 ら れ た 知 見 に 基 づ き、 次 節 以 降 に 接 合 部 の 設 計 式 を 構 築 し た 結

果 を 示 し た。 具 体 的 に は、 集 成 材 の パ ネ ル シ ア ー に よ る 変 形 を 考 慮 し て い る、

高 力 ボ ル ト 接 合 の 2 次 剛 性 を 考 慮 し て い る、 鋼 板 添 板 の 曲 げ モ ー メ ン ト に 関 し

て 集 成 材 と の 負 担 割 合 を 考 慮 し て い る、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 の 2 次 剛 性 は ア ン

カ ー ボ ル ト の 引 張 剛 性 の 低 減 率 か ら 算 出 し て い る、 で あ る。 ま た、 大 地 震 時 の

倒 壊 防 止 を 保 証 す る 措 置 と し て、 脆 性 的 な 接 合 部 に は 許 容 耐 力 に 低 減 が か か る

よ う に し て あ る。 こ れ は、 稲 山 が 提 案 す る 引 き ボ ル ト 型 モ ー メ ン ト 抵 抗 接 合 の

設 計 法 (1) と 同 様 の 考 え に 基 づ く も の で あ る。

2 章 の 理 論、3 ～ 5 章 の 接 合 部 / フ レ ー ム 実 験 の 結 果 か ら、 本 接 合 方 法 の 有 効

性 を 示 し、 力 学 的 挙 動 に 関 し て も 定 量 的 評 価 が あ る 程 度 可 能 で あ る こ と を 示 し

た。 但 し、 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 ビ ス 接 合 に お い て、 高 剛 性 / 高 耐 力 を 与 え よ う と し

た 結 果、 母 材 の 割 裂 や 曲 げ 破 壊 が 生 じ て お り、 こ れ に 対 す る 評 価 方 法 が 確 立 で

き て い な い。 ま た、 フ レ ー ム 挙 動 に 与 え る 影 響 も 高 力 ボ ル ト 接 合 や ア ン カ ー ボ

ル ト 接 合 に 対 し て 小 さ い こ と が 明 ら か と な っ た。

こ の こ と を 踏 ま え る と、 今 後 の 展 開 と し て は、 ① 構 面 の 増 分 解 析 を 基 本 と し

て 影 響 の 小 さ い ビ ス 接 合 の 降 伏 を 許 容 す る 設 計 法 と す る、 あ る い は、 ② 高 力 ボ

ル ト 接 合、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 を ビ ス 接 合 に 対 し て 先 行 降 伏 さ せ る こ と を 保 証

す る 仕 様 を 規 定 す る 設 計 法 と す る、 こ と が 合 理 的 で あ る と 考 え ら れ る。 特 に 後

者 の 場 合 に、 ビ ス 接 合 を 弾 性 範 囲 内 と す る こ と を 担 保 す る 条 件 と す れ ば、 本 実

験 で 用 い た よ う な 降 伏 後 の 性 能 が わ か っ て い る ビ ス で な く と も 使 用 す る こ と が

で き、 本 論 で 提 案 す る 解 析 式 を 用 い て 設 計 す る こ と が で き る。

尚、 以 降 で 示 す 設 計 法 は、 ① の 増 分 解 析 を 行 う こ と を せ ず、 ② の 仕 様 を 規 定

せ ず、 本 実 験 を 行 っ た 仕 様 で 行 う 場 合 の も の で あ る。 ① や ② に 発 展 す る 際 の プ

ロ ト タ イ プ に 位 置 づ け ら れ る も の で あ る。3 ～ 5 章 に お け る 実 験 値 と の 比 較 検

証 に 用 い た 評 価 法 と 同 様 で あ り、 フ レ ー ム 実 験 の 結 果 か ら 最 大 耐 力 に 対 し て 3

割 程 度 の 耐 力 を 短 期 レ ベ ル で 設 定 す る 安 全 側 の 設 計 法 で あ る と 考 え ら れ る。

6.2.	 設計法の概要

[ 1 ] 接 合 部 の モ デ ル 化 は、 接 合 部 を 半 剛 接 合 と 仮 定 し、 回 転 ば ね に よ り モ デ

ル 化 を 行 う。

(1) 柱 梁 接 合 部 の モ デ ル 化 は、 柱 側 及 び 梁 側 各 々 に お い て 集 成 材 - 鋼 板 間 の

ビ ス 接 合 部 を モ デ ル 化 し た ２ つ の 回 転 ば ね と、 パ ネ ル ゾ ー ン の 鋼 板 - 鋼
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[ 3 ] 大 地 震 時 の 安 全 性 を 確 保 す る 事 を 考 慮 し、 接 合 部 の 復 元 力 特 性 を 設 計 式

よ り 求 め、 耐 力 壁 の 評 価 法 (4) に 準 じ ( 特 定 変 形 角 時 の 耐 力 を 除 く )、 降

伏 曲 げ モ ー メ ン ト  、 最 大 曲 げ モ ー メ ン ト  の 2/3、 終 局 曲 げ モ ー メ ン ト  と

塑 性 率  か ら 計 算 さ れ る 値 の う ち 最 小 値 を 基 準 曲 げ モ ー メ ン ト と 定 義 し、

降 伏 曲 げ モ ー メ ン ト  に 対 す る 比 率 を 低 減 係 数 と し て 算 出 す る。 そ の 低 減

係 数 を 耐 力 要 素 の 降 伏 耐 力 に 乗 ず る 事 で 許 容 耐 力 と す る。

(1) 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 は、 モ ー メ ン ト 抵 抗 機 構 と し て 各 接 合 具 の 負

担 応 力 が 繊 維 平 行 方 向 及 び 繊 維 直 交 方 向 に つ い て ビ ス 配 列 か ら 求 ま る

各 方 向 の 中 立 軸 か ら の 距 離 に 比 例 す る と 仮 定 し て、 集 成 材 の せ ん 断 変

形 を 考 慮 し て 設 計 す る。 軸 力 ・ せ ん 断 力 に つ い て は 各 接 合 具 が 一 様 に

応 力 を 負 担 す る も の と し て 設 計 す る。 い ず れ か １ 本 目 が 降 伏 変 位、 終

局 変 位 に 達 し た 時 点 を 降 伏、 終 局 と し て 設 計 す る。

(2) 鋼 板 - 鋼 板 間 高 力 ボ ル ト 接 合 は、 耐 力 は 鋼 構 造 接 合 部 設 計 指 針 (2) に 準

じ て 設 計 す る。 変 形 は、 す べ り 耐 力 ま で は 剛 性 無 限 大 と し、 す べ り 耐

力 以 降 は 摩 擦 抵 抗 か ら 支 圧 抵 抗 に 切 換 わ り 最 大 耐 力 ま で 有 限 の 剛 性 を

持 つ も の と し て 設 計 す る。

(3) 添 板 鋼 板 及 び 集 成 材 は、 双 方 の 応 力 分 担 を 考 慮 し て 設 計 す る。 ま た、

添 板 鋼 板 は 剛 体 仮 定 し、 集 成 材 は 曲 げ ・ 軸 変 形 は 無 視 す る。

(4) ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 は、 初 期 剛 性 ・ 耐 力 は 鋼 構 造 接 合 部 設 計 指 針 (2) に

準 じ て 設 計 す る。 二 次 剛 性 は 初 期 剛 性 に 対 す る 低 減 率 が ア ン カ ー ボ ル

ト と 同 等 と 仮 定 し て 設 計 す る。

[ 2 ] 接 合 部 の ク ラ イ テ リ ア は、 柱 梁 接 合 部 は、 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部、

鋼 板 - 鋼 板 間 高 力 ボ ル ト 接 合 部、添 板 鋼 板、集 成 材 と な り、柱 脚 接 合 部 は、

そ れ ら に 加 え、 ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 部 と な る。 こ れ ら の ク ラ イ テ リ ア に

対 し て、 曲 げ モ ー メ ン ト、 軸 力、 せ ん 断 力 が 同 時 に 作 用 し た 状 態 に お け

る 検 定 を 行 い 安 全 性 の 確 認 を 行 う。 基 本 的 な 設 計 規 範 式 は 木 質 構 造 設 計

基 準 ・ 同 解 説 (3) に 準 拠 す る。

板 間 の 高 力 ボ ル ト 接 合 部 を モ デ ル 化 し た 回 転 ば ね の 直 列 と す る。

(2) 柱 脚 接 合 部 の モ デ ル 化 は、 集 成 材 - 鋼 板 間 の ビ ス 接 合 部 と 集 成 材 木 口

の め り 込 み 変 形 を モ デ ル 化 し た 回 転 ば ね と、 柱 脚 金 物 と ア ン カ ー ボ ル

ト 接 合 部 を 鋼 構 造 の 露 出 柱 脚 (2) と 同 様 に モ デ ル 化 し た 回 転 ば ね の 直 列

と す る。
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集成材

ビス群

鋼板

HTB群

鋼板①

鋼板② スペーサービス留め
(鋼板厚さ×2枚分)

集成材2枚ビス留め

集成材‐鋼板間ビス接合

集成材‐鋼板間ビス接合
鋼板‐鋼板間HTB接合

集成材‐鋼板間

鋼板‐鋼板間

相手側ビス頭逃げ孔

X X'

X X'-

Y

Y'

Y Y'-

HTB締結用座彫り孔

(a) 集成材 - 鋼板間ビス接合および鋼板 - 鋼板間高力ボルト接合

6.3.	 柱梁接合部の設計法

1) 柱梁は予めその端部内側に鋼板を必要本数のビスを用いて留め付けた 2 枚の集成材から成り、現場において交

差重ね合わせして鋼板同士を数本の高力ボルトにより摩擦接合することで柱 - 梁接合部を構成する。すなわち、

鋼板、ビス、高力ボルトの組み合わせにより、モーメント、せん断力、軸力を同時に伝達する接合形式である。

Fig. 6.1(a) ～ (c) に本接合部の概観を示す。Fig. 6.1(a) に示すように、本接合部の被接合材は集成材、鋼板であり、

接合材は集成材‐鋼板間にビス、鋼板‐鋼板間に高力ボルトを用いるが、内側に位置する鋼板を摩擦接合するた

め高力ボルト締結用に集成材には貫通した座彫り孔を設けることとなる。また、鋼板同士の面を合せるため相手

側ビス頭逃げ用に鋼板にはビス孔とは別に孔を設けることとなる。Fig. 6.1(b) に示すように、高力ボルトを用い

て摩擦接合する箇所は、柱梁を結合するパネルゾーン、柱及び梁の 2 枚の集成材を合せる区間 ( 以下 “合わせ区間”

) の 2 区間があり、その数が 3 つの T 材 ( パネルゾーン：1、合わせ区間：2)、2 つの D 材 ( パネルゾーン：1、合

わせ区間：1)、1 つの S 材 ( パネルゾーン：0、合わせ区間：1) により柱梁部材は構成される。柱梁部材の種類は、

D 材 1 枚と S 材 1 枚を合わせた DS、T 材 1 枚と S 材 2 枚を合わせた T2S の 2 型となる。Fig. 6.1 (c) に示すように、

柱 - 梁接合部はこれら 2 型のいずれか同士をパネルゾーンにおいて結合することで構成される。架構形式の基本

形は、L 型、T 型、＋型となる。ビスおよび高力ボルトの配置は、高力ボルトにより摩擦接合する面の図心つい

て対称とし、特にビス配置は矩形配置とする。

2) 靭性は、鋼板 - 木材間のビス接合、パネルゾーンの高力ボルト接合により確保する。

(1)	 基本事項
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合せ区間
パネルゾーン

合せ区間
合せ区間

パネルゾーン

合せ区間

D材

S材S材

T材

S材

S材

D材

T材

DS材

T2S材

B-DS

C-DS

B-DS

C-T2S

C-T2S

B-T2S

［　L型　］ ［　T型　］

［　+型　］

HTB群

HTB群

HTB群

(b) 柱梁部材の構成

(c) 柱梁接合部の基本形式

Fig. 6.1.	 鋼板ビス留めモーメント抵抗接合部の柱梁接合部
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PL-C-D : 9x400x850
：φ6.5 ｰ For Screwed joints (n=72)
：φ14 ｰ For Escaping Screw’s heads (n=72)
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Cutoutｰ60φ
13-M22x55
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PL-B-S : 9x400x850
：φ6.5 ｰ For Screwed joints (n=72)
：φ14 ｰ For Escaping Screw’s heads (n=72)

HTB F8T

Cutoutｰ60φ
5-M22x55
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PL-C-S : 9x400x400

PL-B-D : 9x400x850
：φ6.5 ｰ For Screwed joints (n=72)
：φ14 ｰ For Escaping Screw’s heads (n=72)

HTB F8T

Cutoutｰ60φ
5-M22x55

HTB F8T

Cutoutｰ60φ
13-M22x55

：φ6.5 ｰ For Screwed joints (n=36)
：φ14 ｰ For Escaping Screw’s heads (n=36)

B-D : 89x450

Glulam E95-F270

C-S : 89x450

Glulam E95-F270

B-S 

C-D 

B-D 

C-S 

集成材　梁‐D

集成材　梁‐S

集成材　柱‐D集成材　柱‐S

鋼板　梁‐DS

鋼板　柱‐DS

［　梁側　ビス接合部　］ ［　パネルゾーン高力ボルト接合部　］ ［　柱側　ビス接合部　］

ビス群

高力ボルト群

ビス群

bθD θnode

cθD

bθS

cθS

(a) 集成材 - 鋼板間ビス接合および鋼板 - 鋼板間高力ボルト接合

B-S 

C-D 

B-D 

C-S 

梁側ビス接合部
回転ばね

柱側ビス接合部
回転ばね

パネルゾーン
高力ボルト接合部
回転ばね

梁側ビス接合部
回転ばね

柱側ビス接合部
回転ばね

パネルゾーン
高力ボルト接合部
回転ばね

梁側ビス接合部
回転ばね

柱側ビス接合部
回転ばね

パネルゾーン
高力ボルト接合部
回転ばね

［　L　型　］ ［　T　型　］ ［　＋　型　］

DS

DS

DS

T2S T2S

T2S

(b) 各接合形式のモデル化
Fig. 6.2.	 柱梁接合部のモデル化

1) 接合部を半剛接合と仮定し、回転ばねによりモデル化を行う。Fig. 6.2 に柱梁接合部のモデルを示す。

2) 柱側および梁側において、2 枚の集成材両方にある集成材 - 鋼板間のビス接合部の回転ばねはパネルゾーンを持

つ側の回転角を基準として並列したものを見かけ上 1 つの回転ばねに換算する。(Fig. 6.2 (a) 参照 )

3) 接合部をモデル化する場合、柱側及び梁側各々において集成材 - 鋼板間のビス接合部をモデル化した２つの回転

ばねと、パネルゾーンの鋼板 - 鋼板間の高力ボルト接合部をモデル化した回転ばねの直列とする。(Fig. 6.2 (b) 参

照 )

(2)	 モデル化

① 柱梁を構成する 2 枚の集成材は、それぞれ留め付けられた鋼板に対してそのビス配置の図心まわりに回転してす

べり変形を起こす。このとき、モーメント伝達によってせん断変形を生じるため、材軸方向回転角 (x 方向回転角

) と次軸直交方向 (y 方向回転角 ) は異なる。また、2 材は接合部の境界において材軸直交方向の変位が一致する。

Fig. 6.3 に柱 - 梁接合部の曲げモーメントに対する力学モデルを示す。

4) 力学モデル
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Fig. 6.3.	 柱梁接合部の力学モデル

② 集成材 - 鋼板間のビス接合は、すべり剛性及び耐力に関し異方性を無視できるものと仮定する。

③ 鋼板 - 鋼板間の高力ボルト接合は、各接合具の負担応力に関しそのボルト群の剛心からの距離に比例するものと

仮定する。剛心から最遠方のボルトの負担応力がすべり耐力に達するまですべりによる回転剛性は無限大とする。

すべり耐力に達した以降、鋼板の支圧とボルト軸部のせん断により応力を伝達するものとし、回転剛性は有限の

値を持つものとする。

④ 鋼板は、変形に関し剛体と仮定する。またビス接合及び高力ボルト接合を介して伝達する応力に関し、その接合

具配置剛心からの距離に比例すると仮定する。

(3)	 回転剛性の計算

1) 回転剛性

Fig. 6.3 に示すように、集成材 - 鋼板間のビス接合におけるすべり変形に関し材軸直交方向回転角に対して材軸平行

方向回転角は集成材のせん断変形角分大きくなる。そのせん断変形角は、接合部における集成材がせん断変形のみ生じ

るという仮定の下、材軸直交方向回転角に応じて発生するビス接合の応力によるモーメント ( 材軸直交方向応力による

モーメント ) と接合部範囲に一様に分布するせん断力によるモーメントとのつり合い条件により求める。また、柱梁部

材を構成する集成材２枚の応力負担割合は、各々の集成材 - 鋼板間のビス接合に関する回転剛性と接合部境界における

変形の適合性から定まる。尚、集成材２枚における集成材 - 鋼板間に生じる回転角は異なるが、パネルゾーンを有する

材すなわち D、T 材の断面の回転角を基準として回転剛性を算出する。尚、鋼板 - 鋼板間高力ボルト接合のすべり、鋼

板自体の曲げ変形は無視できるものと仮定する。このとき、DS、T2S の回転剛性 、 はそれぞれ以下の式で求められる。尚、

以下では材軸平行方向を x 方向、材軸直交方向を y 方向と定義する。
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ここで、
KxDS ：DS の回転剛性 [Nmm/rad]

KxT2S：T2S の回転剛性 [Nmm/rad]

 KyDS：DS の y 方向回転角に関する回転剛性 [Nmm/rad]

 KyT2S：T2S の y 方向回転角に関する回転剛性 [Nmm/rad]

  KyX：X の y 方向回転角に関する回転剛性 [Nmm/rad]

   cX：X の y 方向回転角に対する x 方向転角のせん断変形増加率

   uDS：Ｄに対する S の回転モーメント負担率

   uT2S：T に対する S 2 枚分の回転モーメント負担率

   k：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm] 

   IpX：X のビス配列極 2 次モーメント [mm2]

   IxX：X の x 軸に関するビス配列二次モーメント (x 軸は材軸平行方向 ) [mm2]

   IxX：X の y 軸に関するビス配列二次モーメント (y 軸は材軸直交方向 ) [mm2]

   λX：X のビス配置図心から接合部境界までの距離 [mm]　Fig. 6.3 参照

    ( 接合部境界とは最外縁ビス列の応力作用位置とする )

    Gw：集成材のせん断弾性係数 [N/mm2]

     κ：せん断弾性補正係数 5/6

     Aw：集成材の断面積 [mm2]

     lX：X の x 軸方向の接合部長さ [mm]　Fig. 6.3 参照

          ( 接合部長さとは材軸方向の最外縁ビス列の応力作用位置間の距離 ) 

(4)	 降伏曲げモーメントの算出

柱 - 梁接合部の降伏曲げモーメントは、1) ビス接合部、2) 高力ボルト接合部、3) 鋼板添板、4) 集成材のパネルシア

ーのうちのいずれかが最初に降伏した時点の曲げモーメントとする。

柱と梁で各々の降伏曲げモーメントを計算し、小さい方の曲げモーメントを接合部の降伏曲げモーメント とする。

( ) 11x yDS D DSK c K−= +

( ) 1
2 21x yT S T T SK c K−= +

( )1y yDS DS DK u K= +

( )2 21y yT S T S TK u K= +

y p xX X X XK kI c kI= + ⋅

ySD
DS

yS D

K
u

K
λ
λ

= ⋅

2
2 yST

T S
yS T

K
u

K
λ
λ

= ⋅

y X
X

wn X

kIc
GA lκ

=
⋅

[6.1]	  

[6.2]	  

[6.3]	  

[6.4]	  

[6.5]	  

[6.6]	  

[6.7]	  

[6.8]	  
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ここで、

bMy ：梁側の降伏曲げモーメント [Nmm]

cMy：柱側の降伏曲げモーメント [Nmm]

1) ビス接合部の降伏モーメント My_screw

ビス接合部の降伏曲げモーメント は１本目の単位ビス接合部が降伏した時点の曲げモーメントとする。

DS については、D 側と S 側で各々降伏曲げモーメントを計算し、小さい方の曲げモーメントをビス接合部の降伏曲

げモーメント とする。

また、T2S については、T 側と２枚の S 側 (S1, S2) で各々降伏曲げモーメントを計算し、最も小さい曲げモーメント

をビス接合部の降伏曲げモーメント とする。

ここで、
 MXy_screw ：X 側ビス接合部の降伏曲げモーメント [Nmm]

 spy ：単位ビス接合部の短期許容せん断耐力 [N]

 r’Xi ：X における i 番ビスのみかけの回転中心からの距離

 ρDS  ：DS における D に対する S の材軸平行方向回転角の比

 ρT2S ：T2S における T に対する S の材軸平行方向回転角の比

min( , )y b y c yM M M=

_ _ _min[ , ]y screw y screw y screwD SM M M=

[6.9]	  

[6.10]	  

_
max[ ]

S y
y screw xD DS

iD

pM K
k r

= ⋅
′⋅

_
1

max[ ]
S y

y screw xS DS
iDS S

pM K
k rρ

= ⋅ ⋅
′⋅

_ _ _ _1 2min[ , , ]y screw y screw y screw y screwT S SM M M M=

_ 2 max[ ]
S y
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iT

pM K
k r

= ⋅
′⋅

_ _1 2 2
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1
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S y
y screw y screw xS S T S

iT S S

pM M K
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= = ⋅
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( ) ( ) ( )2 221i i i i iX X X X X Xr c x x y y−′ = + − + −
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+
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+
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[6.11]	  

[6.12]	  

[6.13]	  

[6.14]	  

[6.15]	  

[6.16]	  

[6.17]	  

[6.18]	  
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2) 高力ボルト接合部の降伏曲げモーメント My_HTB

3) 鋼板の降伏曲げモーメント My_steel

高力ボルト接合部の降伏モーメント は 1 本目の単位高力ボルト接合部が降伏した時点の曲げモーメントとする。

ここで、

 qby ：単位高力ボルト接合部のすべり耐力 [N]

HTBri ： 高力ボルト配置図心を原点とした i 番目の高力ボルトの位置座標 [mm]

Ｄ、Ｔ材に取りつく鋼板は、S 材に取りつく鋼板よりも、応力負担割合が大きく長いため、曲げモーメントに対して

よりクリティカルである。そのため、Ｄ、Ｔ材に取りつく鋼板について検討する。図 1. 4 に示すようにＤ、Ｔ材に取り

つく鋼板添板の曲げモーメントは、ビス接合を介して伝達する D、T 材の曲げモーメントに加え、合せ区間高力ボルト

接合を介して伝達する S 材の曲げモーメントによりパネルゾーンに至るまで増大する。パネルゾーンにおいては高力ボ

ルト接合を介して相手側の鋼板に伝達することで曲げモーメントは減少する。すなわち、合せ区間とパネルゾーンの境

界部付近で曲げモーメントは極大を取る。この位置において、接合部の曲げモーメントを負担しているのは D、T 材と

それに取りつく鋼板であり、その和は一致する。よって、接合部の曲げモーメントから D、T 材の負担モーメントを差

し引いたものが鋼板添板の負担モーメントである。

D のモーメント分布について接合部境界において最大値、木口において 0 となるとしてその間を直線補間，T 材のモ

ーメント分布について接合部境界において最大値、対称軸において 0 となるとしてその間を直線補間すれば、鋼板添板

の降伏曲げモーメント は以下の式による。

DS について

vDS ： D に対する S の接合部長さ比

DS について

vT2S ： T に対する S2 枚分の接合部長さ比

( )2
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−
 −

= − ⋅ + 

S
DS

D

l
v

l
=

1

2
_

2

1
2 1

1
T S

y steel sy s

T S

v
M F Z

u

−
 −

= ⋅ − ⋅ + 

2
2 S

T S
T

l
v

l
=

[6.21]	  

[6.22]	  

[6.23]	  

[6.24]	  
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Fig. 6.4.	 鋼板の負担曲げモーメント

ここで、

 Fsy  ： 鋼板の降伏強さ [N/mm2]

 Zs：鋼板の断面係数 [mm3]

その他の記号は、式 [6.1] ～式 [6.18] 参照
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4) 集成材のパネルシアーに関する曲げモーメント My_glulam(s)

集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント は、D もしくは T 材の部材合せ区間＋パネルゾーンに生じるせ

ん断力が短期許容せん断耐力に達する曲げモーメント  (X=T、D)、S 材の部材合せ区間に生じるせん断力が短期許容せ

ん断耐力達する曲げモーメント の最小値とする。

DS について

T2S について

ここで、

wX  ：X についての全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比

fwsy ：集成材の短期許容せん断応力度 (=2/3× 基準せん断強度 ) [N/mm2]

Awn：X(X=T, D, S) における集成材 1 枚の正味断面の断面積 ( パネルシアー検定用断面積 ) [mm2]

 b：集成材 1 枚の幅 [mm]

 hw：集成材 1 枚のせい [mm]

 dsX：X(X=T, D, S) のパネルシアー検定区間における座彫り孔径 [mm]

 nsX：X(X=T, D, S) のパネルシアー検定区間における座彫り孔の個数

 lsX：X(X=T, D, S) のパネルシアー検定区間の長さ [mm]

その他の記号は、式 [6.1] ～式 [6.18] 参照

[ ]_ ( ) _ ( ) _ ( )min ,y glulam s y glulam s y glulam sD SM M M=

( ) 1
_ ( ) 1

1.5
wsy

y glulam s wnsD DS D D D
fM u w A l−= + ⋅ ⋅ ⋅

( )1 1
_ ( ) 1

1.5
wsy

y glulam s wnsS DS S S S
fM u w A l− −= + ⋅ ⋅ ⋅

[ ]_ ( ) _ ( ) _ ( )min ,y glulam s y glulam s y glulam sT SM M M=

( ) 1
_ ( ) 21

1.5
wsy

y glulam s wnsT T S T T T
fM u w A l−= + ⋅ ⋅ ⋅

( )1 1
_ ( ) 22 1

1.5
wsy

y glulam s wnsS T S S S S
fM u w A l− −= + ⋅ ⋅ ⋅

y X
X

p xX X X

kIw
kI c kI

=
+

( )22s sX X
wns wX

sX

n d
A b h

l
π  = ⋅ − 

  

[6.25]	  

[6.26]	  

[6.27]	  

[6.28]	  

[6.29]	  

[6.30]	  

[6.31]	  

[6.32]	  



 

 

(5)最大曲げモーメントの計算 

柱-梁接合部の最大曲げモーメントは、1)ビス接合部のせん断破壊、2)高力ボルト接合部のせん断破壊、3)鋼板の曲げ

破壊、4)集成材の曲げ破壊の中の最小値で決まるものとする。 

柱と梁で各々の最大曲げモーメントを計算し、小さい方の曲げモーメントを接合部の最大曲げモーメント maxM とす

る。 

 

 max max maxmin ,b cM M M     [6.33] 

maxbM ：梁側の最大曲げモーメント[Nmm]  

maxcM ：柱側の最大曲げモーメント[Nmm]  

 

1) ビス接合部の最大曲げモーメント max_ screwM  

ビス接合部の最大曲げモーメント max_ screwM は、いずれかのビスが終局変位に達した時点における曲げモーメントと

し、単位ビス接合部の復元力特性(６章考察参照)を用いて増分解析して求める。すなわち、２材各々における回転中

心から最遠方の接合具が終局変位に達する時点の回転角うち、小さい方が接合部の終局回転角となる。このとき、

回転中心、材軸平行方向回転角の材軸直交方向のせん断変形増加率 Xc 、２材の回転角比 DS 、 2T S は弾性時のも

のを代用し、降伏以降の塑性挙動を推定することとする。また、算出するモーメント回転角関係は、D あるいは T

の回転角に関するものを求めることとし、材軸平行方向の回転角に関するものとする。 

 

DS について 

max_ max_( )screw screwDSM M      [6.34] 

1 1

SD nn

i iDS D S
i i

M m m
 

       [6.35] 

   
max_

1min ,
max ' max '

u u
screw

i iD DS Sr r
 


 

  
  

    [6.36] 

D 側 

 

   [6.37] 

S 側 

 

   [6.38] 

 

0≦ D ＜ 1
yiDS S    2

i iS S DS Dm k r      
1

yiDS S   ≦ D ＜ 1
viDS S     2 2

2i i yi i yiS S S S DS D Sm k r k r           
1

viDS S   ≦ D ＜ 1
uiDS S     2 2

2i i yi i vi yiS S S S S Sm k r k r          
1

uiDS S   ≦ D  0iSm   

 

0≦ D ＜ yiD  2
i iD D Dm k r     

yiD ≦ D ＜ viD   2 2
2i i yi i yiD D D D D Dm k r k r          

viD ≦ D ＜ uiD   2 2
2i i yi i vi yiD D D D D Dm k r k r        

uiD ≦ D  0iDm   
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(5)	 最大曲げモーメントの算出

柱 - 梁接合部の最大曲げモーメントは、1) ビス接合部のせん断破壊、2) 高力ボルト接合部のせん断破壊、3) 鋼板の曲

げ破壊、4) 集成材の曲げ破壊の中の最小値で決まるものとする。

柱と梁で各々の最大曲げモーメントを計算し、小さい方の曲げモーメントを接合部の最大曲げモーメント とする。

ここで、

bMmax ：梁側の降伏曲げモーメント [Nmm]

cMmax：柱側の降伏曲げモーメント [Nmm]

1) ビス接合部の最大モーメント Mmax_screw

ビス接合部の最大曲げモーメント は、いずれかのビスが終局変位に達した時点における曲げモーメントとし、単位

ビス接合部の復元力特性を用いて増分解析して求める。すなわち、２材各々における回転中心から最遠方の接合具が終

局変位に達する時点の回転角うち、小さい方が接合部の終局回転角となる。このとき、回転中心、材軸平行方向回転角

の材軸直交方向のせん断変形増加率 、２材の回転角比 、 は弾性時のものを代用し、降伏以降の塑性挙動を推定するこ

ととする。また、算出するモーメント回転角関係は、D あるいは T の回転角に関するものを求めることとし、材軸平行

方向の回転角に関するものとする。

DS について

[ ]max max maxmin ,b cM M M= [6.33]	  

[6.34]	  

[6.35]	  

[6.36]	  

max_ max_( )screw screwDSM M θ=

[ ] [ ]
max_

1min ,
max ' max '

u u
screw

i iD DS Sr r
δ δθ

ρ
 

= ⋅ 
  

1 1

SD nn

DS i iD S
i i

M m m
= =

= +∑ ∑

[6.37]	  

[6.38]	  



 

 

T2S について 

max_ max_2 ( )screw screwT SM M      [6.39] 

2 1 2
1 1 1

S ST n nn

i i iT S T S S
i i i

M m m m
  

      
   [6.40] 

   
max_

2

1min ,
max ' max '

u u
screw

i iT T S Sr r
 


 

  
  

    [6.41] 

T 側 

 

   [6.42] 

S-1 側 

及び 

S-2 側 
 

   [6.43]  

 

ここで、 

max_ screwM ：集成材-鋼板間ビス接合の最大曲げモーメント[Nmm]  

max_ screw ：接合部におけるいずれかのビスが最初に終局変位に達したときの回転角 [rad] 

_ screwM ：集成材-鋼板間ビス接合の負担モーメント[Nmm]  

iXm ：X における i 番ビスによる回転中心まわりのモーメント[Nmm]  

'iXr ：X における i 番ビスのみかけの回転中心からの距離(式[6.16]参照) [Nmm]  

u ：単位ビス接合部の終局変位(6 章考察参照) [mm]  

iXr ：i 番ビスの回転中心に対するみかけのモーメントアーム [mm]  

     2 211i i i i iX X X X X Xr c x x y y        [6.44] 

DS ：DS における D に対する S の材軸平行方向回転角の比(式[6.17]参照)  

2T S ：T2S における T に対する S の材軸平行方向回転角の比(式[6.18]参照)  

2

S u S y
vi yiX X

iX

p p
k r

  
 

 ：X における i 番ビスの降伏回転角 [rad]    [6.45] 

2

S u S y
vi yiX X

iX

p p
k r

  
 

 ：X における i 番ビスのみかけの全塑性回転角[rad]    [6.46] 

u v
ui viX X

iXr
   

 
 ：X における i 番ビスの終局回転角[rad]    [6.47] 

 Xn ：X におけるビス本数  

0≦ T ＜ 1
2 yiT S S    2

2i iS S T S Tm k r      
1

2 yiT S S   ≦ T ＜ 1
2 viT S S     2 2

2 2i i yi i yiS S S S T S T Sm k r k r           
1

2 viT S S   ≦ T ＜ 1
2 uiT S S     2 2

2i i yi i vi yiS S S S S Sm k r k r          
1

2 uiT S S   ≦ T  0iSm   

 

0≦ T ＜ yiT  2
i iT T Tm k r     

yiT ≦ T ＜ viT   2 2
2i i yi i yiT T T T T Tm k r k r          

viT ≦ Tq ＜ uiT   2 2
2i i yi i vi yiT T T T T Tm k r k r        

uiT ≦ Tq  0iTm   
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[6.39]	  

[6.40]	  

[6.41]	  

[6.42]	  

[6.43]	  

[6.44]	  

[6.45]	  

[6.46]	  

[6.47]	  



 

 

S yp ：単位ビス接合部降伏耐力(6 章考察参照) [N]  

y ：単位ビス接合部降伏変位(6 章考察参照) [mm]  

S vp ：単位ビス接合部終局耐力(6 章考察参照) [N]  

v ：単位ビス接合部みかけの全塑性変位(6 章考察参照) [mm]  

2k ：単位ビス接合部 2 次剛性(6 章考察参照) [N/mm]  

 

 

2) 高力ボルト接合部の最大曲げモーメント max_ HTBM  

高力ボルト接合部の最大曲げモーメント max_ HTBM は 1 本目の単位高力ボルト接合部が最大せん断耐力に達した時

点の曲げモーメントとする。 

 

2

max_
max[ ]

iHTB
HTB bu

iHTB

r
M q

r
      [6.48] 

buq ：単位高力ボルト接合部の最大せん断耐力(６章考察参照) [N]  

 

尚、高力ボルト接合部は降伏耐力以後、有限の剛性を持って上式で算出した耐力に達するまで回転角を生じる。そ

の回転剛性 2PZK は下式で算出される。 

2
2 2 _ HTB iPZ HTBK k r      [6.49] 

_
2 _

4
s HTB

HTB
E t dk

a
 

 ：単位高力ボルト接合部すべり剛性(６章考察参照) [N/mm]    [6.50] 

sE ：鋼板のヤング係数 [N/mm2]  

t：鋼板の厚さ [mm]  

_ HTBd ：高力ボルトの呼び径 [mm]  

a：高力ボルト接合部最外配置ピッチ [mm]  

 

 

3) 鋼板添板の最大曲げモーメント max_ steelM  
鋼板添板の最大曲げモーメント max_ steelM は以下の式による。このとき、鋼板の曲げモーメント分布が降伏モーメン

ト算定時と変わらず合せ区間とパネルゾーンの境界部付近で曲げモーメントは極大を取るものとして算出する。 

 

DS について 

1

max_
1

1
1

DS
steel su sp

DS

v
M F Z

u


 

     
    [6.51] 
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[6.49]	  

[6.50]	  

[6.51]	  

[6.48]	  



 

 

T2S について 

1

2
max_

2

1
2 1

1
T S

steel su sp

T S

v
M F Z

u


 

      
    [6.52] 

 

ここで、 

suF ：鋼板の最大引張強さ[N/mm2]  

spZ ：鋼板の正味断面の塑性断面係数[mm3]  

 

 

4) 集成材の曲げに関する最大曲げモーメント max_ ( )glulam bM  

集成材の曲げに関する最大曲げモーメント max_ ( )glulam bM は以下の式による。このとき、2 枚の材の応力負担割合は、

弾性時のものと大きく変動することはないと仮定し、これを代用して算出する。 

 

DS について 

 max_ ( ) 1glulam b wb wnDSM u F Z        [6.53] 

 

T2S について 

 max_ ( ) 22 1glulam b wb wnT SM u F Z        [6.54] 

 

ここで、 

wbF ：集成材の基準曲げ強度[N/mm2]  

wnZ ：集成材 1 枚の正味断面の断面係数[mm3]  
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[6.52]	  

[6.53]	  

[6.54]	  



 

 

(6)終局曲げモーメント uM 及び塑性率 μの計算方法 

1) 接合部の復元力特性は柱、梁、パネルゾーンの高力ボルト接合において各々M-θ曲線を求め、モーメントを基準に

回転角を足し合わせることで柱-梁接合部の復元力特性とする。初期剛性、降伏曲げモーメント、最大曲げモーメン

トは、(3)～(5)より算出する。 

2) 各クライテリアの復元力特性に関し、ビス接合部はトリリニア型、高力ボルト接合部の復元力特性はバイリニア型

の復元力特性とする(６章考察参照)。 

3) 終局回転角は最大曲げモーメントに達した時点での回転角とする。 

4) 1)～3)で求めた復元力特性を完全弾塑性モデルに近似し、各諸量を算出する。 

接合部の M-θ曲線と X 軸で囲まれた面積を S としたとき、初期剛性と面積が等しい台形の完全弾塑性モデルの終局耐

力 uM は、下式で求められる。 

 

2 2 2u bc u bc u bcM K K K S           [6.55] 

   11 1
bc b cK K K

       [6.56] 

cl BSK ：柱脚接合部の復元力特性における回転剛性 [Nmm/rad]  

uθ ：終局回転角 [rad]  

u

v





 

   [6.57] 

v ：完全弾塑性モデルの全塑性回転角 [rad]  

u
v

bc

M
K

 
 

   [6.58] 
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[6.55]	  

[6.56]	  

[6.57]	  

[6.58]	  



 

 

(7)設計用許容耐力に対する低減係数 の算出 

 次項「(8)複合応力下での検討」では、接合部の主たる耐力要素である 4 要素、集成材-鋼板間ビス接合部、鋼板-鋼板

間高力ボルト接合部、集成材、鋼板に対して、作用する応力が設計用許容耐力を超えないように設計することとなる。

この際、本設計法では、接合部において集成材の曲げによる脆性的破壊を生じる前に十分なエネルギー吸収能を発揮で

きることを担保するため、設計用許容耐力について靭性能を考慮したものとする。すなわち、降伏耐力に対して、最大

耐力や靭性に応じた終局耐力が乏しいような場合には低減率を乗じて許容耐力とすることを条件とする。 

 Fig. 6. 5 に設計用許容耐力算出フローを示す。接合部の復元力特性を３つの指標、降伏耐力、最大耐力、靭性に応じ

た終局耐力によって評価し、その最小値を接合部の許容耐力とする。この耐力を基準曲げモーメント 0M と定義して式

[6.59]のように算出し、降伏耐力に対する比率を低減係数として式[6.60]のように算出し、耐力要素の降伏耐力に対して

乗ずることで設計用許容耐力とする。尚、この低減係数は短期許容耐力に対してのみ適用し、その他、長期、中長期、

中短期においては 1 として扱うことする。 

 

0 max
2min , ,0.2 2 1
3

y uM M M M     
    [6.59] 

0M ：基準曲げモーメント  
yM ：降伏曲げモーメント  

maxM ：最大曲げモーメント  

uM ：終局曲げモーメント  
 ：塑性率  

0

y

M
M

 
 

   [6.60] 

 

Fig. 6. 5 設計用許容耐力算出フロー 

  

234

接合部の許容耐力=基準曲げモーメント　　を(3)～(6)において算出する。M0

M0 = min[                                                 ]My Mmax
2
3 0.2 2 -1μ Mu, ,

接合部の降伏耐力　　に対する許容耐力　　の比率を低減係数　　としてM0My α

・　集成材-鋼板間ビス接合
・　鋼板-鋼板間高力ボルト接合
・　集成材
・　鋼板

の降伏耐力 α× My

M0=

=

設計用許容耐力

(8)複合応力下での検討

Fig. 6.5.	 設計用許容耐力算出フロー

[6.59] [6.60]

[6.59]	  

[6.60]	  



 

 

(8)複合応力下での検討 

DS 及び T2S について、Fig. 6. 6 に示すように設計応力を定義する。本接合部はその大きさを無視できないことから、

各クライテリアに対して負担するモーメントをそれぞれ算出して検討することとする。ここでは、任意形解析プロ

グラムによる解析結果に対してビス接合回転ばね入力位置の応力を用いて、各クライテリアを検討するモーメント

に換算することとする。 

尚、T2S については、負担モーメントを 2 つの場合、すなわち「(a)逆対称モーメント」と「(b)対称モーメント」の

場合に分け、それぞれの場合について各部応力を算出し、その加算により検定を行うこととする。この手順を踏む

理由は、モーメントの伝達機構が各場合で異なるためである((b)の場合についての力学モデルは解説参照)。 

 

 

 
 

Fig. 6. 6 設計応力 
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Fig. 6.6.	 設計応力



 

 

以下に、計算に用いるモーメントを纏める。このとき、D、T の(b)逆対称モーメントの場合、S のせん断力の負担割

合はビス本数比とする。T の(a)対称モーメントの場合の負担割合は初期剛性算定時のモーメント負担割合とする。 

 

DS について 

① 
ビス接合部 

回転ばね入力位置 

D：   1
_ 1screwD DSM u M      [6.61] 

S：   11
_ 1screwS DSM u M

      [6.62] 

② 接合部境界 

D： _ _
D

face screwD D D
D S

n
M M Q

n n
 


    [6.63] 

S： _ _
S

face screwS S S
D S

n
M M Q

n n
 


    [6.64] 

③ 
高力ボルト接合部 

回転ばね入力位置 
_ node DM M Q       [6.65] 

④ S 木口面  _ 2face D SM M Q l       [6.66] 

 

T2S について 

(a)逆対称モーメント 

① 
ビス接合部 

回転ばね入力位置 
 

T：    1
( ) _ 21a screw L RT T SM u M M       [6.67] 

S1, 2：   11
( ) _ 21

2
L R

a screwS T S
M MM u

 
      [6.68] 

② 接合部境界 

T：  ( ) _ 1
( ) _ 21

2 2
a screw L RT

a faceT T S T
M Q QM u  

       [6.69] 

S1, 2：   11
( ) _ ( ) _ 21

2
L R

a face a screwS S T S S
Q QM M u 

 
       [6.70] 

③ 
高力ボルト接合部 

回転ばね入力位置 
( ) _a node L RM M M     [6.71] 

④ S 木口面  ( ) _ 2
2 2

L R L R
a face T S

M M Q QM l 
       [6.72] 

 

(b)対称モーメント(T の正負符号はビス配置図心に対して S1 側：上、S2 側：下) 

① 
ビス接合部 

回転ばね入力位置 

T：   1
( ) _ 21

2
R L

b screwT T S
M MM u        [6.73] 

S1：   11
( ) _1 21

2
R L

b screwS T S
M MM u

        [6.74] 

S2：   11
( ) _2 21

2
R L

b screwS T S
M MM u

       [6.75] 

② 接合部境界 

T： ( ) _ ( ) _
2 2

R LT
b face b screwT T T

T S

n Q QM M
n n


 


    [6.76] 

S1： ( ) _ ( ) _1
2

2 2
R LS

b face b screwS S S
T S

n Q QM M
n n


 


    [6.77] 

S2： ( ) _ ( ) _2 2
2

2 2
R LS

b face b screwS S S
T S

n Q QM M
n n


 


    [6.78] 

③ 
高力ボルト接合部 

回転ばね入力位置 
( ) _ 0b nodeM     [6.79] 
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[6.61]	  

[6.62]	  

[6.63]	  

[6.64]	  

[6.65]	  

[6.66]	  

[6.67]	  

[6.68]	  

[6.69]	  

[6.70]	  

[6.71]	  

[6.72]	  

[6.73]	  

[6.74]	  

[6.75]	  

[6.76]	  

[6.77]	  

[6.78]	  

[6.79]	  



 

 

 

ここで、 

Xn ：X に留め付けたビス本数  

X ：X の回転ばねからビス配置図心から接合部境界までの距離 [mm]  

2T Su ：(b)対称モーメントの場合の T に対する S のモーメント負担割合  

 
2

2 26 105
315

yST
T S

w w S

K
u

E I





     
 

   [6.80] 

 
4

630 1
181 5760 w w

T

E I
s





 
 



    [6.81] 

s：T のビス接合を弾性床支持とみなした場合の弾性係数 [N/mm2]  

2
T

T

kn
s


    [6.82] 

wE ：集成材の曲げヤング係数 [N/mm2]  

wI ：集成材 1 枚の断面 2 次モーメント [mm4]  

その他の記号は(.1)～(.8)参照  

 

1) ビス接合部 

①軸力，せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、ビス接合部に作用する応力は以下のよ

うに表現される。 

DS について、各応力により i 番ビス接合部が負担する力は以下のように表現される。この時、軸力 N、せん断力

Q の負担割合は、２枚の集成材の移動距離が同一であるとしてビス本数比で割り振られると仮定する。 

   

 

_

_

1 screwD D
i iD D

y D SD
iD

screwD
i iD D

y D SD

c M N
k y y

n nK
p

QM
k x x

n nK

    
           

          

    [6.83] 

   

 

_

_

1 screwS S
i iS S

y D SS
iS

screwS
i iS S

y D SDS

c M N
k y y

n nK
p

QM
k x x

n nK

    
           

          

    [6.84] 

ここで、 

iDp ：DS における D 側の i 番ビス接合部の応力[N]  

iSp ：DS における S 側の i 番ビス接合部の応力[N]  

その他の記号は、式[6.1]～式[6.8]、[6.61]～[6.79]参照  

 

T2S について、各応力により i 番ビス接合部が負担する力は以下のように表現される。 

(a)逆対称モーメントの場合 

せん断力 Q は、負担割合について初期剛性算定時のモーメント負担比とし、S のみビス接合部の応力に加算する。
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[6.80]	  

[6.81]	  

[6.82]	  

[6.83]	  

[6.84]	  



 

 

これは、T の負担せん断力はモーメントとして設計応力に含まれるためである。また、軸力 N は、T に対しては接

合部両側の軸力の差によって集成材‐鋼板間に発生するせん断力を加算し、S に対しては接合部仕様によって負担

割合が 0.5 以下となることより 50%の軸力を加算する。 

   

 

( ) _

( )
( ) _

1

2
0

a screwT T
i i L RT T

yT
a i T ST

a screwT
i iT T

yT

c M
k y y N N

K n np
M

k x x
K

  
    

               
 

    [6.85] 

   

   

( ) _

( ) 1
( ) _ 1

2

1 0.5

1 1
2

a screw LS S
i iS S

y SS
a iS

L Ra screwS
i i T SS S

y SS

c M N
k y y

nK
p

Q QM uk x x
nK



    
    

       
           

    [6.86] 

   

   

( ) _

( ) 2
( ) _ 1

2

1 0.5

1 1
2

a screw RS S
i iS S

y SS
a iS

L Ra screwS
i i T SS S

y SS

c M N
k y y

nK
p

Q QM uk x x
nK



        
       

            

    [6.87] 

ここで、 

( )a iTp ：(a)逆対称モーメントに対する T2S における T 側の i 番接合部の応力 [N]  

( ) 1a iSp ：(a)逆対称モーメントに対する T2S における S1 側の i 番接合部の応力 [N]  

( ) 2a iSp ：(a)逆対称モーメントに対する T2S における S2 側の i 番接合部の応力 [N]  

その他の記号は、式[6.1]～[6.8]、[6.61]～[6.79]参照  

 

(b)対称モーメントの場合 

 せん断力 Q は、負担割合については 2 枚の集成材の移動距離が同一であるとしてビス本数比で割り振られると仮

定する。また、軸力 N は、(a)において既に加算されていることからここでは 0 とする。尚、T の正負符号はビス配

置図心に対して S1 側：上、S2 側：下とする。  

 
( )

( ) _

0 0

( ) ( )
22 2

b i R LR LT T
i b face iT T T

T ST S

p Q Qn Q Qk f x M g x
n nn n

   
                      



    [6.88] 

   

   

( ) _1

( ) 1
( ) _1

1
0

2

b screwS S
i iS S

yS
b i R LS

b screwS
i i T SS S

yS

c M
k y y

K
p Q Q

M n nk x x
K

  
    

              
   

   [6.89] 

   

   

( ) _2

( ) 2
( ) _2

1
0

2

b screwS S
i iS S

yS
b i R LS

b screwS
i i T SS S

yS

c M
k y y

K
p Q Q

M n nk x x
K

  
    

              
 

   [6.90] 

ここで、 

( )b iTp ：T2S における T 側の i 番接合部の応力 [N]  

( ) 1b iSp ：T2S における S1 側の i 番接合部の応力 [N]  

( ) 2b iSp ：T2S における S2 側の i 番接合部の応力 [N]  
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[6.85]	  

[6.86]	  

[6.87]	  

[6.88]	  

[6.89]	  

[6.90]	  



 

 

 ( )xf ：モーメントに対する変位関数 [mm/Nmm] (式[6.91]参照)  

 ( )xg ：せん断力に対する変位関数 [mm/N] (式[6.92]参照)  

   
2 4 52

( ) 32 105 15 8 21 60 24
630

i i iT T T T
x

w w T T T

x x x x x x
f

E I


   
  

          
  

 

   [6.91] 

     
2 4 53

( ) 8 27 30 3 15 1 6
360

i i iT T T T
x

w w T T T

x x x x x x
g

E I


   
  

           
  

 

   [6.92] 

その他の記号は、式[6.1]～[6.8]、[6.61]～[6.79]参照  

 

②検定 

全てのビス接合部に作用する応力が設計用許容せん断耐力を下回ることとする。 

 

DS について、検定は下式による。 

i aXp p      [6.93] 

  

また、T2S について、検定は下式による。 

( ) ( )a i b i aX Xp p p       [6.94] 

 

ここで、 

iXp ：X(X=D, S)における i番ビス接合の負担応力 [N]  

( )a iXp ：X(X=T, S1, S2)における(a)逆対称モーメントに対する i 番ビス接合部の負担応力 [N] 

( )b iXp ：X における(a)逆対称モーメントに対する i 番ビス接合部の負担応力 [N] 

ap ：単位ビス接合部の許容せん断耐力 [N]   

 短期 中短期 中長期 長期   

 a yp p  
1.6
2

a yp p  
1.43

2
a yp p  

1.1
2

a yp p    

yp ：単位ビス接合部の降伏耐力 [N]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[6.60]参照) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
 

 

 

2) 高力ボルト接合部 

①軸方向力、せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、パネルゾーンの高力ボルト接合部

の i 番接合部に生じる作用力は以下の式による。 

   2 2
i xi n yi qR R R R R        [6.95] 
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[6.91]	  

[6.92]	  
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[6.94]	  

[6.95]	  



 

 

 

DS について 

 
_ 2

iHTB
xi node

iHTB

y
R M

r
 


    [6.96] 

 
_ 2

iHTB
yi node

iHTB

x
R M

r
  


    [6.97] 

n

HTB

NR
n

     [6.98] 

q

HTB

QR
n

      [6.99] 

T2S について 

 
( ) _ 2

iHTB
xi a node

iHTB

y
R M

r
 


    [6.100] 

 
( ) _ 2

iHTB
yi a node

iHTB

x
R M

r
  


    [6.101] 

L R
n

HTB

N NR
n


     [6.102] 

L R
q

HTB

Q QR
n


      [6.103] 

ここで、 

iR ：パネルゾーンの高力ボルト接合部の i 番接合部に生じる作用力 [N]  

xiR ：曲げモーメントによって i 番接合部に作用する材軸平行方向のせん断力 [N]  

yiR ： 曲げモーメントによって i 番接合部に作用する材軸直交方向のせん断力 [N]  

nR ：軸方向力によって i 番接合部に作用する材軸平行方向のせん断力 [N]  

qR ：せん断力によって i 番接合部に作用する材軸直交方向のせん断力 [N]  

HTBn：パネルゾーンの高力ボルト本数  

 

②検定 

全ての高力ボルトに作用する応力が設計用許容すべり耐力を下回ることとする。 

i aR q      [6.104] 

ここで、 

baq ：高力ボルト 1 本当りの設計用許容すべり耐力  

 短期 中短期 中長期 長期   

 ba byq q  ba byq q  
1

1.5
ba byq q  

1
1.5

ba byq q    

byq ：単位高力ボルト接合部のすべり耐力 [N]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[6.60]参照) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
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[6.97]	  

[6.96]	  

[6.98]	  

[6.99]	  

[6.100]	  

[6.101]	  

[6.102]	  

[6.103]	  

[6.104]	  



 

 

3) 鋼板添板 

Fig. 6. 7 に示すように、DS 及び T2S の(a)逆対称曲げモーメントの場合では、鋼板の負担曲げモーメントはビス接合

部からの伝達により増大し S 木口面を境に相手側鋼板への伝達により減少するため、その位置で極大値をとる。こ

のことより、DS および T2S の逆対称曲げモーメント負担時における鋼板の負担曲げモーメント最大値 PLDM および

( )a PLTM は下式で算出される。算出方法は、集成材のモーメント分布を直線補間し S 木口面における負担モーメント

を求め、全モーメントからその分を除いて鋼板の負担モーメントとする。 

 DS について 

 _ 2 _1face facePLD DS DM M v M       [6.105] 

T2S の(a)逆対称曲げモーメントの場合について、 

 ( ) ( ) _ 2 ( ) _21a a face a facePLT T S TM M v M       [6.106] 

 ここで、 

DSv ：D に対する S の接合部長さ率(式[6.22]参照)  

2T Sv ：T 対する S2 枚分の接合部長さ率(式[6.24]参照)  

その他の記号は、式[6.61]～[6.79]を参照。  

 

 
[DS]  

 
[T2S(a)逆対称曲げモーメント] 

 

Fig. 6. 7 DS および T2S(a)逆対称曲げモーメント負担時の集成材及び鋼板の曲げモーメント分布 
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Fig. 6.7.	 DS および T2S(a) 逆対称曲げモーメント負担時の集成材及び鋼板の曲げモーメント分布

Fig. 6.7

[6.105]	  

[6.106]	  



 

 

一方、Fig. 6. 8 に示すように、T2S の(b)対称曲げモーメントの場合では、鋼板の負担曲げモーメントは、T 集成材

の負担モーメントが最小となるビス接合回転ばね入力位置において最大となる。このことより、T2S の対称曲げモ

ーメント負担時における鋼板の負担曲げモーメント最大値 ( )b PLTM は下式で算出される。算出方法は、接合部におけ

る集成材の負担する曲げモーメント分布から最小となる回転ばね入力位置の負担モーメントを求め、全モーメント

からその分を除いて鋼板の負担モーメントとする、尚、T の正負符号はビス配置図心に対して S1 側：上、S2 側：

下とする。 

T2S の(b)対称曲げモーメントの場合について、 

( ) ( ) ( )b b bPLT TM M M      [6.107] 

ここで、 

( ) ( ) _ ( ) _
8 11 1
21 2 3

T
b b face b faceT T TM M Q


            

   
    [6.108] 

( )
2

R L
b

M MM 
      [6.109] 

( ) _
2 2

R LT
b faceT

T S

n Q QQ
n n





     [6.110] 

その他の記号は、式[6.61]～[6.79]を参照。  

 

 

 

 

  

 

 
[T2S(b)対称曲げモーメント] 

 

Fig. 6. 8 T2S(b)対称曲げモーメント負担時の鋼板負担曲げモーメント 
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Fig. 6.8.	 T2S(b) 対称曲げモーメント負担時の集成材及び鋼板の曲げモーメント分布

[6.107]	  

[6.108]	  

[6.109]	  

[6.110]	  



 

 

①軸方向力、せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、鋼板添板に生じる作用力は以下の

式による。尚、T2S の最大曲げ応力の発生位置は異なるが、単純に足し合わせて検討することとする。 

 

DS について、鋼板添板の設計応力度は以下のようになる。曲げモーメントは、式[6.105]に示したものを設計応

力とする。せん断力は、両端を 0 として直線補間したモーメント分布と適合するようにして算出されるものを設計

応力とする。軸力は、全軸力を設計応力とする。 

_
PLD

b steel
s

M
Z

      [6.111] 

 
_

1.5
min ,1

PLD
s steel

sDS DS D

M
v v l A

 
  

    [6.112] 

_n steel
s

N
A

      [6.113] 

 

 

T2S について、鋼板添板の設計応力度は以下のようになる。 

(a)逆対称モーメントの場合 

曲げモーメントは、式[6.106]に示したものを設計応力とする。せん断力は、両端を 0 として直線補間したモーメ

ント分布と適合するようにして算出されるものを設計応力とする。軸力は、左右の軸力の大きい方を設計応力とす

る。 

( )
( ) _

a PLT
a b steel

s

M
Z

      [6.114] 

 
( )

( ) _

2 2

1.5
min ,(1 ) 2

a PLT
a s steel

sT S T S T

M
v v l A

 
  

    [6.115] 

 
( ) _

max ,L R
a n steel

s

N N
A

      [6.116] 

ここで、 

( ) _a b steel ：(a)逆対称モーメントに対する鋼板の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

( ) _a s steel ：(a)逆対称モーメントに対する鋼板の設計せん断応力度 [N/mm2]  

( ) _a n steel ：(a)逆対称モーメントに対する鋼板の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

sZ ：鋼板の断面係数 [mm2]  

sA ：鋼板の断面積 [mm2]  

 

(b)対称モーメントの場合 

曲げモーメントは、式[6.107]に示したものを設計応力とする。せん断力は、両端を 0 として直線補間したモーメ

ント分布と適合するようにして算出されるものを設計応力とする。軸力は、(a)逆対称モーメントにおいて加算して

いるため、ここでは 0 として扱う。 

[6.105]

[6.106]
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[6.111]	  

[6.112]	  

[6.113]	  

[6.114]	  

[6.115]	  

[6.116]	  



 

 

( )
( ) _

b PLT
b b steel

s

M
Z

      [6.117] 

( )
( ) _

1.5
2
b PLT

b s steel
sT

M
l A

 


    [6.118] 

( ) _ 0b n steel      [6.119] 

ここで、 

( ) _b b steel ：(b)対称モーメントに対する鋼板の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

( ) _b s steel ：(b)対称モーメントに対する鋼板の設計せん断応力度 [N/mm2]  

( ) _b n steel ：(b)対称モーメントに対する鋼板の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

sZ ：鋼板の断面係数 [mm2]  

sA ：鋼板の断面積 [mm2]  

 

②検定 

鋼板添板に作用する設計応力度が許容応力度を下回ることとする。 

 DS について 

_ _

_ _
1b steel n steel

b steel n steelf f
 
 

 
 

    [6.120] 

_

_
1s steel

s steelf




     [6.121] 

ここで、 

_b steelf ：鋼板の許容曲げ応力度 [N/mm2]  

_s steelf ：鋼板の許容せん断応力度 [N/mm2]  

_n steelf ：鋼板の許容軸方向応力度 [N/mm2]  

 短期 中短期 中長期 長期   

 _b or n steelf F  _b or n steelf F  _
1

1.5
b or n steelf F _

1
1.5

b or n steelf F    

 _
3

s steel
Ff 

 
_

3
s steel

Ff 
 

_
1

1.5 3
s steel

Ff 
 

_
1

1.5 3
s steel

Ff 
 

  

F ：鋼材種別に応じた F 値 [N/mm2]  

 ：短期許容耐力に対する低減係数(式[6.60]参照) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
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[6.117]	  

[6.118]	  

[6.119]	  

[6.120]	  

[6.121]	  



 

 

4) 集成材 

①軸方向力、せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、集成材に生じる作用力は以下の式

による。DS 及び T2S(a)逆対称モーメントの場合は、曲げ応力度に関しては、パネルゾーンを持つ方の材すなわち D、

T の接合部境界位置について検討する。せん断応力度に関しては、パネルシアーに対して 2 枚の集成材のうち大き

い方の応力について検討する。軸方向応力度に関しては、全応力を 1 枚が負担する場合の応力について検討する。

T2S(b)対称モーメントの場合は、曲げ応力度に関しては、パネルゾーンを持つ方の材 T の最大曲げモーメント負担

位置について検討する。せん断応力度に関しては、T 材の負担するせん断力と S 材の負担するパネルシアーの応力

の大きい方について検討する。軸方向応力度に関しては、(a)逆対称モーメントで検討しているため 0 とする。 

DS について、集成材の設計応力度は以下のようになる。 

_
_

faceD
b glulam

wn

M
Z

      [6.122] 

__
_

1.51.5
max ,

screwscrew S SD D
s glulam

wn wnD D S S

w Mw M
l A l A


 

  
 

    [6.123] 

_n glulam
wn

N
A

      [6.124] 

ここで、 

_b glulam ：集成材の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

_s glulam ：集成材の設計せん断応力度 [N/mm2]  

_n glulam ：集成材の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

Xw ：X の全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比(式[6.31]参照)  

その他の記号は、式[6.32]及び式[6.61]～[6.79]を参照。  

 

T2S について、集成材の設計応力度は以下のようになる。 

(a)逆対称モーメントの場合 

( ) _
( ) _

a faceT
a b glulam

wn

M
Z

     [6.125] 

( ) _( ) _
( ) _

1.51.5
max ,

a screwa screw S ST T
a s glulam

wn wnT T S S

w Mw M
l A l A


 

    
    [6.126] 

 
( ) _

max ,L R
a n glulam

wn

N N
A

       [6.127] 

ここで、 

( ) _a b glulam ：(a)逆対称モーメントに対する集成材の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

( ) _a s glulam ：(a)逆対称モーメントに対する集成材の設計せん断応力度 [N/mm2]  

( ) _a n glulam ：(a)逆対称モーメントに対する集成材の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

Xw ：X の全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比(式[6.31]参照) 

その他の記号は、式[6.32]及び式[6.61]～[6.79]を参照。  
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[6.124]	  

[6.125]	  

[6.126]	  

[6.127]	  



 

 

 

 (b)対称モーメントの場合 

( ) _ max
( ) _

b T
b b glulam

wn

M
Z

     [6.128] 

( ) _( ) _ max
( ) _

1.51.5
max ,

b screwb S ST
b s glulam

wn wnT S S

w MQ
A l A


 

   
    [6.129] 

( ) _ 0b n glulam       [6.130] 

 ここで、 

( ) _b b glulam ：(b)対称モーメントに対する集成材の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

( ) _b s glulam ：(b)対称モーメントに対する集成材の設計せん断応力度 [N/mm2]  

( ) _b n glulam ：(b)対称モーメントに対する集成材の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

( ) _ maxb TM ：(b)対称モーメントに対する T 材の最大負担モーメント [Nmm]  

( ) _ maxb TQ ：(b)対称モーメントに対する T 材の最大負担せん断力 [N]  

( ) _maxb TM   

  

    [6.131] 

( ) _maxb TQ   

 

   [6.132] 

 ： T の負担モーメント分布の極大値位置の材端からの長さの逆数比  

( ) _

( ) _

161
7

b faceT

b faceT T

M
Q

 


 
   

   
   [6.133] 

( ) _ 0b faceTQ   ： ( )
4

7
b _ faceT

T

β M
λ

 

( ) _
3 2

( ) _

b faceT

b faceT

M
g g

Q
   ： ( ) _b faceTQ  

( ) _
3

( ) _

( ) _
2

( ) _

,
b faceT

b faceT

b faceT

b faceT

M
g

Q
M

g
Q




 ： 

 

21 1

( ) _

21 1

( ) _

16 1 1
7 2 2

1 11
2 2

b faceT
T

b faceT

M

Q

  


  

 

 

           
     

            
     

 

 

( ) _ 0b faceTQ   ： ( ) _b faceTM

( ) _
1

( ) _

b faceT

b faceT

M
g

Q
  ： ( ) _b faceTM  

( ) _
1 2

( ) _

b faceT

b faceT

Mg g
Q

   ： ( )b TM (式(.108)参照) 

( ) _
2

( ) _

b faceT

b faceT

M
g

Q
  ： 

   

    

2 31 1
( ) _

2 31 1
( ) _

8 24 161 1 1
21 21 21

1 21 1 1 1
2 3 3

b faceT

T
b faceT

M

Q

    


    

 

 

        
  

          
  
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 1
9 71

21 4 16 Tg 


 
     

    [6.134] 

2
1 71

16 Tg 


 
   
 

    [6.135] 

3
1 71

16 Tg 


 
    

 
    [6.136] 

Xw ：X の全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比(式[6.31]参照) 

その他の記号は、式[6.32]及び式[6.61]～[6.79]を参照。  

 

②検定 

集成材に作用する設計応力度が許容応力度を下回ることとする。 

DS について、検定は下式による。 

_ _

_ _
1b glulam n glulam

b glulam n glulamf f
 
 

 
 

    [6.137] 

_

_
1s glulam

s glulamf




     [6.138] 

T2S について、検定は下式による。 

( ) _ ( ) _ ( ) _ ( ) _

_ _
1a b glulam b b glulam a n glulam b n glulam

b glulam n glulamf f
   

 
 

 
 

    [6.139] 

( ) _ ( ) _

_
1a s glulam b s glulam

s glulamf
 





     [6.140] 

ここで、 

_b glulamf ：集成材の許容曲げ応力度 [N/mm2]  

 _s glulamf ：集成材の許容せん断応力度 [N/mm2]  

 _n glulamf ：集成材の許容軸方向応力度 [N/mm2]  

 短期 中短期 中長期 長期   

 _X glulam Xf f  _
1.6
2

X glulam Xf f  _
1.43

2
X glulam Xf f _

1.1
2

X glulam Xf f    

Xf (X=b, s, n)：基準許容応力度 [N/mm2]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[6.60]参照) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
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【解説】 

 本指針では、鋼板ビス留めモーメント抵抗接合部を用いた柱－梁接合部について、基本的な接合形式である L 型、T

型、＋型の 3 仕様に対して設計式を示した。モーメント抵抗接合部の設計法については実験等に基づいて決定した。 

 

(1)基本事項 

 柱梁接合部は、集成材２枚からなる柱梁部材を勝ち負けをつけて交差重ね合わせて、内側にビス留めした鋼板同士

を高力ボルトによって摩擦接合して構成される。弾性時における変形は集成材-鋼板間のビス接合のみとして高い剛性

を期待し、靭性は集成材-鋼板間ビス接合および鋼板-鋼板間高力ボルト接合のすべり変形によって確保することを企図

した接合である。このため、ビス接合および高力ボルトを先行降伏させて、脆性的な破壊である集成材の曲げ破壊を

生じる前に、塑性変形能を確保するように設計する必要がある。尚、鋼板の曲げ変形によっても高い変形性能が得ら

れるが、複雑な応力状態となって理論解を得ることが困難であるため、本指針では変形要素には含めず設計すること

とする。 

応力伝達の経路について以下に概要を纏める。柱梁部材の曲げモーメントは、集成材-鋼板間ビス接合を介して、鋼

板に伝達する。S 側の鋼板に伝達した曲げモーメントは、合せ区間における鋼板-鋼板間高力ボルト接合を介して、D

あるいは T 側の鋼板に伝達する。D あるいは T 側の鋼板に伝達した曲げモーメントは、パネルゾーンにおける鋼板-

鋼板間高力ボルト接合を介して、相手側の部材の鋼板に伝達する。すなわち、接合部耐力のクライテリアとして、集

成材-鋼板間ビス接合のせん断、鋼板-鋼板間高力ボルト接合のせん断、鋼板の曲げ、集成材の曲げ・パネルシアーが挙

げることができる。尚、応力・変形を解析する力学モデルにおいては、木口の支圧によるめり込みは無視した。構成

部材数が多く施工誤差が生じやすいため面同士の接触度合を管理することが難しいこと、他の耐力要素に対して応力

負担割合が小さいことがその理由である。 

ビス配置は矩形配置とし、重なり合う範囲においてその配置規則は２材で同様として、ビス配置図心に対して対称

配置であることを条件とする。すなわち、ビス配置図心の材軸直交方向位置は、２材で一致することとなる。集成材

を伝達する応力の大きさは２材間で異なり、ビス本数の多い D 材あるいは T 材の負担割合が大きい。この応力負担の

偏りは脆性的な集成材の曲げ破壊の要因となるため注意を要する。２材間で応力負担の偏りが著しく大きいような接

合部は合理的でないため避けるようにしなければならない。また、T 材において、パネルゾーンを挟んで、両側にあ

る合せ区間の仕様は同じものとしなければならない。 

高力ボルト配置は、その群の図心が接合する面の図心に一致しなければならない。つまり、接合する面において、

その範囲のビス群の図心と一致するように配置しなければならない。また、ビス接合と同様に T 材において、パネル

ゾーンを挟んで、両側にある合せ区間の仕様は同じものとしなければならない。 

 

(2)モデル化 

 柱梁接合部をモデル化する場合、既述した理由から鋼板は剛体仮定し、集成材-鋼板間のビス接合部及び鋼板-鋼板間

の高力ボルト接合部の相対すべりを変形要素とする。集成材-鋼板間ビス接合について、ビスのせん断特性は単位ビス

接合部の実験結果より繊維方向に対する応力方向に応じたせん断性能の異方性はばらつきに含まれる程度であったた

め、各方向に対して異方性は考慮せず一様であるものと仮定している。尚、単位ビス接合の復元力特性は実験結果に

基づきトリリニア型に近似している。また、接合部の強度実験結果より、鋼板に対する回転角について材軸直交方向

よりも材軸平行方向のものが大きくなる傾向が認められ、集成材のせん断変形が原因と考えられたことより、この変

形を考慮している。降伏後の挙動については、単位ビス接合の復元力特性を用いて、増分解析を行って推定している。
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鋼板-鋼板間高力ボルト接合部について、耐力は鋼構造接合部設計指針に準拠して算定するものとする。また、変形に

関して、すべり耐力までは無視できるものと仮定し、すべり耐力以降については、パネルゾーンの接合においては２

次剛性を持って挙動するものとし、合せ区間の接合においては変わらず無視できるものとして、降伏以降の解析を行

うこととする。２次剛性の算出にあたっては、剛心から最遠方の接合具がすべり耐力に達した時点で、摩擦接合から

支圧接合に切り替わるものと仮定している。 

  

(3)回転剛性の計算 

 X 材(X=T, D, S)において、集成材-鋼板間ビス接合における i 番接合の負担応力は下式で表現できる。 

 
   

 
   

2 22 2

2 22 2

i xX X X
iX

i x i yX X X X X X
iX

i yX X X
iX

i x i yX X X X X X

y Y
p

y Y x X
p

x X
p

y Y x X



 



 

 
 
   
 

 
 
    

    [6.141] 

ここで、 

iXp ：X 材(X=T, D, S)の i 番ビス接合における負担応力 [N]  

iXp   

 

   [6.142] 

iX ：X 材(X=T, D, S)の i 番接合位置における集成材-鋼板間のすべり変位  

   2 22 2
i i x i yX X X X X X Xy Y x X        

   [6.143] 

k：単位ビス接合部の初期剛性 [N/mm]  

2k ：単位ビス接合部の 2 次剛性 [N/mm]  

yp ：単位ビス接合部の降伏耐力 [N]  

y ：単位ビス接合部の降伏変位 [mm]  

up ：単位ビス接合部の終局耐力 [N]  

v ：単位ビス接合部のみかけの全塑性変位 [mm]  

u ：単位ビス接合部の終局変位 [mm]  

xX ：X 材(X=T, D, S)の x 方向(材軸平行方向)の回転角 [rad]  

yX ：X 材(X=T, D, S)の y 方向(材軸平行方向)の回転角 [rad]  

 ,i iX Xx y ：X 材(X=T, D, S)の集成材-鋼板間ビス接合の i 番接合具の位置座標 [mm]  

 ,X XX Y ：X 材(X=T, D, S)のビス接合の回転中心の位置座標 [mm]  

 

純曲げの応力状態について回転剛性を求める。各方向の力のつり合い条件より弾性時の回転中心  0 0,X XX Y を算

出する。力のつり合い条件より以下２式を得る。このとき、i 番ビス接合における負担応力 iXp は、式[6.142]にお

ける降伏変位以前のものを用いて表わす。 

ｘ方向の力のつり合い：  
1

0
Xn

i xX X X
i
k y Y 



      [6.144] 

y 方向の力のつり合い：  
1

0
Xn

i yX X X
i
k x X 



       [6.145] 

0≦ iX ＜ y  iXk 
y ≦ iX ＜ v   2y i yXp k      

v ≦ iX ＜ u  up  

u ≦ iX  0  
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[6.145]	  



 

 

 ２式より回転中心  0 0,X XX Y は以下のように算出される。 

0

0

iX X

iX X

X x

Y y

 
 

    [6.146] 

 つまり、回転中心はビス接合剛心位置 ( , )i iX Xx y である。これを用いて i 番ビス接合における負担応力 iXp を表記

し直せば、下式を得る。 

 
 
i i xX X X

iX
i i yX X X

k y y
p

k x x





 
      

    [6.147] 

 剛心まわりのモーメントのつり合い条件より、X 材(X=T, D, S)の負担モーメント XM は下式で表現できる。 

 
 1

Xn i i xX X Xi iX X
X

i ii i i yX X X X X

k y yx x
M

y y k x x





                
   

x x y yX X X X XM kI kI        [6.148] 

 ここで、 

 2

1

Xn

i ix X XX
i

y yI


     [6.149] 

 2

1

Xn

i iy X XX
i

xI x


     [6.150] 

 xXI 、 yXI は X 材(X=T, D, S)の各方向のビス配列２次モーメントである。 

 回転角が x 方向と y 方向で異なるのは集成材がせん断変形しているためであり、幾何学的関係から各方向の回転

角の間には次式が成立する。 

x yX X X        [6.151] 

 

 

 モーメント伝達によって集成材のせん断変形の影響は Fig. 6. 9 に示す力学モデルを仮定して考慮する。接合部に

おける X 材(X=T, D, S)の集成材は、せん断変形のみ生じると仮定して、４隅がピン接合されたパネル枠とその内部

にせん断剛性 wG を持つパネルが嵌ったモデルとする。集成材-鋼板ビス接合による応力は、接合部において内側に

おいても分布するが外側の応力が支配的であるため、伝達するモーメントと等価となるような、パネル枠の位置に

おいて作用する応力に単純化している。x 方向、y 方向の各方向応力による伝達モーメント xXM 、 yXM は、各方向

の回転角を用いて表現されるが、それは式[6.148]を見れば以下の２式である。 

x x xX X XM kI      [6.152] 

y y yX X XM kI      [6.153] 

 この応力を用いてパネル枠に作用する応力を表わせば、応力作用位置間の距離で除した x wXM h 及び yX XM l と

なる。パネルをせん断変形させるせん断力を求めるにあたって、パネル枠に嵌ったパネルを切り出して考える。パ
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ネルに作用するせん断力に関して、x 方向、y 方向のせん断力 p xXQ 、 p yXQ の間にはモーメントのつり合い条件よ

り以下の関係式を得る。 

0 p x w p yX X XQ h Q l        [6.154] 

 パネル枠には、モーメントに対して釣合う応力に加えて、このパネルに作用するせん断力の反力が作用する。仮

想仕事の原理より、各方向について以下の２式を得る。 

0
xX

p x wX X
w

M
M Q h

h
     
 

    [6.155] 

0
yX

p yX X
w

M
Q l

h
     
 

    [6.156] 

 式[6.156]を見れば、パネルに作用する y 方向のせん断力は、全体のモーメントのうちの y 方向応力によるものを

接合部長さで割ったものと等価であることが分かる。言い換えれば、y 方向応力によるモーメント伝達によって生

じるせん断力がパネルをせん断変形させている。 

式[6.152]～式[6.156]を用いて、パネルに作用するせん断力を求める以下の２式となる。 

yX
p x yX X

w

kI
Q

h
     [6.157] 

yX
p y yX X

X

kI
Q

l
     [6.158] 

集成材幅をbとすれば、せん断変形角 X は下式で表現される。  

yX
yX X

w w X

kI
G bh l

 


     [6.159] 

ここで、 は矩形断面のせん断変形補正係数である。集成材の断面積 w wA bh を用いて表せば、下式を得る。 

yX
yX X

w w X

kI
G A l

 


     [6.160] 

 式[6.151]に代入して、整理すると以下のように表わされる。 

1
yX

x yX X
w w X

kI
G A l

 


 
  
 

    [6.161] 

 上式において、 y w wX XkI G A l は集成材のせん断変形による y 方向回転角に対する x 方向回転角の増加率である。 

yX
X

w w X

kI
c

G A l
     [6.162] 

上式のように定義して、式[6.148]を y 方向回転角について纏めると以下のように表現される。 

  1 x y yX X X X XM c kI kI        [6.163] 

 すなわち、y 方向回転角に関する回転剛性は下式で表現される。 

y p xX X X XK kI c kI       [6.164] 
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 ここで、 

p x yX X XI I I  ：X 材(X=T, D, S)のビス配列極２次モーメント [6.165] 

 
 

 以上求めた回転剛性を持つ各部材が組み合わさって DS 材及び T2S 材となって接合部を構成するとき、2 材に生

じる回転角の大きさによって負担モーメントの割合が決まる。そもそも、柱梁部材における２材が、例えば接着さ

れて完全一体として挙動するような場合には、接合部において２材は同じ回転角を生じ、且つ、２部材は各々のビ

ス接合の剛心まわりに回転するのではなく、２枚のビス接合を併せた一つの剛心まわりに回転することとなる。一

方、本工法のように、柱梁部材における２材がビス接合を用いて併せてあるような弱い一体度の場合には、柱梁部

材区間における僅かなせん断力の伝達によって接合部における各々の剛心は互いに近づくもののほとんど誤差に等

しい程であると考えられ、各々のビス接合剛心位置付近まわりに回転することとなる。こういった場合、厳密には、

各部材に生じる回転角は柱梁部材の長さや曲げ剛性・接合剛性等に影響を受けるため、モーメント負担割合は接合

部仕様だけでは決定しない。しかし、実用上の仕様範囲に限れば、ある程度の範囲に限定される。接合部強度実験

において、S 材の回転角は D 材あるいは T 材に対して、倍もしくはそれ以上の大きさとなっていた。本指針では、

こういった事実を踏まえ、簡易的に回転角の大きさを限定するため、「接合部境界位置における鉛直方向変位が一致

する」という変形の適合条件を仮定することとする。 

 

Fig. 6. 9 集成材せん断変形考慮力学モデル 
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Fig. 6.9.	 集成材せん断変形考慮力学モデル
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DS 材の場合、その条件は下式で表現される。 

y yS S D D          [6.166] 

ここで、 X は X 材(X= D, S)の剛心から接合部境界までの距離を表わす(Fig. 6. 3 参照)。この関係を持って、２材

は回転している。このとき、各々の負担モーメント DM 、 SM を用いて表わせば下式を得る。 

S D
S D

y yS D

M M
K K

      

ySD
S D

yS D

K
M M

K



        [6.167] 

上式において、 y yD S S DK K   は D 材に対する S 材のモーメント負担率を示している。 

ySD
DS

yS D

K
u

K



      [6.168] 

上式のように定義すれば、DS 材の負担モーメント DSM は D 材の負担モーメント DM を用いて下式で表現できる。 

DS D SM M M    

 1DS DS DM u M       [6.169] 

つまり、DS 材における y 方向回転角に関する接合部の回転剛性 yDSK を D 材の回転剛性 yDK を用いて下式のよう

に表現することができる。 

 1y yDS DS DK u K      [6.170] 

同様にすれば、T2S 材における y 方向回転角に関する接合部の回転剛性 2yT SK を D 材の回転剛性 yTK を用いて下

式のように表現することができる。 

 2 21y yT S T S TK u K      [6.171] 

ここで、 

2 2
yST

T S
yS T

K
u

K



       [6.172] 

上式は、T 材に対する S 材のモーメント負担率であるが、S 材２枚分として算出している。 

ここで示す解法における力学モデルにおいて、x 方向、y 方向の回転角は集成材のせん断変形を伴うため異なる。

任意形解析ソフトを用いて変形解析を行う場合、架構における柱梁部材をモデル化した線材に対して連結する、接

合部をモデル化した回転ばねについて、その回転角は断面の回転角に関するものとするべきである。そのため、y

方向回転角に関する回転剛性として示した式[6.170]および式[6.171]を、x 方向回転角に関する回転剛性にするため

に1 Xc  (X=T,D)で除したものが接合部の回転剛性となり下式で表現される。 

  11x yDS D DSK c K      [6.173] 

  1
2 21x yT S T T SK c K   [6.174] 
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(4)降伏曲げモーメントの計算 

柱梁接合部の降伏曲げモーメントは、柱側、梁側それぞれについて算出した降伏曲げモーメントのうち小さい方

を降伏曲げモーメントとする。降伏のクライテリアは、1)集成材-鋼板間ビス接合部、2)高力ボルト接合部、3)鋼板

添板、4)集成材のパネルシアーとする。この中のいずれかが最初に降伏した時点の曲げモーメントを降伏曲げモー

メントとする。 

 

1)集成材-鋼板間ビス接合部 

集成材-鋼板間ビス接合部の降伏は、いずれかの接合具が最初に降伏耐力に到達した時点とする。要するに、２部

材それぞれについて回転中心から最遠方の接合具が降伏した時点の回転角を算出し、小さい方に達した時点という

こととなる。例えば、DS 材に関して、モーメント負担時の応力状態において、D 材および S 材における i 番接合具

位置の変位 iD 、 iS は下式を用いて算出できる。このとき、x 方向回転角を用いて表現する。 

     2 221i i i i i xD D D D D D Dc x x y y           [6.175] 

     2 221i i i i i xS S S S S S Sc x x y y           [6.176] 

i 番接合具位置の変位は、集成材がせん断変形を生じない場合、各方向の回転角が同一であるため単純に回転中心

からその位置座標まで距離に比例するが、集成材のせん断変形を考慮した場合、各方向の回転角が異なるため、見

かけ上の回転中心からの距離が前者と異なるため位置座標までの距離に比例しない。せん断変形を考慮したその距

離は、前２式においてそれぞれ下式で表現される。 

     2 221i i i i iD D D D D Dr c x x y y           [6.177] 

     2 221i i i i iS S S S S Sr c x x y y           [6.178] 

この距離が最も大きい接合具位置において最も早く降伏するから、各部材の降伏回転角はそれぞれ下式で表現で

きる。 

 max
y

yD
iDr

 
      [6.179] 

 max
y

yS
iSr

 
      [6.180] 

このうちどちらの回転角が小さいかを判断するため、S 材の回転角を D 材の回転角に変換する。y 方向回転角に

ついて、D、S 材は式[6.166]の関係がある。x 方向回転角に表わし直せば下式を得る。 

1 1
1 1

x xS S D D
S Dc c

     
 

  

1
1

SD
x xS D

S D

c
c


 




  


    [6.181] 
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上式において、 (1 ) (1 )D S S Dc c     は D 材に対する S 材の x 方向回転角の比である。 

1
1

SD
DS

S D

c
c







 


    [6.182] 

上式のように定義し、式[6.180]における S 材の降伏回転角 yS を D 材における回転角 ( )yD S  に変換すると下式

で表現できる。 

 
1( )

max
y

yD S
iDS Sr

 


 
      [6.183] 

以上より、DS 材の接合部の降伏回転角は下式で表現される。 

   
_

1min ,
max max

y y
y screw

i iD DS Sr r
 


 

           [6.184] 

この時点におけるモーメントすなわち集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメントは下式で表現できる。 

 _ _ _min ,y screw y screw y screwD SM M M      [6.185] 

ここで、 

 max
y

y _ screw xD DS
iD

δM K
r

 
      [6.186] 

 
1

max
y

y _ screw xS DS
iDS S

δM K
ρ r

  


    [6.187] 

T2S 材についても算出方法は同様であるため割愛する。 

 

2)高力ボルト接合部 

高力ボルト接合部の降伏曲げモーメントは、鋼構造接合部設計規準に準じて算出するため、ここでは割愛する。 

 

3)鋼板添板 

 鋼板添板の降伏は、曲げモーメント分布の極大値をとる合せ区間とパネルゾーンの境界位置の断面において、縁

応力度が降伏耐力に達した時点とする。本文に具体的な算出方法を記載したため、ここでは割愛する。 

 

4)集成材のパネルシアー 

集成材のパネルシアーは、伝達モーメントが大きい程大きくなり、モーメントを伝達する接合部の長さが短い程

大きくなると言える。いま、本接合部において、負担モーメントについてはパネルゾーンを有する D もしくは T 材

の方が大きいが、接合部の長さは S 材の方が短く、必ずしもいずれか一方の材に大きなパネルシアーが作用すると

は一概に言うことはできない。そのため、各材についてパネルシアー耐力を算出し、小さい方を降伏曲げモーメン

トとする。 

式[6.156]でも見たように、接合部において負担する曲げモーメントのうち y 方向応力によるモーメント伝達によ

って集成材はせん断変形を起こす。例えば、DS 材に関し、D、S 材それぞれにおいて、y 方向応力によるモーメント

は式[6.153]によって y 方向回転角を用いて表現される。また、各材における全負担モーメントは式[6.163]によって

y 方向回転角を用いて表現される。２式より、y 方向応力によるモーメント全負担モーメントによって表わせば下式
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で表現される。 

yD
yD D

yD

kI
M M

K
       [6.188] 

yS
yS S

yS

kI
M M

K
      [6.189] 

いま、 y yD D Dw kI K 、 y yS S Sw kI K と定義すれば、y 方向のせん断力 p yDQ 、 p ySQ は下式のように表現される。 

yD D D
p yD

D D

M w M
Q

l l
       [6.190] 

yS S
p yS

S S

M w M
Q

l l
      [6.191] 

 各材断面に生じる最大せん断応力度は下式で表現される。 

1.5 D
D D

wnsD D

w
M

A l
       [6.192] 

1.5 S
S S

wnsS S

w
M

A l
      [6.193] 

 式[6.169]によって、接合部の負担モーメントを用いて表わせば下式で表現される。 

1.5 1
1

D
D DS

wnsD D DS

w
M

A l u
  

      [6.194] 

1.5
1

S DS
S DS

wnsS S DS

w u
M

A l u
  


    [6.195] 

このとき、算出に用いる断面積は座彫り孔の欠損を考慮した正味断面積 wnsXA (X=D,S)とする。降伏は各材断面に

生じる最大せん断応力度が短期許容せん断耐力に達した時点として、以下の条件式を得る。 

swyX f       [6.196] 

 この条件を用いれば、各材のパネルシアー耐力は下式で表現される。 

 _ (s)
11

1.5
wsy wnsD D

y glulamD DS
D

f A l
M u

w
         [6.197] 

 1
_ (s)

11
1.5

wsy wnsS S
y glulamS DS

S

f A l
M u

w
        [6.198] 

 上 2 式の中小さい方が集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメントであるから下式で表現される。 

 _ (s) _ (s) _ (s)min ,y glulam y glulam y glulamD SM M M      [6.199] 

 T2S についても算出方法は同様であるため割愛する。 

尚、パネルシアーの算出に用いる断面積すなわちパネルシアー用断面積 wnsXA は、パネルシアー耐力が体積に比

例することから、座彫り孔の欠損を考慮して算出しなければならない。座彫り孔は、合せ区間とパネルゾーンにお

いて負担モーメントが異なるため、当然高力ボルトの必要本数も異なり、設けられる個数も異なる。合せ区間は S

材の負担するモーメントのみであるのに対して、パネルゾーンは接合部の全負担モーメントであるため、高力ボル
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トの必要本数はパネルゾーンの方が多くなり、座彫り孔の個数も多くなる。このことを踏まえて、本指針では、Fig. 

6. 10 において斜線で示すようなパネルシアー検定用区間を T、D、S 各材について定義して、各区間において座彫

り孔の欠損率を一様化した見かけの断面積として正味断面積を算出することとする。すなわち下式で表現される。 

 22s sX X
wns wX

sX

n d
A b h

l
     

  
     [6.200] 

ここで、 

sXn  ：X(X=T, D, S)のパネルシアー検定区間における座彫り孔の個数  

sXd  ：X(X=T, D, S)のパネルシアー検定区間における座彫り孔の径 [mm]  

sXl  ：X(X=T, D, S)のパネルシアー検定区間における最外ビス列間距離 [mm]  

 

 
 

Fig. 6. 10 各材のパネルシアー検定用区間の定義 
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Fig. 6.10.	 各材のパネルシアー検定用区間の定義
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(5)最大曲げモーメントの計算 

最大耐力のクライテリアは、1)集成材-鋼板間ビス接合部のせん断、2)高力ボルト接合部のせん断、3)鋼板の曲げ、

4)集成材の曲げとしている。 

1)集成材-鋼板間ビス接合部 

集成材-鋼板間ビス接合部の最大曲げモーメントは、いずれかの接合具が終局変位に達した時点の曲げモーメント

とする。X(X=T,D,S)における集成材-鋼板間ビス接合のi番接合具の応力はどの時点においても式[6.141]、式[6.142]、

式[6.143]を用いて表わすことができる。厳密にいえば、ある時点におけるモーメント回転角関係は、これらの応力

を用いて以下の 4 つの力と変形のつり合い条件(上から順に、x 方向応力のつり合い条件、y 方向応力のつり合い条

件、各方向回転角の幾何学的変形のつり合い条件、せん断変形の定義)より、4 つの未知数すなわち回転中心座標 XX ，

XY 、各方向の回転角 xX ， yX を収束計算によって決定し算出しなければならない。 

・つり合い条件 

 
   2 22 21

0
Xn i xX X X

iX
i i x i yX X X X X X

y Y
p

y Y x X



 




  
     [6.201] 

 
   2 22 21

0
Xn i yX X X

iX
i i x i yX X X X X X

x X
p

y Y x X



 


 

  
     [6.202] 

x yX X X        [6.203] 

 
   

2

2 22 21

Xn i yX X X
iX

i i x i yX X X X X X
X

w w

x X
p

y Y x X
G A l



 








  



 

   [6.204] 

しかし、実用上接合部の設計の度に収束計算を行ってモーメント回転角関係を算出するのは、高度な解析を要求

する上非常に煩雑である。定性的には、回転中心座標はよほど偏ったビス配置でない限り集成材-鋼板間ビス接合剛

心位置付近にとどまること、せん断変形は降伏以後、徐々に影響が小さくなり各方向の回転角は近づいた値となる

こと、が傾向として挙げられる。本指針では、回転中心および各方向回転角の比率に関して弾性時のものを代用し

て、簡易的にモーメント回転角関係を増分解析する方法をとって、降伏後の非線形領域における接合部挙動を推定

することとする。このとき、式[6.141]～式[6.143]は以下のように書き換えられる。 

 

   11

i iX X
iX

iX
iX

i iX X X
iX

iX

y y
p

r
p

c x x
p

r



 
 
 

  
  

   

    [6.205] 

ここで、 

iXp   

 

   [6.206] 

0≦ i xX Xr   ＜ i yiX Xr    i xX Xk r  

i yiX Xr   ≦ i xX Xr   ＜ i viX Xr     2i yi i x yiX X X X Xk r k r          

i viX Xr   ≦ i xX Xr   ＜ i uiX Xr     2i yi i vi yiX X X X Xk r k r          

i uiX Xr   ≦ i xX Xr    0  
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i i xX X Xr   ：i 番接合位置における集成材-鋼板間のすべり変位    [6.207] 

     2 221i i i i iX X X X X Xr c x x y y          [6.208] 

y
yiX

iXr
 


    [6.209] 

v
viX

iXr
 


    [6.210] 

u
uiX

iXr
 


    [6.211] 

集成材-鋼板間ビス接合における i 番ビス接合の回転中心まわりのモーメント iXm は次式で算出される。 

 

   
      2 21

1
1

1

i iX X
iX

i i i iX X X X
i i i i iX X X X X X

ii i i i XX X X X X
iX

iX

y y
p

x x r p
m c x x y y

ry y c x x
p

r





 
 

   
                

   

 

    [6.212] 

いま、 

     2 211i i i i iX X X X X Xr c x x y y         [6.213] 

と定義し、式[6.212]に代入すれば i 番ビス接合の回転中心まわりのモーメントは以下のように整理される。 

iXm   

 

   [6.214] 

以上より、X(X=T,D,S)における集成材-鋼板間ビス接合の負担モーメント _ screwXM は下式で表現できる。 

_
1

Xn

screw iX X
i

M m


     [6.215] 

 最大耐力は回転中心から最遠方ビスが終局変位に達した時点として、以下の条件式を得る。 

max _x screwX X   [6.216] 

 ここで、 

 
max _

max
u

screwX
iXr

 


 [6.217] 

  

既述したように、２部材は各々の剛心を回転中心としてそれぞれ異なる回転角を生じてモーメントに抵抗してい

るわけだが、厳密に言えば、弾性時と同様に、柱梁部材の長さや曲げ剛性・接合剛性等に影響を受けるため、接合

部仕様のみでは、２部材の回転角の関係を決定することはできず、接合部のモーメント回転角関係を得ることがで

きない。しかし、弾性時に仮定した「接合部境界位置における鉛直方向変位が一致する」という変形の適合条件は

塑性以後も大きく変動することなく、接合部は挙動するものと考えられる。よって、降伏以降 2 部材の回転角の関

0≦ xX ＜ yiX  2
i xX Xk r  

yiX ≦ xX ＜ viX   2 2
2i yi i x yiX X X X Xk r k r       

viX ≦ xX ＜ uiX   2 2
2i yi i vi yiX X X X Xk r k r       

uiX ≦ xX  0  
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係に関して、弾性時の関係を代用して、モーメント回転角関係を推定することとする。 

例えば、DS 材に関して、D、S 材の回転角について常に式[6.181]の関係が成り立つとするならば、S 材の i 番ビ

ス接合の負担モーメント iSm は D 材の回転角 xD を用いて表わすと以下のように纏めることができる。 

iSm   

 

   [6.218] 

ここで、 

     2 211i i i i iS S S S S Sr c x x y y         [6.219] 

y
yiS

iSr
 


    [6.220] 

v
viS

iSr
 


    [6.221] 

u
uiS

iSr
 


    [6.222] 

     2 221i i i i iS S S S S Sr c x x y y          [6.223] 

1
1

x SDS
DS xD S D

c
c

  
    

  
    [6.224] 

 

Fig. 6. 11 に示すように、S 材のモーメント回転角関係における回転角 xS を1 DS 倍して D 材の回転角 xD に変

換し、D、S 材についての回転角 xD に関するモーメント回転角関係を加算することで DS 材のモーメント回転角関

係が算出される。 

1 1

SD nn

i iDS D S
i i

M m m
 

    [6.225] 

 

 

 
 

Fig. 6. 11 DS のモーメント回転角関係の算出方法

0≦ xDS D  ＜ yiS  2
i xS DS Dk r   

yiS ≦ xDS D  ＜ viS   2 2
2i yi i x yiS S S DS D Sk r k r        

viS ≦ xDS D  ＜ uiS   2 2
2i yi i vi yiS S S S Sk r k r         

uiS ≦ xDS D   0  

 

260

rotation angle [rad]

moment [Nmm]

MD_screw - θxD

MS_screw - θxSMS_screw - θxD

MDS - θxD

θxSρDS

1=

 θDmax_screw
 θSmax_screw θSmax_screwρDS

1

 Mmax_screw

ρDS
1×



 

 

接合部の最大耐力は、D あるいは S 材が終局変位に達したときである。すなわち、２材における終局変位に達し

た時点の回転角を比べて、小さい方が接合部の終局回転角ということになる。それは、下式で表現される。 

   
max _

1,
max max

u u
screw

i iD DS Sr r
 


 

     
 [6.226] 

以上より、DS 材における接合部の最大曲げモーメントは下式で表現される。 

max _ max _( )screw screwDSM M   [6.227] 

T2S についても算出方法は同様であるため割愛する。 

尚、ビス接合部の復元力特性は、Fig. 6. 25 に示すように集成材-鋼板間ビス接合の増分によって得られた

xDS DM  関係あるいは 2 xT S TM  関係に対して、以上に求めた最大耐力に達した時点を終局回転角とするマルチ

リニア型と定義する。 

 

 

2)高力ボルト接合部 

高力ボルト接合部の最大曲げモーメントは、鋼構造接合部設計規準に準じて算出するため、ここでは割愛する。 

尚、Fig. 6. 12 に示すように接合部の復元力特性は、すべり耐力までは剛性無限大、すべり耐力以降は有限の剛性

(算出方法は第６章考察参照)を持ち、最大耐力に達した時点を終局回転角とするバイリニア型と定義する。 

 

 

 

  

 
Fig. 6. 12 高力ボルト接合部の復元力特性 
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rotation angle [rad]

moment [Nmm]

My_HTB

θu_HTB

KPZ2

Mmax_HTB



 

 

(6)終局曲げモーメント uM 及び塑性率  の計算方法 

 基準となる接合部の復元力特性は、柱および梁における集成材-鋼板間ビス接合部の復元力特性(Fig. 6. 25)及びパ

ネルゾーンの高力ボルト接合部(Fig. 6. 12)各々について求めたモーメント回転角関係を用いて、モーメントを基準

に回転角を加算することで算出する。 

求めた復元力特性を完全弾塑性近似して、終局曲げモーメント uM 、塑性率  を算出する。算出方法は本文と同

様でありここでは割愛する。 

 

 

(7)設計用許容耐力に対する低減係数 の算出 

基準曲げモーメントの誘導は、大地震時の安全性を確保することも考慮して、耐力壁の評価方法に準じ(変形角に

よる評価は除く)、降伏曲げモーメント、最大曲げモーメントの 2/3、終局曲げモーメントと塑性率から計算される

値の中の最小値を基準曲げモーメントとして算出する。 

基準曲げモーメントは許容応力度設計において接合部の耐力を終局まで担保するための指標となる。具体的には、

接合部の降伏曲げモーメントに対する基準曲げモーメントの比を、各クライテリアの短期許容耐力に乗じることで

「(8)複合応力下での検討」における接合部の設計を行うこととする。 
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(8)複合応力下での検討 

本接合部は長さが大きいため、耐力要素の各位置におけるモーメントの大きさの違いが無視できない。そのため、

耐力のクライテリアを検討する場合に用いる設計応力を、ビス接合回転ばね入力位置における応力を用いて要素毎

に算出することとする。 

[T2S に関する逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントについて] 

T2S の負担モーメントは、これまでみた逆対称曲げモーメントの他に対称曲げモーメントがある。Fig. 6. 13 に示

すように、両者はその応力伝達機構が異なる。前者の場合、集成材は T、S ともに鋼板に対して回転することによっ

てモーメントを伝達する。一方、後者の場合、S のモーメント伝達方法は前者と同様であるが、T は主に部材自体の

曲げによってモーメントを伝達する。このとき、一般に部材剛性は接合剛性よりも大きくなるために T 材は応力負

担割合が増し曲げに対してよりクリティカルになる。また、鋼板に伝達するモーメントは僅かとなり、その伝達に

よるせん断力に対して負担せん断力の方が大きくなるため、T 材のモーメント分布は接合部境界よりも内側に極大

を持つものとなる。以上を踏まえた力学モデルによって応力・変形解析を行わなければならない。 

 
(a)逆対称曲げモーメント 

 
(b)対称曲げモーメント 

Fig. 6. 13 T2S の曲げモーメントの伝達機構 
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①T 材の逆対称曲げモーメント負担時の力学モデル  

そこで、本指針では、まず T 側の応力伝達に対して、Fig. 6. 14 に示すような力学モデルを構築することする。材

軸平行方向の応力伝達を無視し材軸直交方向のみの応力伝達を仮定しており、ビス接合部によるせん断抵抗を接合

部区間にわたって一様に分布する弾性床として、集成材がそれによって支持されたとするモデルであり、弾性床上

の梁理論を用いて変形・応力解析を行うこととしている。ここで、ビス接合剛心を原点とし、応力状態は原点に対

して対称分布を仮定しており、接合部境界位置においてモーメント _ faceTM およびせん断力 _ faceTQ を負担している。 

 
このとき、集成材の撓み曲線は以下の微分方程式の解により算出される。 

4

4 0T
w T
d y

EI s y
dx

   
 

   [6.228] 

ここで、 

T

T

kn
s

l


    [6.229] 

 ただし、Fig. 6. 14 に示す微小部分のつりあいにおける応力方向を定義すればモーメント及びせん断力は下式で表

わされることに注意する。 

2

2
T

wT
d y

M EI
dx

      [6.230] 

3

3
T

wT
d y

Q EI
dx

      [6.231] 

sは弾性床の弾性係数であり、実際は位置によって本数密度によって異なるが計算簡単のため一様としている。

変形・応力は、上記微分方程式について境界条件から解を導き厳密解を得ることはできるが、以下では簡易化を図

るため近似解として 5 次の多項式を用いて推定する。 

 

 
 

Fig. 6. 14 T の対称曲げモーメントの伝達機構 
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いま、近似解 Ty を未定係数 ia を用いた５次の多項式として以下のようにおく。 

5

0

i
iT

i

y a x


      [6.232] 

 ただし、上記多項式について式[6.228]を満たす厳密解に対する任意の位置における残差 ( )R x は次式となる。 

4

4 ( )T
w T
d y

EI s y R x
dx

   




 
   [6.233) 

以下では原点に対して応力状態が対称であるために 0x  ついて近似解の導出を示す。 

ここで、6 つの未定係数を決定するための、原点および接合部境界における４つの境界条件に加えて解を最適化

するための区間 [0, 2]T 、 [ 2, ]T T  について残差 ( )R x の積分を 0 とする２つの条件を以下に示す。 

_

_

2

0

2

(0) 0

(0) 0

( )

( )

( ) 0

( ) 0

T

T

T

T

T

faceT T T

faceT T T

Q

M M

Q Q

R x dx

R x dx













 



 
 

 

 












 
   [6.234) 

以上６つの条件より、未定係数は下式となる。 

2 5
_

5
3 5 _

630 24

360 6

t t
w faceT T T

facew TT T

EI M
a

QEI

  

  

     
                

42
_

4
43 _

60630
15 1360

tt
w faceTT T

facew TTT

EI M
a

QEI

 
 

    
               

3 0a   
 
 

22
_

2
3 2 _

15 21630

360 30 3

tt
w faceTT T

facew TT T

EI M
a

QEI

 

  

     
              

1 0a   
2

__
0

3 _

630 32 105
8 27360

t t
w faceT face T T

facew TT T

EI MQa
Qs EI

 
 

     
           

 

    [6.235] 

ここで、 

4

630

181 5760 w

T

EI
s






 

    [6.236] 

以上より、近似解 Ty は以下の式で算出される。 

 _
_ _( ) ( ) ( )

faceT
face faceT T T

T

Qy x f x M g x Q
s

        [6.237] 

   
2 4 5

2

( ) 32 105 15 8 21 60 24
630

T

w T T T

λ x x xf x β β β β
EI λ λ λ

                  
       

    [6.238]

     
2 4 5

2

( ) 8 27 30 3 15 1 6
360

T

w T T T

λ x x xg x β β β β
EI λ λ λ

                    
       

     [6.239]
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 更に、式[6.230]、式[6.231]を用いてモーメント、せん断力を表わせば下式を得る。 

 (2) (2)
_ _( ) ( ) ( )w face faceT T TM x EI f x M g x Q        [6.240] 

 (3) (3)
_ _( ) ( ) ( )w face faceT T TQ x EI f x M g x Q         [6.241]

 ここで、 

 

2 3

(2)

(2) 2 3

8 24 161
21 21 21( ) 1

( ) 1 21 1
2 3 3

T T

w
T

T T

x x

f x
EIg x x x

  
 


  

 

                                                         

    [6.242] 

 

2

(3)

(3) 2

16
7( ) 1

( )
1

T T T

w

T T

x x

f x
EIg x x x


  

 
 

                                              

    [6.243]

 

以上では 0x  における変位 Ty 、モーメント TM 、せん断力 TQ について示したが、分布は y 軸に対して対称とな

るため xに対して絶対値を代入すればその位置の各値を算出することができる。 

ただし、設計応力の正方向に関して、以上に示す力学モデルに定義する応力方向と本文における Fig. 6. 6 に示す

設計に用いる応力方向とは x 座標の正負によってモーメントの向きが異なることに注意する。また、 0x  側の設

計応力を用いる場合には、せん断力に関して力学モデルに定義する応力と正方向とする向きは同じであるが、変形・

応力導出に用いた境界条件である _ faceTQ に対して逆向きとなることに注意する。Fig. 6. 15 にその違いを示す。 

 

 

 

 
 

Fig. 6. 15 応力方向の定義 
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 以下に、変位 Ty 、モーメント TM 、せん断力 TQ を導出する際に用いる境界条件 _ faceTM 、 _ faceTQ に関して、設

計応力 dM 、 dQ によって表記しておく。 

0x  側
_

_

face L dT

face L dT

M M
Q Q


 

   [6.244] 

0x  側 
_

_

face R dT

face R dT

M M
Q Q


 

    [6.245]

  

②対称モーメント負担時の T 材と S 材のモーメント負担割合 

接合部において、T と S の負担モーメントはそれぞれの生じる回転角によって決まる。ここにおいても、逆対称

モーメント負担時同様に「接合部境界位置における鉛直方向変位が一致する」という変形の適合条件を仮定する(｢(3)

回転剛性の計算｣参照)。このとき、応力状態は純曲げとする。 

T および S が曲げモーメント _ faceTM および SM を負担しているとき、接合部境界位置 Tx  における各部材の

鉛直方向変位は下式で表現される。 

_( ) ( ) faceT T T Ty f M      [6.246] 

( ) S
S T S

yS

M
y

K
       [6.247]

変形の適合条件より、T 材に対する S 材のモーメント負担率は以下のように整理される。 

_( ) S
faceT T S

yS

M
f M

K
       [6.248] 

⇔ 

 

_

2

( )

2 26 105
630

yS S
T

faceT S

yS T

wS

M K
f

M

K
EI









 

    
    [6.249] 

 

これを 2T Su と定義すれば下式のように纏められる。 

 
2

2 26 105
315

yS T
T S

wS

K
u

EI





         [6.250] 

以上に求めた T 材に対する S 材のモーメント負担率は純曲げ時のものであるが、複合応力下においてもこれを代

用することとする。尚、このとき総モーメントとして用いるのはビス接合部回転ばね入力位置の曲げモーメントと

する。 

 

③逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントの応力 

T2S の接合部が負担する曲げモーメントは、逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントのいずれかに分類でき

る場合は稀であり、大抵の場合それらが組み合わさって作用することとなる。既述したように、本接合は各場合で

応力伝達機構が異なることから、各要素に作用する応力や変形の解析は、それぞれの力学モデルにおいて行う必要

がある。そこで、本指針では、解析結果の応力を、一旦、逆対称曲げモーメント、対称曲げモーメントのそれぞれ

に換算して考えることとする。また、せん断力についても接合部にわたるモーメント分布を決定するため同様に換
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算する。尚、応力の正方向は設計応力に定義した方向とする。 

Fig. 6. 16 に示す応力について、逆対称曲げモーメントにおいてビス接合部回転ばねの両側に作用するモーメント

( )L aM と ( )R aM は、大きさが等しく同方向に作用するから、両側に発生する解析応力 LM と RM の平均となる。 

( ) ( )
+
2

L R
L a R a

M MM M     [6.251] 

また、逆対称曲げモーメントを接合部に発生させるのは一様なせん断力である。すなわち、逆対称曲げモーメン

ト負担時におけるせん断力 ( )L aQ と ( )R aQ は、両側に発生する解析応力 LQと RQの平均となる。 

( ) ( )
+
2

L R
L a R a

Q QQ Q     [6.252] 

対称曲げモーメントにおいてビス接合部回転ばねの両側に作用するモーメント ( )L bM と ( )R bM は、大きさが等しく

逆方向に作用するから、両側に発生する解析応力 LM と RM の差の平均となる。 

( ) ( )
+
2

L R
L b R b

M MM M 
      [6.253] 

また、対称曲げモーメントを接合部に発生させるのは、大きさが等しく逆向きのせん断力である。すなわち、逆

対称曲げモーメント負担時におけるせん断力 ( )L bQ と ( )R bQ は、両側に発生する解析応力 LQと RQの差の平均となる。 

( ) ( )
+
2

L R
L b R b

Q QQ Q 
      [6.254] 

 

 

 

 
 

Fig. 6. 16 逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントの応力 
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④検定 

以上に算出した応力を用いて、それぞれの力学モデルによって各要素の負担応力を算出し、許容耐力に対する検

定比を得る。そして、各場合の検定比を加算することで 1 を超えないことを確認する、という手順をとることとす

る。式で表わせば以下のように書ける。 

( ) ( ) 1a b

a a

p p
p p

      [6.255] 

 ここで、 

( )ap ：逆対称曲げモーメント負担時における算出応力  

( )bp ：対称曲げモーメント負担時における算出応力  

ap ：許容耐力  

 

 

但し、上記した方法によって解析結果の非対称な曲げモーメント分布を一律に逆対称曲げモーメントと対称曲げ

モーメントに換算して扱うのは厳密には正しくない。例えば、対称曲げモーメントが発生するのは、Fig. 6. 15 に示

すように、T 型の接合部を挟んで両側の梁部材が長期荷重を背負うような場合である。言い換えれば、相手側(例で

は柱部材)の軸力によって付き上げを受けるような場合である。このことを踏まえたとき、接合部に対して両側のせ

ん断力が等しくモーメントアームが異なるような場合については、モーメントアームの長い方が曲げモーメントが

大きくなる非対称な分布となるが、相手側部材に軸力は発生せず対称曲げモーメント由来の応力伝達は行われない

ため、逆対称曲げモーメント負担時の力学モデルによって解析するのが正しい。しかし、上記した方法によってし

まうと、この場合に対してもある換算分のモーメントを対称曲げモーメント負担時の力学モデルによって応力解析

してしまうこととなる。こういったことを避けるには、相手側の軸力による付き上げの有無によって応力解析に用

いる力学モデルを判別しなければならないが、接合部毎にこの作業を行うのは煩雑且つ面倒である。定性的には、

対称曲げモーメント負担時の力学モデルについては、集成材-鋼板間の応力に関して、T 材においては集成材の曲げ

変形を考慮しているため負担する応力を小さく算定するが、大抵の場合に降伏が先行する S 材においては逆対称曲

げモーメントと同様の力学モデルであるため集成材-鋼板間ビス接合の負担する応力をほぼ等しく算定すること、集

成材の曲げに関して、対称曲げモーメント負担時の力学モデルの方が応力を大きく算定すること、が傾向として挙

げられる。いずれについても、逆対称曲げモーメントに対して厳しい検討となる。そこで、本指針では単純化のた

めに一律に逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントに換算する方法をとることとする。 
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1)集成材-鋼板間ビス接合部 

 各部材の集成材-鋼板間ビス接合に作用する設計応力に対して、単位ビス接合の負担応力を算出し、設計用許容せ

ん断耐力に達しないことを確認する。以下では、設計応力の算出方法を示す。 

①DS について 

D、S 材の集成材-鋼板間ビス接合における回転中心を ( , )D DX Y 、 ( , )S SX Y とすれば、複合応力下での i 番ビス接

合の負担応力は下式で表現される。 

D： 
 
 
i xD D D

iD
i yD D D

k y Y
p

k x X





 
     

    [6.256] 

S： 
 
 
i xS S S

iS
i yS S S

k y Y
p

k x X





 
     

    [6.257] 

 Fig. 6. 17 に示すように応力・座標を定義する。ビス接合回転ばね入力位置は D の集成材-鋼板間ビス接合剛心に

x 座標は一致し、接合部仕様により D と S の剛心位置の y 座標は一致する。 

ビス接合回転ばね入力位置の応力について、各方向の力のつり合い条件より以下の２式を得る。 

   
1 1

0
SD nn

i x i xD D D S S S
i i

N k y Y k y Y 
 

           [6.258] 

   
1 1

0
SD nn

i y i yD D D S S S
i i

Q k x X k x X 
 

           [6.259] 

⇔  

   i x i xD D D D S S S SN kn y Y kn y Y         [6.260] 

   i y i yD D D D S S S SQ kn x X kn x X          [6.261] 

いま、純曲げ時の応力状態に対して軸力・せん断力によって生じる２部材の移動距離は各部材の集成材-鋼板間ビ

ス接合剛心位置を用いて下式で表現できる。 

D： 
 
 
i xD D D D

i yD D D D

x y Y

y x X





  

   

    [6.262] 

S： 
 
 
i xS S S S

i yS S S S

x y Y

y x X





  

   

    [6.263] 

 柱梁部材において２材は同様に変位すると考えられるから、純曲げ時の応力状態に対して各方向の移動距離が等

しいと仮定できる。このとき、式[6.260]および式[6.261]は以下のように整理できる。 

D SN kn x kn x        [6.264] 

D SQ kn y kn y        [6.265] 
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 ここで、 

D Sx x x       [6.266] 

D Sy y y       [6.267] 

 式[6.264]および式[6.265]における右辺の第１項は D 材の負担応力、第２鋼板は S 材の負担応力を表わす。それ

ぞれ D DN kn x  、 D DQ kn y  、 S SN kn x  、 S SQ kn y  と表現できる。接合部の負担する軸力 N、せん断力Q

を用いれば下式で表現される。 

D： 

D
D

D S

D
D

D S

n
N N

n n
n

Q Q
n n

  


 

    [6.268] 

S： 

S
S

D S

S
S

D S

n
N N

n n
n

Q Q
n n

  


 

    [6.269] 

つまり、軸力・せん断力はビス本数比で各材に割り振られることを意味する。 

 

 

ビス接合回転ばね入力位置すなわち D 材のビス配置図心まわりのモーメントのつり合い条件より、各材のビス接

合応力によるモーメントについて下式を得る。 

 

 
 

Fig. 6. 17 DS の応力・座標の定義 
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ビス接合部回転ばね

Q

M

N

集成材Ｄ

集成材Ｓ
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QD
ND

QS

NS
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y

x
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D： 
 
 1

Dn i xi i D D DD D

i yi i i D D DD D

k y Yx x
M

k x Xy y





   
            
     [6.270] 

S： 
 
 1

Sn i xi i S S SS D
S

i yi i i S S SS D

k y Yx x
M

k x Xy y





   
            
     [6.271] 

⇔   

D： x x y yD D D D DM kI kI       [6.272] 

S：        x x y y i x i i i y i iS S S S S S S S S S D S S S S D SM kI kI kn y Y y y kn x X x x              

     [6.273] 

接合部仕様においてビス配置図心の y 座標は一致するから以下の条件式を得る。 

i iS Dy y     [6.274] 

 また、式[6.273]右辺の最終項は S 材の負担せん断力によるモーメントを示すから以下のように整理される。 

 x x y y i iS S S S S S D SM kI kI Q x x          [6.275] 

 解析結果のビス接合回転ばね入力位置における負担モーメントMは、以上に求めた D、S 材のビス接合応力によ

る和であるから下式を得る。 

     x x y y x x y y i iD D D D S S S S S D SM kI kI kI kI Q x x              [6.276] 

 以上より、上式の右辺について、第１項は D 材の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント、第２項は S 材

の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント、最終項は S 材の負担せん断力によって鋼板に伝達する曲げモー

メントと読み換えられる。実際には、最終項の負担モーメントは鋼板に伝達しているため、集成材-鋼板間ビス接合

の負担する曲げモーメントはこれを除いた分となる。 

設計応力としては、鋼板に伝達した分を含んだ解析応力Mを D、S 材の集成材-鋼板間ビス接合に割り振ることで

安全側の検討としている。尚、負担割合は弾性時の応力負担割合 DSu を用いる。すなわち下式を得る。 

D： _
1

1
screwD

DS

M M
u




    [6.277] 

S： _ 1

1
1

screwS
DS

M M
u 


    [6.278] 

また、式[6.276]はせん断変形増加率 Xc (式[6.162]参照)が回転剛性算出時と不変であることから、最終項の鋼板

に伝達する分のモーメントを除いた形で以下のように整理できる。 

y y y yD D S SM K K       [6.279] 
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ここで、 

yXK ：X(X=D,S)における y 方向回転角に関する回転剛性(式[6.164]参照) [Nmm/rad]  

第１項が D 材の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント _ screwDM 、第２項が S 材の集成材-鋼板間ビス接

合の負担モーメント _ screwSM であるから、各々に生じる各方向の回転角は下式で表現される。 

D： 

  _

_

1
screwD

xD D
yD

screwD
yD

yD

M
c

K
M
K





  






    [6.280] 

S： 

  _

_

1
screwD

xD D
yD

screwD
yD

yD

M
c

K
M
K





  






    [6.281] 

以上から、式[6.256]及び式[6.257]における各部材における複合応力下における i 番ビス接合の負担応力は以下の

ように整理される。 

D： 
   
   
i i x i xD D D D D D

iD
i i y i yD D D D D D

k y y k y Y
p

k x x k x X

 

 

   
        

    [6.282] 

S： 
   
   
i i x i xS S S S S S

iS
i i y i yS S S S S S

k y y k y Y
p

k x x k x X

 

 

   
        

    [6.283] 

⇔   

D： 

  

 

_

_

1
screwD D

i iD D D
yD D

iD
screwD D

i iD D
yD D

M N
k y y c

K n
p

M Q
k x x

K n

       
    
   
       
   

    [6.284] 

S： 

   

 

_

_

1
screwS S

i iS S S
yS S

iS
screwS S

i iS S
yS S

M N
k y y c

K n
p

M Q
k x x

K n

       
    
   
       
   

    [6.285] 

 この応力を用いて、設計用許容せん断耐力を下回ることを確認する。 
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②T2S(a)逆対称曲げモーメント負担時について 

応力及び座標は Fig. 6. 18 に示すように定義する。まず、各材の負担軸力を 0 として、モーメント及びせん断力

を負担した場合を考える。応力状態及び接合部仕様は、ビス接合回転ばね入力位置について点対称である(以下、こ

の点を基準点と称す)。このとき、T 材の剛心位置は、その基準点に一致し回転中心となる。また、S1 及び S２材の

本数・配置は同一であり、負担するせん断力の大きさも等しいことから、生じる回転角も等しい。各材の負担軸力

は 0 であるため、回転中心の y 座標は剛心に一致する。以上を踏まえ、i 番ビス接合の負担応力は下式で表現される。 

T： 
 
 

( )

i i xT T T
a iT

i i yT T T

k y y
p

k x x





 
      

    [6.286] 

S1： 
 
 

1 1
( ) 1

1 1

i i xS S S
a iS

i yS S S

k y y
p

k x X





 
 
   

    [6.287] 

S2： 
 
 

2 2
( ) 2

2 2

i i xS S S
a iS

i yS S S

k y y
p

k x X





 
 
   

    [6.288] 

 力のつり合い条件について、x 方向はつり合い状態にあるので、y 方向を考える。 

       ( ) ( ) 1 1 2 2
1 1 1

0
S ST n nn

L a R a i i y i y i yT T T S S S S S S
i i i

Q Q k x x k x X k x X  
  

                [6.289] 

⇔  

   1 1 2 20 i y i yS S S S S S S Skn x X kn x X         [6.290] 

⇔  

   1 1 2 2i iS S S Sx X x X       [6.291] 

上式は、S1 と S2 の回転中心のずれが等しいことを示す。 

また、接合部仕様より両者は基準点から剛心までの距離が等しいことから以下の条件式を得る。 

   1 2i i i iS T S Tx x x x       [6.292] 

 基準点まわりのモーメントのつり合い条件より、各材のビス接合応力によるモーメントについて下式を得る。 

T： 
 
 

( )

1

Tn i i xT T Ti iT T
a T

i i i i i yT T T T T

k y yx x
M

y y k x x





               
     [6.293] 

S1： 
 
 

1 11
( ) 1

1 1 1 1

Sn i i xS S Si iS T
a S

i i i i i yS T S S S

k y yx x
M

y y k x x





                
     [6.294] 

S2： 
 
 

2 22
( ) 2

1 2 2 2

Sn i i xS S Si iS T
a S

i i i i i yS T S S S

k y yx x
M

y y k x x





                
     [6.295] 
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⇔   

T： ( )a x x y yT T T T TM kI kI       [6.296] 

S1：        ( ) 1 1 1 1 1 1 1a x x y y i y i i i y i iS S S S S s S S S S T s S S S S TM kI kI kn x X x x kn y Y y y              

     [6.297] 

S2：        ( ) 2 2 2 2 2 2 2a x x y y i y i i i y i iS S S S S s S S S S T s S S S S TM kI kI kn x X x x kn y Y y y              

     [6.298] 

 
接合部仕様より各材の集成材-鋼板間ビス接合の剛心の y 座標は一致すること、及び、式[6.291]、式[6.292]を用

いて下式のように整理される。 

T ： ( )a x x y yT T T T TM kI kI       [6.299] 

S1、S2 ：    ( ) ( ) ( )1 2 2 2 2a a a x x y y i y i iS S S S S S S s S S S S TM M M kI kI kn x X x x              [6.300] 

最終項は S 材についての負担せん断力によるモーメントを示す。S2( 0x  )のせん断力を ( )a SQ とすれば以下のよ

うに整理される。 

 ( ) ( ) ( ) ( )1 2 2a a a x x y y a i iS S S S S S S S S TM M M kI kI Q x x            [6.301] 

 

 
 

Fig. 6. 18 T2S(a)逆対称曲げモーメント負担時の応力・座標の定義 
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 ここで、 

 ( ) 2 2a i yS s S S SQ kn x X       [6.302] 

解析結果のビス接合回転ばね入力位置における負担モーメント L RM M は、以上に求めた T、S1、S2 材のビス

接合による応力の和であるから下式を得る。 

     ( ) 22 2L R x x y y x x y y a i iT T T T S S S S S S TM M kI kI kI kI Q x x               [6.303] 

 以上より、上式の右辺において、第１項は T 材の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント、第２項は S 材

2 枚分の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント、最終項は S 材 2 枚分の負担せん断力による鋼板に伝達し

た曲げモーメントと読み換えられる。実際には、最終項の負担モーメントは鋼板に伝達しているため、集成材-鋼板

間ビス接合の負担する曲げモーメントはこれを除いた分となる。 

設計応力としては、鋼板に伝達した分を含んだ解析応力 L RM M を T、S 材の集成材-鋼板間ビス接合に割り振る

ことで安全側の検討としている。尚、負担割合は弾性時の応力負担割合 2T Su を用いる。すなわち下式を得る。 

T ：  ( ) _

2

1
1

a screw L RT
T S

M M M
u

 


    [6.304] 

S1、S2 ：  ( ) _ ( ) _ ( ) _1 2 1
2

1 1
2 1

a screw a screw a screw L RS S S
T S

M M M M M
u     


    [6.305] 

式[6.303]はせん断変形増加率 Xc が回転剛性算出時と不変であることから、最終項の鋼板に伝達する分のモーメ

ントを除いた形で以下のように整理できる。 

2L R y y y yT T S SM M K K        [6.306] 

ここで、 

yXK ：X(X=T,S)における y 方向回転角に関する回転剛性(解説｢(3)回転剛性の計算｣参照) [Nmm/rad] 

第１項が T 材の集成材-鋼板間ビス接合における負担モーメント ( ) _a screwTM 、第２項が S1 及び S2 の集成材-鋼板

間ビス接合の負担モーメント ( ) _a screwSM であるから、各々に生じる各方向の回転角は下式で表現される。 

T： 

  ( ) _

( ) _

1
a screwT

xT T
yT

a screwT
yT

yT

M
c

K
M
K





  






    [6.307] 

S1、S2： 

  ( ) _

( ) _

1
a screwS

xS S
yS

a screwS
yS

yS

M
c

K
M
K





  






    [6.308] 

2 材のせん断力の負担割合については、モーメントアームが等しい場合にモーメントの負担割合とほぼ一致する

と考えられるため、曲げモーメントと同様に応力負担割合 2T Su を用いて割り振ることとする。但し、T 材について

は、せん断力が全て集積した回転中心位置のモーメントを用いて応力を割り振っているため、せん断力による加算
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はない。T、S 材( 0x  )の負担せん断力は下式で算出される。 

( )

2

1
1 2

L R
a T

T S

Q QQ
u


 


    [6.309] 

( ) 1
2

1
21

L R
a S

T S

Q QQ
u 


 


    [6.310] 

以上から、式[6.256]及び式[6.257]における各部材における複合応力下における i 番ビス接合の負担応力は以下の

ように整理される。 

T： 
 
 
i i xT T T

iT
i i yT T T

k y y
p

k x x





 
      

    [6.311] 

S1： 
   
   

1 1 1 1

1

1 1 1 1

i i x i xS S S S S S
iS

i i y i yS S S S S S

k y y k y Y
p

k x x k x X

 

 

   
        

    [6.312] 

S2： 
   
   

2 2 2 2

2

2 2 2 2

i i x i xS S S S S S
iS

i i y i yS S S S S S

k y y k y Y
p

k x x k x X

 

 

   
        

    [6.313] 

⇔   

T： 

  

 

( ) _

( ) _

1
a screwT

i iT T T
yT

iT
a screwT

i iT T
yT

M
k y y c

K
p

M
k x x

K

   
 
 
   
 

    [6.314] 

S1： 

  

 

( ) _
1 1

1
( ) _ 1

1 1 2

1 0
1 1

21

a screwS
i iS S S

yT
i L RS

a screwS
i iS S S T S

yS

M
k y y c

K
p Q Q

M
k x x n u

K


     
              

 

    [6.315] 

S1： 

  

 

( ) _
2 2

2
( ) _ 1

2 2 2

1 0
1 1

21

a screwS
i iS S S

yT
i L RS

a screwS
i iS S S T S

yS

M
k y y c

K
p Q Q

M
k x x n u

K


     
               

 

    [6.316] 

Fig. 6. 18 に示すように、軸力に関しては、S1 及び S2 は、その負担軸力が集成材-鋼板間ビス接合のせん断応力

によってつり合うこととなる。T 材は、接合部を挟んだ両側の負担軸力の差分が集成材-鋼板間ビス接合のせん断力

によってつり合うこととなる。接合部を挟んだ両側において、T と S1、あるいは、T と S2 の２材の軸力の負担割

合については、柱梁部材の中間ではほぼ等しいものと考えられるが、接合部及びその近傍では部材の勝ち負けやビ

ス本数の多少によって、T 材の負担割合が大きくなるものと考えられる。つまり、S1 及び S2 の負担割合は T 材よ

りも小さく全軸力の半分を超えることはない。これより、S 材の軸力による集成材-鋼板間ビス接合のせん断応力に
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ついて、想定最大応力として全軸力の 50%を各材における接合具が一様に負担するものとして検討することとする。

また、T 材については、全軸力の差分を S1、S2 を含めた全接合具が一様に負担するものとして検討することとする。

以上より、設計応力として下式を得る。 

T： 

  

 

( ) _

( ) _

1
2

0

a screwT
i i R LT T T

yT
i T ST

a screwT
i iT T

yT

M
k y y c N N

K
n np

M
k x x

K

                   
 

    [6.317] 

S1： 

  

 

( ) _
1 1

1
( ) _

1 1 1
2

0.51

1 1
21

a screw LS
i iS S S

y ST
iS

a screw L RS
i iS S

y S T SS

M Nk y y c
nK

p
M Q Q

k x x
n uK 

       
    
   

         

    [6.318] 

S1： 

  

 

( ) _
2 2

2
( ) _

2 2 1
2

0.51

1 1
21

a screw RS
i iS S S

y ST
iS

a screw L RS
i iS S

y S T SS

M Nk y y c
nK

p
M Q Q

k x x
n uK 

       
    
   

          

    [6.319] 

 以上の応力を用いて、設計用許容せん断耐力を下回ることを確認する。 
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③T2S(b)対称曲げモーメント負担時について 

以下では、集成材-鋼板間ビス接合について、軸力によるせん断応力分は逆対称曲げモーメント負担時において検

討しているため、モーメント及びせん断力によるせん断応力分のみ考える。 

Fig. 6. 19 に示すような応力状態と座標を定義する。[T2S に関する逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメント

について]において、対称曲げモーメント負担時の力学モデルの座標はT材のビス接合剛心を原点と定義していたが、

逆対称曲げモーメントに統一するため、 iTx x x  として以下では表記することとする。 

まず、 iTx x について考える。前項の式[6.301]において既に見たように、S2 の集成材-鋼板間ビス接合による応

力によって回転ばね入力位置に発生する曲げモーメント ( ) 2b SM は、ビス接合剛心まわりのモーメント ( ) _2b screwSM

と剛心位置に作用するせん断力 ( ) 2b SQ によって下式で表現される。 

 ( ) ( ) _ ( )2 2 2 2b b screw b i iS S S S TM M Q x x        [6.320] 

また、T 材の集成材-鋼板間ビス接合による応力と集成材自体の曲げによって回転ばね位置に発生する曲げモーメ

ント ( )R b TM は接合部境界位置の曲げモーメント _ faceTM 及びせん断力 _ faceTQ を用いて下式で表現される。 

( ) ( ) _ _ _R b R b screw face faceT T T T TM M M Q         [6.321] 

解析結果のビス接合回転ばね入力位置における負担モーメント ( ) 2L RM M  は、以上に求めた T、S2 材のビス

接合と集成材の曲げによる応力の和であるから下式を得る。 

 ( ) _ ( ) _ ( )2 2 22
L R

R b screw b screw b i iT S S S T
M M M M Q x x 

         [6.322] 

上式の最終項は、S2 材の負担せん断力による鋼板に伝達した曲げモーメントである。 

設計応力としては、鋼板の伝達応力分を含んだ解析応力 ( ) 2L RM M  を、純曲げ時の応力負担割合 2T Su を用い

て割り振ることで安全側の検討としている。すなわち下式のように表現される。 

T： ( ) _

2

1
1 2

L R
R b screwT

T S

M MM
u

 



    [6.323] 

S2： ( ) _2 1
2

1
21

L R
b screwS

T S

M MM
u 

 



    [6.324] 

iTx x についても同様である。但し、定義する応力方向により正負が逆転することに注意して、下式のように表

現される。 

T： ( ) _

2

1
1 2

L R
L b screwT

T S

M MM
u

 
 


    [6.325] 

S1： ( ) _1 1
2

1
21

L R
b screwS

T S

M MM
u 

 
 


    [6.326] 

せん断力の負担割合については、その応力によって全ての材が同様に変位すると考えて、ビス本数比によって各

材に割り振られるものとすれば、下式で表現される。このとき、定義する応力方向に注意する。 
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T： 

( )

( )

2 2

2 2

L RT
L b T

T S

L RT
R b T

T S

n Q QQ
n n
n Q QQ

n n

     
  

  

    [6.327] 

S1： ( ) 1 2 2
L RT

b S
T S

n Q QQ
n n

 
  


    [6.328] 

S2： ( ) 2 2 2
L RT

b S
T S

n Q QQ
n n

 
 


    [6.329] 

以上に求めた各材の負担応力を用いて集成材-鋼板間ビス接合における i 番ビス接合の負担応力を算出する。 

 
まず、 iTx x について考える。式[6.321]に対して、式[6.323]、式[6.327]を代入して、T 材の接合部境界位置で

の負担モーメント _ faceTM が算出される。このとき、接合部境界位置のせん断力 _ faceTQ はビス接合回転ばね入力位

置のせん断力 _R faceTQ と変わらないものとする。すなわち、下式を得る。 

_ ( ) _
2 2

L RT
face R b screwT T T

T S

n Q QM M
n n

 
  


    [6.330] 

_
2 2

L RT
faceT

T S

n Q QQ
n n

 



    [6.331] 

 

 
 

Fig. 6. 19 T2S(b)対称曲げモーメント負担時の応力・座標の定義 
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次に、 iTx x についても同様にして下式を得る。 

_ ( ) _
2 2

L RT
face L b screwT T T

T S

n Q QM M
n n

 
  


    [6.332] 

_
2 2

L RT
faceT

T S

n Q QQ
n n

 
 


    [6.333] 

これら 4 式を式[6.237]に代入すれば、T 材における各位置での鋼板に対する集成材の相対鉛直方向変位が、以下

のように算出される。但し、 iTx x では R Ty 、 iTx x では L Ty と表記する。尚、代入に際し、応力方向について式

[6.244]及び式[6.245]の関係があることに注意する。 

 

iTx x ： ( ) _
2 2

( ) ( )
2 2

L RT

L RT S T
R b faceT T

T T S

n Q Q
n n n Q Qy f x M g x

s n n

 
   

      
 

 

   [6.334] 

 

iTx x ： ( ) _
2 2

( ) ( )
2 2

L RT

L RT S T
L b faceT T

T T S

n Q Q
n n n Q Qy f x M g x

s n n

 
   

       
 

 

   [6.335] 

ここで、  

   
2 4 52

( ) 32 105 15 8 21 60 24
630

i i iT T T T

w T T T

x x x x x x
f x

EI


   
  

          
  

    [6.336] 

     
2 4 52

( ) 8 27 30 3 15 1 6
360

i i iT T T T

w T T T

x x x x x x
g x

EI


   
  

            
  

    [6.337] 

T 材における集成材-鋼板間のビス接合応力は、この鉛直方向の相対変位によって生じるものと仮定して負担応力

を算出する。このとき、弾性床弾性係数は 2T Ts kn  で表現されることに注意すれば、下式で表現される。 

iTx x ： ( )

( ) _

0

( ) ( )
2 2 2

b iR T L R L RT
i b face iT T T

T S T S

p nQ Q Q Qk f x M g x
n n n n

 
 

                

    [6.338] 

iTx x ： ( )
( ) _

0

( ) ( )
2 2 2

b i L R L RR T T
i b face iT T T

T S T S

p nQ Q Q Qk f x M g x
n n n n

 
 

                

    [6.339] 

但し、本来であれば断面方向にも相対変位は存在するはずでありその分の応力負担しているはずであるが、対称

モーメントの仮定力学モデルにおける抵抗機構を材軸直交方向に限った性質上、ここでは鉛直方向すなわち材軸直

交方向のみを加えることとする。 

続いて、S1 及び S2 の負担応力を誘導する。各材における i 番ビス接合の応力は下式で表現される。 
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S1： 
 
 

1 1 1
( ) 1

1 1 1

i i xS S S
b iS

i yS S S

k y y
p

k x X





 
 
   

    [6.340] 

S2： 
 
 

2 2 2
( ) 2

2 2 2

i i xS S S
b iS

i yS S S

k y y
p

k x X





 
 
   

    [6.341] 

但し、負担軸力は 0 であるため、回転中心の y 座標は剛心位置である。力のつり合い条件より回転中心の x 座標 1SX 、

2SX を決定する。各材の負担せん断力は式[6.328]、式[6.329]によって表わされるから、以下のように整理される。 

S1：  1 1 1
1

2
0

2 2

SnL RS
i yS S S

iT S

n Q Q k x X
n n




 
   

      [6.342] 

S2：  2 2 2
1

2
0

2 2

SnL RS
iS S S

iT S

n Q Q k x X
n n




 
   

      [6.343] 

⇔   

S1：  1 1 1 2
L R

i yS S S
T S

Q Qk x X
n n

  
   


    [6.344] 

S2：  2 2 2 2
L R

i yS S S
T S

Q Qk x X
n n

  
   


    [6.345] 

次に、各材の剛心まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

S1： 
 
 

1 1 11 1
( ) _1

1 1 1 1 1 1

0
Sn i i xi i S S SS S

b screwS
i i i i yS S S S S

k y yx x
M

y y k x X





   
            

     [6.346] 

S2： 
 
 

2 2 22 2
( ) _2

1 2 2 2 2 2

0
Sn i i xi i S S SS S

b screwS
i i i i yS S S S S

k y yx x
M

y y k x X





   
            

     [6.347] 

⇔   

S1： ( ) _1 1 1b screw x x y yS S S S SM kI kI       [6.348] 

S2： ( ) _2 2 2b screw x x y yS S S S SM kI kI       [6.349] 

上式は、せん断剛性率が Sc が回転剛性算出時と不変であることから以下のように整理できる。 

S1： ( ) _1 1b screw y yS S SM K      [6.350] 

S2： ( ) _2 2b screw y yS S SM K      [6.351] 

ここで、 

yXK ：S における y 方向回転角に関する回転剛性(解説｢(3)回転剛性の計算｣参照) [Nmm/rad] 
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以上より、S1、S２の集成材-鋼板間ビス接合における i 番ビス接合の負担応力は下式で表現される。 

S1： 
 
   

1 1 1
( ) 1

1 1 11 1 1

0i i xS S S
b iS

i yS S Si i yS S S

k y y
p

k x Xk x x





                
    [6.352] 

S2： 
 
   

2 2 2
( ) 2

2 2 22 2 2

0i i xS S S
b iS

i yS S Si i yS S S

k y y
p

k x Xk x x





                
    [6.353] 

⇔   

S1： 
   

 

( ) _1
1 1

( ) 1
( ) _1

1 1

01

2

b screwS
i iS S S

yS
b i R LS

b screwS
i iS S T S

yS

M
k y y c

Kp Q Q
M

k x x n n
K

      
              

 

    [6.354] 

S2： 
   

 

( ) _2
2 2

( ) 2
( ) _2

2 2

01

2

b screwS
i iS S S

yS
b i R LS

b screwS
i iS S T S

yS

M
k y y c

Kp Q Q
M

k x x n n
K

      
              

 

    [6.355] 

以上の応力を用いて、設計用許容せん断耐力を下回ることを確認する。 
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2)鋼板-鋼板間高力ボルト接合部 

本指針では、集成材-集成材間のめり込みによる応力伝達を無視している。つまり、柱梁部材を伝達する応力は、

一旦 T あるいは D 材の取りついた鋼板が全て負担し、パネルゾーンの鋼板-鋼板間高力ボルト接合を介して相手側に

伝達することとなる。このことから柱梁部材の交差点における全応力を設計応力とする。設計応力に対して、単位

高力ボルト接合が負担する応力を算出しすべり耐力に達しないことを確認する。負担応力の算出方法は「鋼構造接

合部設計指針」に準ずることとし、ここでは割愛する。以下では、設計応力の算出方法を示す。 

①DS について 

柱梁部材の交差点は回転ばね入力位置から D だけ離れた位置にある。負担するせん断力によって回転ばね入力位

置に対して曲げモーメントは増大するから、この位置の負担曲げモーメント _ nodeM は下式で表現される。 

_ node DM M Q λ       [6.356] 

これを設計用曲げモーメントとする。また、設計用引張力及びせん断力は、回転ばね入力位置のものと同じ Nお

よびQであるとする。 

 

②T2S について 

ここでは、逆対称曲げモーメントと対称曲げモーメントの区別なく検討する。柱梁部材の交差点は回転ばね入力

位置と同じ位置にある。回転ばねに対して両側から作用する曲げモーメント LM及び RM は同方向に作用して鋼板-

鋼板間を回転させるモーメント _ nodeM となるから、それは下式で表現される。 

_ node L RM M M      [6.357] 

これを設計用曲げモーメントとする。また、回転ばねに対して両側から逆方向に作用する軸力 LNと RN及びせん

断力 LQと RQの間に差があることによって鋼板-鋼板間をずれさせる引張力 nF 、せん断力 qF となるから、それらは

下式で表現される。 

n L RF N N      [6.358] 

n L RF Q Q      [6.359] 

これを設計用引張力及びせん断力とする。 
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3)添板鋼板、4)集成材 

曲げ応力度、軸応力度、せん断応力度それぞれについて最大応力度を算出し設計用許容耐力を超えないことを確

認する。尚、主応力方向が等しい曲げ応力度と軸応力度は複合して、異なるせん断応力度は単独で検討する。以下

では、各最大応力度の算出を示す。 

①DS について 

a)曲げ応力度 

まず、集成材について示す。本文の Fig. 6. 7 に示すように、D、S 集成材ともに接合部境界を境にビス接合による

鋼板へのモーメント伝達が始まり、木口に向かうにつれ減少し端部で 0 となる。すなわち、各材の負担モーメント

は接合部境界位置で最大となる。接合部仕様から D 集成材の負担曲げモーメントが大きくなるため、D 集成材の接

合部境界位置の最大曲げモーメントに対して検討を行うこととする。接合部境界位置における曲げモーメントは

_ faceDM 、既にみた剛心位置における負担曲げモーメント _ screwDM (式[6.277]参照)及びせん断力 DQ (式[6.268]参

照)を用いて、D 集成材-鋼板間ビス接合剛心位置から D だけずれていることから、下式で表現される。 

_ _face screwD D D DM M Q        [6.360] 

これより、D 集成材の設計用曲げ応力度 _b glulam は下式で表現される。 

_
_

faceD
b glulam

wn

M
Z

      [6.361] 

ここで、 wnZ は集成材 1 枚の座彫り孔の欠損を考慮した正味断面係数を示すが、接合部境界最近傍の座彫り孔欠

損部の断面位置のものとする。 

 次に、添板鋼板について示す。本文の Fig. 6. 7 に示すように、PLD の負担曲げモーメントは、合せ区間では D、S

からの応力伝達によって増大するが、パネルゾーンでは高力ボルト接合を介して相手側鋼板に応力伝達するため減

少する。このことから、鋼板の負担曲げモーメントが最大となるのは合せ区間とパネルゾーンの境界となる。この

位置において、S は木口面が位置しその負担モーメントは 0 であるため、外力による曲げモーメントを負担してい

るのは D と PLD である。つまり、S 木口面位置において、外力による曲げモーメントから D の負担モーメントを差

し引いた分が、鋼板の負担する最大曲げモーメントとなる。S 木口面位置における外力による曲げモーメント

_ 2faceM は、回転ばね入力位置の負担曲げモーメントM 及びせん断力Qを用いて、入力位置から D Sl  だけずれ

ていることから、下式から表現される。 

 _ 2face D SM M Q l        [6.362] 

 但し、 Sl は S の接合部長さを示すため厳密にいえば接合部境界から木口面までの距離には足りない。しかし、ほ

ぼ同程度であることから、ここでは単純化のため代用することとする。一方、S 木口面における D 集成材の負担曲

げモーメント _ 2faceDM は、接合部境界位置と木口面位置を直線すれば下式で算出できる。 

_ 2 _
D S

face faceD D
D

l l
M M

l


     [6.363] 

 D に対する S の接合部長さ率 DS S Dv l l を用いて整理すれば下式で表現される。 

 _ 2 _1face faceD DS DM v M      [6.364] 

 以上より、鋼板の最大曲げモーメント PLDM は下式で表現できる。 
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_ 2 _ 2face facePLD DM M M    

⇔  

 _ 2 _1face facePLD DS DM M v M       [6.365] 

 これより、鋼板の設計用曲げ応力度 _b steel は下式で表現される。尚、算出に用いる鋼板の断面係数は、全断面有

効とした sZ を用いる。 

_
PLD

b steel
s

M
Z

      [6.366] 

  

b)せん断応力度 

 まず、集成材について示す。曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーについて検討する。D、S 集成材

に生じるパネルシアーは、集成材-鋼板間ビス接合の負担モーメントのうち y 方向応力によるモーメントの伝達によ

って生じる。すなわち、D、S 各材に生じる最大せん断応力度 _s glulamD 及び _s glulamS は下式で表現される。基本

的な考え方や算出方法は、純曲げ時と同様であり｢(4)降伏曲げモーメントの計算 4)集成材のパネルシアー｣において

詳述しているため、ここでは式[6.192]及び式[6.193]を用いて結果のみ示す。 

_ _
1.5 D

s glulam screwD D
wnsD D

w M
A l

      [6.367] 

_ _
1.5 S

S glulam screwS S
wnsS S

w
M

A l
      [6.368] 

 ここで、 

Xw ：X(X=D,S)の集成材-鋼板間ビス接合の全負担モーメントに対する y 方向応力によるモーメント比 

Xl ：X(X=D,S)の接合部長さ [mm] 

wnsXA ：X(X=D,S)のパネルシアー検定用の集成材 1 枚の正味断面積(式[6.200]参照) [mm2] 

この両者の中、大きい方を集成材の設計用せん断応力度 _s glulam とする。 

 次に、添板鋼板について示す。集成材同様曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーについて、曲げモ

ーメント負担の大きい PLD に対して検討する。既にみたように、鋼板に生じる曲げモーメントは、S 木口面位置に

おいて最大をとり、両端部においては 0 となる分布を描く。Fig. 6. 20 に示すように、この間を直線補間したモーメ

ント分布を定義して、このモーメント分布に一致するようなせん断力分布を仮定する。合せ区間及びパネルゾーン

におけるせん断力を 1DSQ 及び 2DSQ とおけば下式で表現される。 

1
PLD

DS
S

MQ
l

     [6.369] 

2
PLD

DS
D S

MQ
l l




    [6.370] 

 この両者のうち、大きい方を設計応力として、それは区間の長さの短い方である。すなわち、鋼板の設計用せん

断応力度 _s steel は下式で表現される。尚、鋼板の断面積は全断面有効とした断面積 sA を用いる。 

_
1.5

min[ , ]
PLD

s steel
sS D S

M
l l l A

 
 

    [6.371] 
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 本文では、D に対する S の接合部長さ率 DS S Dv l l を用いて整理している。 

 
c)軸応力度 

 集成材、鋼板ともに安全側として 1 枚が全軸力を負担したものとして算出することとする。すなわち、集成材及

び鋼板の設計用軸方向応力度 _n glulam 及び _n steel は下式で算出される。尚、算出に用いる断面積に関し、集成材は

曲げ応力が最大となる境界最近傍の座彫り孔欠損部の断面位置の断面積 wnA 、鋼板は全断面有効とした断面積 sA と

する。 

_n glulam
wn

N
A

      [6.372] 

_n steel
s

N
A

      [6.373] 

 

 

  

 

 
 

Fig. 6. 20 DS の鋼板負担せん断力 
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②T2S(a)逆対称曲げモーメント負担時について 

 接合部仕様及び応力状態の対称性より、接合部を挟んで両側の応力分布は一致するため、S1 側と S2 側で区別な

く扱うこととする。 

a)曲げ応力度 

まず、集成材について示す。基本的に DS と同様の考えに基づく。本文の Fig. 6. 7 に示すように、T、S１、S２集

成材ともに接合部境界を境にビス接合による鋼板へのモーメント伝達が始まり、木口に向かうにつれ減少し端部で

0 となる。すなわち、各材の負担モーメントは接合部境界位置で最大となる。接合部仕様から T 集成材の負担曲げ

モーメントが大きくなるため、T 集成材の接合部境界位置の最大曲げモーメントに対して検討を行うこととする。

尚、接合部境界位置における曲げモーメント ( ) _a faceTM は、既にみた剛心位置における負担曲げモーメント

( ) _a screwTM  (式[6.304]参照)及びせん断力 ( )a TQ (式[6.309]参照)を用いて、T 集成材-鋼板間ビス接合剛心位置から

T だけずれている分せん断力 ( )a TQ によってモーメントが減少することと ( ) _a screwTM が両側の部材に等しく同方

向の逆対称曲げモーメントとして割り振られることから、下式で表現される。 

( ) _
( ) _ ( )

2
a screwT

a face aT T T
M

M Q        [6.374] 

これより、T 集成材の設計用曲げ応力度 ( )a b _ glulamσ は下式で表現される。 

( ) _
( ) _

a faceT
a b glulam

wn

M
Z

      [6.375] 

ここで、 wnZ は集成材 1 枚の座彫り孔の欠損を考慮した正味断面係数を示すが、接合部境界最近傍の座彫り孔欠

損部の断面位置のものとする。 

 次に、添板鋼板について示す。本文の Fig. 6. 7 に示すように、PLT の負担曲げモーメントは、合せ区間では T、

S1、S2 からの応力伝達によって増大するが、パネルゾーンでは高力ボルト接合を介して相手側鋼板に応力伝達する

ため減少する。このことから、鋼板の負担曲げモーメントが最大となるのは合せ区間とパネルゾーンの境界となる。

この位置において、S1、S2 は木口面が位置しその負担モーメントは 0 であるため、外力による曲げモーメントを負

担しているのは T と PLT である。つまり、S1、S2 木口面位置において、外力による曲げモーメントから T の負担

モーメントを差し引いた分が、鋼板の負担する最大曲げモーメントとなる。S1、S2 木口面位置における外力による

曲げモーメント ( ) _ 2a faceM は、回転ばね入力位置の曲げモーメント L RM M 及びせん断力 ( ) 2L RQ Q を用いて、

入力位置から T Sl  だけずれている分せん断力 ( ) 2L RQ Q によってモーメントが減少することと L RM M が両

側の部材に等しく同方向の逆対称曲げモーメントとして割り振られることから、下式で表現される。 

 ( ) _ 2
2 2

L R L R
a face T S

M M Q QM l 
        [6.376] 

 但し、 Sl は S1、S2 の接合部長さを示すため厳密にいえば接合部境界から木口面までの距離には足りない。しか

し、ほぼ同程度であることから、ここでは単純化のため代用することとする。一方、S1、S2 木口面における T 集成

材の負担曲げモーメントは、接合部境界位置と木口面位置を直線すれば下式で算出できる。 

( ) _ 2 ( ) _
2

2
T S

a face a faceT T
T

l l
M M

l


      [6.377] 

 T に対する S1、S2 の接合部長さ率 2 2T S S Tv l l を用いて整理すれば下式で表現される。 

 ( ) _ 2 ( ) _21a face a faceT T S TM v M       [6.378] 
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 以上より、鋼板の最大曲げモーメント ( )a PLTM は下式で表現できる。 

( ) ( ) _ 2 ( ) _ 2a a face a facePLT TM M M    

⇔  

 ( ) _ 2 ( ) _21a face a facePLT T S TM M v M        [6.379] 

 これより、鋼板の設計用曲げ応力度 ( ) _a b steel は下式で表現される。尚、算出に用いる鋼板の断面係数は、全断面

有効とした断面係数 sZ を用いる。 

( )
( ) _

a PLT
a b steel

s

M
Z

      [6.380] 

  

b)せん断応力度 

 まず、集成材について示す。曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーについて検討する。T、S1、S2

集成材に生じるパネルシアーは、集成材-鋼板間ビス接合の負担モーメントのうち y 方向応力によるモーメントの伝

達によって生じる。すなわち、T、S1、S2 各材に生じる最大せん断応力度 ( ) _a s glulamT 及び ( ) _a s glulamS は下式で表

現される。基本的な考え方や算出方法は、純曲げ時と同様であり｢(4)降伏曲げモーメントの計算 4)集成材のパネル

シアー｣において詳述しているため、ここでは式[6.192]及び式[6.193]における諸変数を DS から T2S のものに変更

した結果のみ示す。 

( ) _ ( ) _
1.5 T

a s glulam a screwT T
wnsT T

w M
A l

      [6.381] 

( ) _ ( ) _
1.5 S

a s glulam a screwS S
wnsS S

w
M

A l
      [6.382] 

 ここで、 

Xw ：X(X=T,S)の集成材-鋼板間ビス接合の全負担モーメントに対する y 方向応力によるモーメント比 

Xl ：X(X=T,S)の接合部長さ [mm] 

wnsXA ：X(X=T,S)のパネルシアー検定用の集成材 1 枚の正味断面積(式[6.200]参照) [mm2] 

この両者の中、大きい方を集成材の設計用せん断応力度 ( ) _a s glulam とする。 

 次に、添板鋼板について示す。集成材同様曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーについて、曲げモ

ーメント負担の大きい PLT に対して検討する。既にみたように、鋼板に生じる曲げモーメントは、S1、S2 木口面

位置において最大をとり、T の集成材-鋼板間ビス接合剛心位置及び両端部においては 0 となる分布を描く。Fig. 6. 21

に示すように、この間を直線補間したモーメント分布を定義して、このモーメント分布に一致するようなせん断力

分布を仮定する。合せ区間及びパネルゾーンにおけるせん断力を 1 2 ( )T S aQ 及び 2 2 ( )T S aQ とおけば下式で表現される。 

( )
1 2 ( )

a PLT
T S a

S

MQ
l

     [6.383] 

( )
2 2 ( ) 2

a PLT
T S a

T S

MQ
l l




    [6.384] 

 この両者のうち、大きい方を設計応力として、それは区間の長さの短い方である。すなわち、鋼板の設計用せん

断応力度 ( ) _a s steel は下式で表現される。尚、鋼板の断面積は全断面有効とした断面積 sA を用いる。 
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( )
( ) _

1.5
min[ , 2 ]

a PLT
a s steel

sS T S

M
l l l A

 
 

    [6.385] 

 本文では、T に対する S の接合部長さ率 2 2T S S Tv l l を用いて整理している。 

 
 

c)軸応力度 

 集成材、鋼板ともに安全側として 1 枚が全軸力を負担したものとして算出することとする。軸力は接合部を挟ん

で両側に発生するが、そのうち大きい方を用いて集成材及び鋼板の設計用軸方向応力度 ( ) _a n glulam 及び ( ) _a n steel を

算出する。すなわち下式となる。尚、算出に用いる断面積に関し、集成材は曲げ応力が最大となる境界最近傍の座

彫り孔欠損部の断面位置の断面積 wnA 、鋼板は全断面有効とした断面積 sA とする。 

 
( ) _

max ,L R
a n glulam

wn

N N
A

      [6.386] 

 
( ) _

max ,L R
a n steel

s

N N
A

      [6.387] 

 

  

 

 
 

Fig. 6. 21 T2S(a)逆対称曲げモーメント負担時の鋼板負担せん断力 
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③T2S(b)対称曲げモーメント負担時について 

 接合部仕様及び応力状態の対称性より、接合部を挟んで両側の応力について、分布は y 軸対称で大きさは左右で

同じため、S2 側すなわち iTx x について考える。 

a)曲げ応力度 

まず、集成材について示す。負担モーメントの大きい T 集成材について検討する。このとき、式[6.240]によって

求められる対称曲げモーメント分布の最大値を設計応力とする。式[6.240]は位置 xの 3 次関数によって下式のよう

に表現される。このとき逆対称曲げモーメントの座標と統一するため iTx x x  としていることに注意する。 

3

_ _

2

_ _

_ _

1 16
3 7

24 1
21 2( )

0

8 1 11 1
21 2 3 1

t iT
face faceT T T T

iTface faceT T T

TT

iT

T
face faceT T T

x x
M Q

x xM Q
M x

x x

M Q

  

 



  

                 
                   
  

   
    
                 













 
 
 
 



    [6.388] 

上式を 1 回微分して整理すれば下式を得る。 

 1
_ _

( ) 16 1
7

i iT T T
face faceT T T

T T

dM x x x x x
M Q

dx
  

 
                  

    [6.389] 

ここで、 

_

_

16 1
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
  

 
    [6.390] 

接合部負方向境界 0iTx x  及び正方向境界 iT Tx x   におけるモーメントは下式で表現される。 

_ _
8 1 1( ) 1 1
21 2 3

i face faceT T T T TM x M Q            
   

    [6.391] 

_( + )i faceT T T TM x M      [6.392] 

極値点は以下の 2 つである。 

 10, 1iT Tx x         [6.393] 

極値点の１つは 0iTx x  で接合部負方向境界と一致し固定であるが、 1(1 )iT Tx x     は接合部正方向境界

位置に作用する曲げモーメントとせん断力の割合 _ _face faceT TM Q によって変動する。以下では、この極値の変動

を場合分けし、最大値を導出する。但し、以下の場合分けの前提として、 β (式[6.236]参照)は実用上想定しうる仕

様の範囲で 1  以下となるように限定しているため、これを超えるような場合は別途検討する必要がある。尚、

1  となるような場合とは、母材剛性に対して接合剛性が著しく高いような場合、すなわち、集成材強度に対し

てビスを過度に密に配置した場合であり、合理的な設計とは言えないため、避けることが望ましい。 
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A) _ 0faceTQ  の場合 

このとき、式[6.388]、式[6.389]は以下のように整理できる。 

3 2

_ _ _
1 16 24 8( ) 1
3 7 21 21

i iT T
face face faceT T T T

T T

x x x x
M x M M M  

 
                           

    [6.394] 

_
( ) 16 1

7
i iT T T

faceT
T T T

dM x x x x x
M

dx


  
             

    [6.395] 

極値点は以下の２つとなる。 

0,iT Tx x       [6.396] 

_ 0faceTM  のとき、 ( )TM M x の 3 次項は負の係数を持つ。接合部境界のモーメントについて下式を得る。 

_
8( ) 1 0
21

i faceT T TM x M    
 

( 1)β      [6.397] 

_( + ) 0i faceT T T TM x M       [6.398] 

_ 0faceTM  のとき、 ( )TM M x の 3 次項は正の係数を持つ。接合部境界のモーメントについて下式を得る。 

_
8( ) 1 0
21

i faceT T TM x M    
 

( 1)β      [6.399] 

_( + ) 0i faceT T T TM x M       [6.400] 

 以上より、モーメント分布は Fig. 6. 22 に示す通りとなる。これより、設計応力 ( ) _ maxb TM は下式で表現される。 

( ) _ max _b faceT TM M     [6.401] 

 

 

 
 

Fig. 6. 22 A)の対称曲げモーメント分布 
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M = MT(x)

0
x

xTi xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = 
MT(              )xTi λT

M = MT(x)

0
xxTi xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = 
MT(              )xTi λT

接合部

接合部

( i ) MT_face > 0 ( ii ) MT_face < 0



 

 

 

B) _ 0faceTQ  且つ 1(1 )T T    のとき 

これは、変動する極値点が接合部正方向境界 iT Tx x   の外側にあるときである。この条件となるのは 0  で

あるから以下のように _ _face faceT TM Q についての条件式を得る。 

_

_

16 1 0
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
   

 
  

⇔  

_

_

7
16

faceT
T

faceT

M
Q

      [6.402] 

_ 0faceTQ  のとき、 _ 0faceTM  であり、以下のように整理される。 

_ _
16 0
7

face faceT T TM Q        [6.403] 

すなわち、式[6.388]における ( )TM M x の 3 次項は正の係数を持つ。いま、式[6.391]に関して下式を得る。 

_ _
2 8( ) 1
1 211
3

face i faceT T T T TQ M x M 


        
  

    [6.404] 

 上式を用いて、 _ 0faceTQ  及び式[6.403]の条件より、接合部負方向境界位置 0iTx x  の曲げモーメント

( )iT TM x は以下の範囲に在ることがわかる。 

_ _
8 11 ( )
21 7

face i faceT T T TM M x M    
 

    [6.405) 

_ 0faceTQ  のときについても同様にすれば、モーメント分布は Fig. 6. 23 に示す通りとなる。つまり、 ( )iT TM x は

接合部正方向境界の曲げモーメント _( )i faceT T T TM x M  よりも大きくなることはない。 

これより、設計応力 ( ) _ maxb TM は下式で表現される。 

( ) _ max _b faceT TM M     [6.406) 

 

 

 
 

Fig. 6. 23 B)の対称曲げモーメント分布

293

M = MT(x)

0 xxTi

xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = MT(              )xTi λT

接合部

( i ) QT_face > 0 ( ii ) QT_face < 0

xTi λT ( 1 - ω-1 )7
1 MT_face

MT_face21
8

1 β

M = MT(x)

0 xxTi

xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = MT(              )xTi λT

接合部

xTi λT ( 1 - ω-1 )
7
1 MT_face

MT_face21
8

1 β



 

 

 

C) _ 0faceTQ  且つ 10 (1 )T T     のとき 

これは、変動する極値点が両端の接合部境界の内側にあるときである。この条件となるのは 1  であるから以

下のように _ _face faceT TM Q についての条件式を得る。 

_

_

16 1 1
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
   

 
  

⇔  

_

_

1 71
16

faceT
T

faceT

M
Q



 

  
 

    [6.407) 

_ 0faceTQ  のとき、 _ 0faceTM  であり、以下のように整理される。 

16 1
7

_ face _ face _ faceT T T T TM Q λ Q λ
β

         [6.408) 

すなわち、式[6.388]における ( )TM M x の 3 次項は負の係数を持つ。いま、式[6.391]に関して下式を得る。 

2 8( ) 1
1 3 21

_ face i _ faceT T T T TQ λ M x β M
β

           
    [6.409) 

 上式を用いて、 _ 0faceTQ  及び式[6.408]の条件より、接合部負方向境界位置 0iTx x  の曲げモーメント

( )iT TM x は以下の範囲に在ることがわかる。 

_ _
8 161 ( ) 1
21 21 1

face i faceT T T TM M x M


            
    [6.410] 

_ 0faceTQ  のときについても同様にすれば、モーメント分布は Fig. 6. 24 に示す通りとなる。 

いずれの場合も、変動する極値点 1(1 )iT Tx x     でモーメントが最大となるから、設計応力 ( ) _ maxb TM は下

式で表現される。 

 1
( ) _ max ( 1 )b iT T T TM M x         [6.411] 

 

 

 
 

Fig. 6. 24 B)( ii )  10 1T Tλ ω λ   の対称曲げモーメント分布 
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( i ) QT_face > 0 ( ii ) QT_face < 0
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0
x

xTi xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = MT(              )xTi λT

接合部

MT_face21
8

1 β

MT_face21
16

1 β
β

1

M = MT(x)

0 xxTi xTi λT

M

MT(      )xTi

MT_face = MT(              )xTi λT

接合部

xTi λT ( 1 - ω-1 )MT_face21
8

1 β

MT_face21
16

1 β
β

1

xTi λT ( 1 - ω-1 )



 

 

 

D) _ 0faceTQ  且つ 1(1 ) 0T   のとき 

これは、変動する極値点が固定の極値点よりも負方向側にあり接合部境界の外側にあるときである。この条件と

なるのは 0 1  であるから以下のように _ _face faceT TM Q についての条件式を得る。 

_

_

160 1 1
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
    

 
  

⇔  

_

_

7 1 71
16 16

faceT
T T

faceT

M
Q

 

 

    
 

    [6.412] 

_ 0faceTQ  のとき、以下のように整理される。 

_ _ _
16 10
7

face face faceT T T T TM Q Q 


          [6.413] 

すなわち、式[6.388]における ( )TM M x の 3 次項は負の係数を持ち、極値点の位置関係に注意すれば接合部に

おいて減少関数となる。よって、接合部境界位置での曲げモーメントの大小は符号付きで必ず以下の関係式を得る。 

_( ) ( )i i faceT T T T T TM x M x M       [6.414] 

 このとき、設計応力が ( )iT TM x となるのは以下の条件を満たすときである。 

_( )i faceT T TM x M      [6.415] 

 いま、式[6.391]を用いて整理すれば下式を得る。 

_ _ _
8 1 11 1
21 2 3

face face faceT T T TM Q M            
   

    [6.416] 

⇔  

_

_

9 71
21 4 16

faceT
T

faceT

M
Q




 
    

    [6.417] 

 式[6.412]と併せれば、設計応力が ( )iT TM x となる条件は以下の通りである。 

_

_

9 7 1 71 1
21 4 16 16

faceT
T T

faceT

M
Q

 
 

   
           

    [6.418] 

同様に、設計応力が _( )i faceT T T TM x M  となるのは以下の条件を満たすときである。 

_

_

7 9 71
16 21 4 16

faceT
T T

faceT

M
Q

 


 
      

    [6.419] 

_ 0faceTQ  のときについても同様であるため割愛する。 
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E) _ 0faceTQ  且つ 0  のとき 

式[6.388]における ( )TM M x の 3 次項の係数は 0 となるため、2 次関数となる。このとき下式を得る。 

_

_

16 1 0
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
   

 
  

⇔  

_

_

7
16

faceT
T

faceT

M
Q

     [6.420] 

上式を用いて式[6.388]を整理すれば下式を得る。 

2

_
8 1( )
7 8

iT
faceT T

iT

x xM x M


       
   

    [6.421] 

上式について、極値点は接合部負方向境界 0iTx x  であり、接合部において接合部正方向境界の曲げモーメン

ト _ faceTM の符号によって単調減少または単調増加になる。つまり、両境界位置における曲げモーメントの絶対値

の大きい方が設計応力となる。接合部負方向境界の曲げモーメントは _( ) 7i faceT T TM x M  であるから、接合部正

方向境界の曲げモーメント _( )i faceT T T TM x M  の方が大きく、これが設計応力となる。 

 

以上 A)～E )を纏めると以下の通りである。 

( i ) _ 0faceTQ  のとき ( ) _ max _b faceT TM M   

( ii) 
_

1
_

faceT

faceT

M
g

Q
 のとき ( ) _ max _b faceT TM M   

( iii ) 
_

1 2
_

faceT

faceT

M
g g

Q
  のとき ( ) _ max ( )b iT T TM M x   

( iv ) 
_

2
_

faceT

faceT

M
g

Q
 のとき  1

( ) _ max ( 1 )b iT T T TM M x       

ここで、 

1
9 71

21 4 16 Tg 


 
    

    [6.422] 

2
1 71

16 Tg 

 

   
 

    [6.423] 

これより、T 集成材の設計用曲げ応力度 ( ) _b b glulam は下式で表現される。 

( ) _ max
( ) _

b T
b b glulam

wn

M
Z

      [6.424] 

ここで、 wnZ は集成材 1 枚の座彫り孔の欠損を考慮した正味断面係数を示すが、最大応力の発生位置が変動する

ことは無視し、単純化のため逆対称曲げモーメント負担時と同様接合部境界最近傍の座彫り孔欠損部の断面位置の

ものとする。 
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 次に、添板鋼板について示す。本文の Fig. 6. 8 に示すように、PLT の負担曲げモーメントは、合せ区間において

T、S1、S2 からの応力伝達によって増大し、パネルゾーンでは T 集成材から僅かに伝達する。y 軸に対称な応力分

布を仮定しているため、回転ばね入力位置において鋼板は最大曲げモーメントを負担すると考えられる。この位置

において、外力による曲げモーメントを負担しているのは T 集成材と PLT である。言い換えれば、PLT の負担曲げ

モーメントは外力による曲げモーメントから T 集成材の負担分を除いたものである。すなわち、下式で表現される。 

( ) ( )
2

i
R L

b PLT T T
M MM M x

      [6.425] 

 これより、鋼板の設計用曲げ応力度 ( ) _b b steel は下式で表現される。尚、算出に用いる鋼板の断面係数は、全断面

有効とした断面係数 sZ を用いる。 

( )
( ) _

b PLT
b b steel

s

M
Z

      [6.426] 

 以上は S2 側( iTx x )についてである。S1 側( iTx x )についても同様であるため、ここでは割愛する。 

 

b)せん断応力度 

 まず、集成材について示す。T 側と S1、S2 側でそれぞれ算出し、大きい方を設計応力とする。S1、S2 側は逆対

称曲げモーメント負担時と同様に曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーを設計応力とする。T 側は、

式[6.241]によって求められる対称曲げモーメント負担時のせん断力分布における最大値を設計応力とする。 

まず、S1、S2 側については、逆対称曲げモーメント負担時と同様であるため、以下に結果のみ示す。 

( ) _ ( ) _
1.5 S

a s glulam b screwS S
wnsS S

w
M

A l
      [6.427] 

ここで、 

Sw ：S の集成材-鋼板間ビス接合の全負担モーメントに対する y 方向応力によるモーメント比 

Sl ： S の接合部長さ [mm] 

wnsSA ：S のパネルシアー検定用の集成材 1 枚の正味断面積(式[6.200]参照) [mm2] 

次に、T 集成材について示す。対称曲げモーメント負担時のせん断力分布に関して、位置 xの２次関数によって

下式のように表現される。このせん断力分布はこのとき逆対称曲げモーメントの座標と統一するため iTx x x  と

していることに注意する。 

 116( ) 1
7

i iT T
_ face _ faceT T T T

T T

x x x xQ x β M Q λ ω
λ λ


                           

    [6.428] 

接合部負方向境界 0iTx x  及び正方向境界 iT Tx x   におけるせん断力は下式で表現される。 

( ) 0iT TQ x      [6.429] 

_( )i faceT T T TQ x Q      [6.430] 

極値点は下式で表現される。 

 11 2iT Tx x         [6.431] 

曲げ応力度算定時と同様にして、接合部正方向境界位置に作用する曲げモーメントとせん断力の割合
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_ _face faceT TM Q によって変動する極値点の位置を場合分けし、最大値を導出する。 

 

A) _ 0faceTQ  の場合 

このとき、式[6.428]は以下のように整理できる。 

_
16( ) 1
7

i iT T
faceT T

T T

x x x x
Q x M

 

                    
    [6.432] 

極値点は下式で表現される。 

2iT Tx x       [6.433] 

つまり、接合部内に極値を持つこととなるので設計応力 ( ) _ maxb TQ は下式で算出される。 

( ) _ max ( 2)b i TT T TQ Q x       [6.434] 

 

B) _ 0faceTQ  且つ 1(1 ) 2T T    の場合 

極値点は接合部正方向境界の外側にある。このとき 1 0   であるから _ _face faceT TM Q は以下の条件となる。 

_

_

161 1 0
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
      

 
  

⇔  

_

_

1 7 71
16 16

faceT
T T

faceT

M
Q

 

 

    
 

    [6.435] 

接合部の範囲内では減少あるいは増加関数となるから、設計応力 ( ) _ maxb TQ は接合部正方向境界において生じる。

すなわち、下式で算出される。 

( ) _ max _( )b i T faceT T T TQ Q x Q       [6.436] 

 

C) _ 0faceTQ  且つ 10 (1 ) 2T T     の場合 

極値点は接合部内にある。このとき 1   ，1  であるから _ _face faceT TM Q は以下の条件となる。 

_

_

16 1 1
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
    

 
，

_

_
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faceT

faceT T

M
Q

 


 
    

 
  

⇔  

_

_

1 71
16

faceT
T

faceT

M
Q



 

  
 

，
_

_

1 71
16

faceT
T

faceT

M
Q



 

  
 

    [6.437] 

接合部内に極値を持つので設計応力 ( ) _ maxb TQ は下式で算出される。 

1
( ) _ max ( (1 ) 2)b iT T T TQ Q x         [6.438] 
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D) _ 0faceTQ  且つ 1(1 ) 2 0T   の場合 

極値点は接合部負方向境界の外側にある。このとき 0 1  であるから _ _face faceT TM Q は以下の条件となる。 

_

_

160 1 1
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
     

 
  

⇔  

_

_

7 1 71
16 16

faceT
T T

faceT

M
Q

 

 

    
 

    [6.439] 

接合部の範囲内では減少あるいは増加関数となるから、設計応力 ( ) _ maxb TQ は接合部正方向境界において生じる。

すなわち、下式で算出される。 

( ) _ max _( )b i T faceT T T TQ Q x Q       [6.440] 

 

E) _ 0faceTQ  且つ 0  の場合 

_ _face faceT TM Q は以下の条件となる。 

_

_

16 1 0
7

faceT

faceT T

M
Q

 


 
    

 
  

⇔  

_

_

7
16

faceT
T

faceT

M
Q

     [6.441] 

上式を用いて式[6.428]を整理すれば下式を得る。 

_( )
iT

faceT T
iT

x x
Q x Q




      [6.442] 

接合部の範囲内では減少あるいは増加関数となるから、設計応力 ( ) _ maxb TQ は接合部正方向境界において生じる。

すなわち、下式で算出される。 

( ) _ max _( )b i T faceT T T TQ Q x Q       [6.443] 

 

以上 A)～E )を纏めると以下の通りである。 

( i ) _ 0faceTQ  のとき ( ) _ max ( 2)b i TT T TQ Q x     

( ii) 
_

3 2
_

faceT

faceT

M
g g

Q
  のとき ( ) _ max _b faceT TQ Q   

( iii ) 
_

3
_

faceT

faceT

M
g

Q
 ，

_
4

_

faceT

faceT

M
g

Q
 のとき 1

( ) _ max ( (1 ) 2)b iT T T TQ Q x       

ここで、 
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3
1 71

16 Tg 

 

  
 

，     [6.444] 

2
1 71

16 Tg 

 

  
 

 (式[6.423]参照)    [6.445] 

T 集成材の最大せん断応力度 ( ) _b s glulamT は下式で表現される。 

( ) _ max
( ) _ max

b T
b sT

wnT

Q
A

      [6.446] 

以上より、式[6.446]および式[6.427]で示す T 集成材の最大せん断応力度 ( ) _b s glulamT と S1、S2 集成材の最大せ

ん断応力度 ( ) _b s glulamS の両者の中、大きい方を集成材の設計用せん断応力度 ( ) _b s glulam とする。 

 次に、添板鋼板について示す。集成材同様曲げモーメントの伝達によって生じるパネルシアーについて、曲げモ

ーメント負担の大きい PLT に対して検討する。既にみたように、鋼板に生じる曲げモーメントは、回転ばね入力位

置において最大をとり、T の集成材-鋼板間ビス接合剛心位置及び両端部においては 0 となる分布を描く。Fig. 6. 25

に示すように、この間を直線補間したモーメント分布を定義して、このモーメント分布に一致するようなせん断力

分布を仮定する。このせん断力を 1 2 ( )T S bQ とおけば下式で表現される。 

( )
1 2 ( ) 2

b PLT
T S b

T

M
Q

l
     [6.447] 

 これより、鋼板の設計用せん断応力度 ( )a S _ steelσ は下式で表現される。尚、鋼板の断面積は全断面有効とした断面積

sA を用いる。 

( )
( ) _

1.5
2
b PLT

b s steel
sT

M
l A

 


    [6.448] 

 
c)軸応力度 

 集成材、鋼板ともに逆対称曲げモーメント負担時において加味しているため、ここでは負担応力を見かけ上 0 と

して扱うこととする。 

( ) _ 0b n glulam      [6.449] 

( ) _ 0b n steel      [6.450] 

 

 

 
 

Fig. 6. 25  T2S(b)対称曲げモーメント負担時の鋼板負担せん断力 
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6.5 DR フレーム接合部の設計法 

2. 柱脚モーメント抵抗接合部の設計法 

(1)基本事項 

1) 柱脚接合は２種類のタイプがあり、TYPE-A は、１材の柱の内側に鋼板を構造用ビスで留め付け、もう一材の柱の

内側に柱脚金物と一体となった鋼板を構造用ビスで留め付け、それらの鋼板を高力ボルトによって緊結する。

TYPE-B は、２材共、鋼板と柱脚金物を一体とした金物を使用する。また、柱脚金物は基礎に埋め込んだアンカーボ

ルトと緊結する。各部の名称として、柱脚金物付鋼板に留め付けた集成材を C+、その鋼板を PLC+、柱脚金物の無

い鋼板に留め付けた部材を C0、その鋼板を PLC0 と区別する（Fig. ６.２.1）。尚、ビスおよび高力ボルトの配置は、

高力ボルトにより摩擦接合する面の図心について対称とする。２材に取りつく鋼板のビス配置は接合面に対して表

裏が異なるのみとし、ビス接合のせん断特性が一致する配列とする。 

 
Type-A 

 
Type-B 

Fig. ６.２. 1 柱脚接合部概念図 
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6.4.	 柱脚接合部の設計法



 

 

2) 力の伝達経路 

 柱脚接合部は、柱脚金物との剛体連結を境にしてビス接合部とアンカーボルト接合部の２区間に分けられる。集

成材の曲げモーメントは、集成材-鋼板間ビス接合のせん断力によって鋼板に伝達する経路と木口面のめり込み応力

によって柱脚金物に伝達する経路に分けられる。既述したように、TYPE-A において鋼板は２種類あり、柱脚金物付

きの PLC+と付かないものの PLC0 であるが、柱脚金物付き PLC+は剛体連結によって柱脚金物の回転モーメントに

直接変換されるが、付かない PLC0 は一旦自身の回転モーメントに変換され、鋼板-鋼板間ビス接合のせん断力によ

って柱脚金物付き PLC+に伝達して柱脚金物の回転モーメントに変換される。一方、TYPE-B において鋼板は柱脚金

物付き PLC+の１種類であり、柱材２枚の負担モーメントは各々に基礎に伝達される。TYPE-A、TYPE-B の力の伝達

経路について、それぞれ Fig. ６.２. 2、Fig. ６.２. 3 に示す。 

 

 
 

Fig. ６.２. 2 TYPE-A の力の伝達経路 

  

 
 

Fig. ６.２. 3 TYPE-B の力の伝達経路 

 

3) 靭性は、集成材-鋼板間ビス接合およびアンカーボルトにより確保する。 
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C+ の曲げモーメント

集成材 -鋼板間ビス接合部のせん断力

PLC+ の曲げモーメント

C0の曲げモーメント

PLC0 の回転モーメント

鋼板 -鋼板間高力ボルト接合部のせん断力

柱脚金物の回転モーメント

木口面めり込み応力

基礎の曲げモーメント

木口面めり込み応力

柱脚金物 -基礎間アンカーボルト接合部の引張力

+

基礎コンクリートの圧縮力

剛体連結

ビス接合部

アンカーボルト接合部

C+ の曲げモーメント C+の曲げモーメント

集成材 -鋼板間ビス接合部のせん断力

柱脚金物の回転モーメント

木口面めり込み応力

基礎の曲げモーメント

木口面めり込み応力

柱脚金物 -基礎間アンカーボルト接合部の引張力

+

基礎コンクリートの圧縮力

ビス接合部

アンカーボルト接合部

PLC+ の曲げモーメント PLC+ の曲げモーメント

剛体連結

柱脚金物の回転モーメント

柱脚金物 -基礎間アンカーボルト接合部の引張力

+

基礎コンクリートの圧縮力



 

 

(2)モデル化 

1) 接合部を半剛接合と仮定し、回転ばねによりモデル化を行う。 

2) 接合部をモデル化する場合、集成材‐鋼板のビス接合部と集成材木口のめり込み変形をモデル化した回転ばねと、

柱脚金物とアンカーボルトの接合部をモデル化した回転ばねの直列とする。 

3) 力学モデル 

［ビス接合部］ 

①各柱はそれぞれ留め付けられた鋼板に対して回転してすべり変形を起こす。この時、集成材はモーメント伝達に

よって生じるせん断力によってせん断変形のみ生じると仮定する。 

尚、ビス接合のすべり剛性及び耐力は異方性を無視できるものとする。 

②柱が回転することによって、圧縮側の柱木口面にめり込みが生じる。①の成分と組み合わせて回転中心が決定す

る。このため、めり込み成分を併せてビス接合部と称する。 

③高力ボルト接合部の応力は回転中心からの距離に比例すると仮定する。すべり耐力まですべりによる回転剛性は

無限大と仮定する。 

④鋼板の変形は無視できるものと仮定する。また、その応力は、ビス接合及び高力ボルト接合の剛心位置について、

その距離に比例して対称に分布すると仮定する。 

⑤柱脚接合部において柱材２枚は応力を２分するものとし、全く同じ変形を生じると仮定する。 

⑥剛性・耐力の計算において、ビス配列の図心を原点とする座標を必ず定義する。 

 
 

Fig. ６.２. 4 ビス接合における外力と応力の関係 
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∑N × 2
：めり込み応力
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[        ,Y] 区間めり込み応力
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be

BSD
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［アンカーボルト接合部］ 

①鋼構造接合部設計指針の「露出柱脚の設計」に準拠する。 

 初期剛性については弾性変形を引張側アンカーボルトの伸び変形のみ、回転中心を柱脚金物の圧縮側外縁と仮定

する。 

 

(3)回転剛性の計算 

1) ビス接合部の回転剛性 cl K  

ビス接合部の回転剛性は以下の式により算出する。尚、柱材２枚は C+、C0 の場合があり得るが、(2)モデル化の仮

定よりどちらも区別なく扱うものとする。座標はビス配列の図心を原点とする、材軸平行方向を x 軸、材軸直交方

向を y 軸と定義する。めり込み応力は三角形分布を仮定する。 

  1

2 1cl clK c K'


     [６.２.1] 

   
2

0 0 0
11
6 2

BS
p x e BScl

DK' kI ckI c k b Y D Y        
 

 [６.２.2] 

y

w w

kIc
κG A l

  [６.２.3] 

2

0

0 0

2 21 1 1
2

BS

e BS e BS

D kn knY
k b D k b D

                    
 [６.２.4] 

     
 2

( 0)x i i iI y y y  
 

[６.２.5] 

 2

( 0)y i i iI x x x  
 

[６.２.6] 

     
p x yI I I 

 
[６.２.7] 

 0

31 6 10 9
w

e

Ek
. . b




 [６.２.8] 

ここで、 

cl K：ビス接合部の回転剛性 [Nmm/rad] 

cl K'：材軸直交方向の回転角に関する柱材１枚のビス接合部の回転剛性 [Nmm/rad] 

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm] 

 i ix , y ：i 番ビス接合部の位置座標 [mm]

 i ix , y ：ビス配列の図心座標(原点に一致) [mm]

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

pI ：柱材１枚のビス配列極 2 次モーメント[mm2] 

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は材軸直交方向) [mm2]

n：柱材１枚のビス本数

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]
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wE ：集成材の曲げヤング係数 [N/mm2]

wG ：集成材のせん断弾性係数(曲げヤング係数×1/15)  [N/mm2]

wA ：集成材一枚の断面積[mm2]

κ：せん断弾性補正係数 5/6

l：x 軸方向の接合部長さ(材軸方向の最外縁ビス列の応力作用位置間の距離) (Fig. ６.２. 4) [mm]

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]

 

 

2) アンカーボルト接合部の回転剛性 BS K  

鋼構造接合部設計指針の「露出柱脚の設計」に準拠する。 

 
2

A A b
c tBS

A

E n AK d d
l

 
   [６.２.9] 

ここで、 

BS K：アンカーボルト接合部の回転剛性 [Nmm/rad] 

ancE：アンカーボルトのヤング係数 [N/mm2] 

anc tn ：引張側アンカーボルトの本数 

anc bA ：アンカーボルトの軸部断面積 [mm2]

td ：柱断面図心より引張側アンカーボルト群の剛心位置までの距離(Fig. ６.２. 5) [mm]

cd ：柱断面図心より圧縮側縁までの距離(Fig. ６.２. 5) [mm]

anc bl ：アンカーボルトの定着長さ [mm]

 

 
Fig. ６.２. 5 アンカーボルト接合部初期剛性算定力学モデル 
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M

回転中心

：アンカーボルト群引張応力

dt dc

柱断面図心

θ

ancnt ancEA ancAb

anclb
( dt + dc )θ （柱脚金物圧縮縁）

※　回転剛性計算時には上記仮定応力状態に対して

　　安全率として 1/2 を乗じる。



 

 

(4)降伏曲げモーメントの計算 

1) ビス接合部の降伏曲げモーメント yBM の計算 

ビス接合部の降伏曲げモーメント yBM は、①集成材-鋼板間ビス接合部、②木口めり込み、③高力ボルト接合部、

④柱脚金物付鋼板、⑤集成材のパネルシアーに関する曲げモーメントのうち最初に降伏した時の曲げモーメントと

する。尚、仮定する力学モデルにおいて、柱材２枚に応力が等しく分配した場合には高力ボルト接合部がせん断力

を負担するのは TYPE-A（Fig. ６.２. 2）のみであるが、２材で応力負担割合が著しく異なり界面にせん断力が発生

する場合を想定して TYPE-B についても同様に検討項目に加えている。 

 (S)miny y _ screw y _ e y _ HTB y _ steel y _ glulamBM M ,M ,M ,M ,M  [６.２.10] 

ここで、 

y _ screwM ：集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメント [Nmm] 

y _ eM ：木口めり込みの降伏曲げモーメント [Nmm] 

y _ HTBM ：高力ボルト接合部の降伏曲げモーメント [Nmm] 

y _ steelM ：柱脚金物付鋼板の降伏曲げモーメント [Nmm]

(s)y _ glulamM ：集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント [Nmm]

 

①集成材-鋼板間ビス接合部の降伏モーメント y _ screwM

集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメント y _ screwM は最遠方のビスが降伏したときの曲げモーメントとする。

尚、座標は回転剛性算定時と同様ビス配列の図心とする。 

y _ screw y _ screwclM K θ   [６.２.11] 

max[ ]
s y

y _ screw

i

pθ
k r '




 [６.２.12] 

   2 22
01i i ir ' c x y Y



     [６.２.13] 

ここで、 

y _ screwM ：集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメント [Nmm] 

y _ screwθ ：集成材-鋼板間ビス接合部の最遠方のビスが降伏する回転角 [rad] 

s yp ：単位ビス接合部の降伏せん断耐力 [rad] (６章実験報告書)

ir '：集成材のせん断変形を考慮した回転中心から i 番ビス接合までの距離 [mm] 

 (ビス接合の変位が単純に回転中心から見た接線方向とならないことによる) 

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm] 

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

 i ix , y ：i 番ビス接合部の位置座標 [mm]

 

②木口めり込みの降伏曲げモーメント y _ eM

木口のめり込み降伏は、最大圧縮応力度が基準圧縮強度の 2/3 に達したときの曲げモーメントとする。 

y _ e y _ eclM K θ   [６.２.14] 
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 0 0

2 3
2

c
y _ e

BS

Fθ
k D Y




 
 [６.２.15] 

ここで、 

y _ eM ：木口めり込みの降伏曲げモーメント [Nmm] 

y _ eθ ：木口めり込みの降伏回転角 [rad] 

wcF ：集成材の基準圧縮強度 [N/mm2]

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3] 

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]

 

③高力ボルト接合部の降伏曲げモーメント y _ HTBM

高力ボルト接合部の降伏モーメント y _ HTBM は 1 本目の単位高力ボルト接合部が降伏した時点の曲げモーメントと

する。柱材１枚の負担する応力が伝達することから、接合部の負担するモーメントはその倍となる。また、ビス接

合を介して鋼板に伝達する応力は、柱脚金物に直接流れる木口のめり込み応力分の反力として引張軸力が発生する

ことから曲げ引張となり、各高力ボルトの負担する応力が比例する距離の基準点はその群の剛心からずれることと

なる。これらのことから次式で算出される。 

   
2

0 0 0
2

11
6 22 1

max[ ]

BS
e BS

iHTB
y _ HTB by

i p xHTB

Dc k b Y D Y
r

M q
r ' kI ckI



              
 

  

 [６.２.16] 

2 2
i i iHTB HTB HTBr x y  [６.２.17] 

 22
0i i iHTB HTB HTB HTBr ' x y Y   [６.２.18] 

   
2

0 01
iHTB HTB

HTB
p x

r n
Y c Y

I cI n


  
 [６.２.19] 

ここで、 

y _ HTBM ：高力ボルト接合部の降伏曲げモーメント [Nmm]  

byq ：単位高力ボルト接合部のすべり耐力 [N]  

( )i iHTB HTBx , y ： 高力ボルト配置図心を原点とした i 番目の高力ボルトの位置座標 [mm]  

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

pI ：柱材１枚のビス配列極 2 次モーメント[mm2]  

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]  

n：柱材１枚のビス本数  

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率  

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  
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0HTBY ：回転剛性算定時の HTB 接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]  

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]  

 

④柱脚金物付鋼板の降伏曲げモーメント y _ steelM

鋼板の降伏曲げモーメント y _ steelM は、鋼板の縁応力度が鋼板の降伏強さに達したときの曲げモーメントとする。

Fig. ６.２. 2、Fig. ６.２. 3 に示すように鋼板の負担する曲げモーメントは柱脚金物に伝達する。柱脚金物との境界

位置において鋼板の断面は TYPE-A で１枚分、TYPE-B で２枚分となるため、仕様によって断面係数が異なる。また、

③と同様に、ビス接合を介して鋼板に伝達する応力は、柱脚金物に直接流れる木口のめり込み応力分の反力として

引張軸力が発生することから曲げ引張となり、境界位置の断面に作用する。これらのことから次式で算出される。 

   

 

2

0 0 0

2

0 0

1 11
2 2 31

11
2 2

BS s
e BS

s
y _ steel sy s

BS s
p x e

s

D Zc k b Y D Y
AM F Z

D ZkI ckI c k b Y
A

           
      

            

 [６.２.20] 

ここで、 

y _ steelM ：柱脚金物付鋼板の降伏曲げモーメント [Nmm]  

syF ：鋼板の降伏強さ(F 値) [N]  

sZ ：鋼板の断面係数(TYPE-A は１枚分、TYPE-B は２枚分) [mm3]  

sA ：鋼板の断面積(TYPE-A は１枚分、TYPE-B は２枚分) [mm2]  

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

pI ：柱材１枚のビス配列極 2 次モーメント[mm2]  

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]  

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率  

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]  

 

⑤集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント (s)y _ glulamM

集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント (s)y _ glulamM は、集成材-鋼板間におけるモーメント伝達によって

生じるせん断力が集成材の短期許容せん断耐力に達したときの曲げモーメントとする。柱材２枚は応力を等しく分

配するので、接合部の負担モーメントはその倍となる。 

1
(s) 02

1 5
wsy

y _ glulam wn
fM w A l
.

    [６.２.21] 

0
y

cl

kI
w

K'
 [６.２.22] 

ここで、 

(s)y _ glulamM ：集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント [Nmm]  

0w ：モーメントのみ負担時の集成材１枚の全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比
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wsyf ：集成材の短期許容せん断応力度 [N/mm2]  

wnA ：集成材一枚の正味断面積[mm2]  

l：x 軸方向の接合部長さ(材軸方向の最外縁ビス列の応力作用位置間の距離) (Fig. ６.２. 4) [mm] 

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は繊維直交方向) [mm2]  

cl K '：材軸直交方向の回転角に関する柱材１枚のビス接合部の回転剛性 [Nmm/rad]  

 

 

2) アンカーボルト接合部の降伏曲げモーメント A yM  

アンカーボルト接合部集成材のパネルシアーに関する降伏曲げモーメント A yM は、アンカーボルトが引張降伏し

た時の曲げモーメント AT yM とする。尚、アンカーボルトによって十分な靭性を確保するため、アンカーボルトの引

張降伏耐力 AT yM が基礎コンクリートの圧縮降伏耐力 AC yM を下回る様に設計する。 

AT y AC yM M  [６.２.23] 

ここで、 

AT yM ：アンカーボルトの引張降伏曲げモーメント [Nmm]  

AC yM ：基礎コンクリートの圧縮降伏曲げモーメント [Nmm]  

 
Fig. ６.２. 6 アンカーボルト接合部降伏耐力算定力学モデル(モーメントのみ負担時) 

 

①アンカーボルトの引張降伏曲げモーメント AT yM

 アンカーボルトの引張降伏曲げモーメント AT yM は、引張側アンカーボルト群の剛心位置において仮想的に１本に

集約した力学モデル(Fig. ６.２. 6)において、アンカーボルトの負担引張応力が降伏引張耐力に達したときの曲げモ

ーメントとする。尚、中立軸の位置によっては柱断面図心軸に対して圧縮側のアンカーボルト群も引張応力を負担

することが考えられるが、ここでは簡便化のため安全側の耐力として算定することとする。 

0

3
n

AT y anc ty BS t
xM P D d '     

 
 [６.２.24] 

anc ty anc t anc yP a F  [６.２.25] 

 anc t anc t anc ea n A  [６.２.26] 
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dt’

σc

柱断面図心

BSD
2

中立軸

xn0

：アンカーボルト群引張応力T

：基礎コンクリート圧縮応力C

BSB：柱脚金物幅



 

 

 0 1 2 1e anc t BS
n BS t

BS e anc t

n a Bx D d '
B n a

       
  

[６.２.27] 

ここで、 

AT yM ：アンカーボルト接合部の引張側降伏曲げモーメント [Nmm]  

anc tyP ：引張側アンカーボルト群の引張降伏耐力 [N]  

anc yF ：アンカーボルトの F 値 [N/mm2]  

anc ta ：引張側アンカーボルト群の有効断面積 [mm2]  

anc tn ：引張側アンカーボルト群の本数  

anc eA ：アンカーボルトの有効断面積 [mm2]  

min[ ]anc e anc b anc beA A , A [６.２.28] 

anc bA ：アンカーボルトの軸部の断面積 [mm2]  

anc beA ：アンカーボルトのねじ部の有効断面積 [mm2]  

en ：基礎コンクリートに対するアンカーボルトのヤング係数比 15  

0nx ：モーメントのみ負担時の圧縮側柱脚金物縁から中立軸までの距離(Fig. ６.２. 6) [mm]  

BSB：柱脚金物の幅(Fig. ６.２. 6) [mm]  

td ' ：引張側柱脚金物縁から引張側アンカーボルト群までの距離(Fig. ６.２. 6) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

 

また、以下の確認を行う。 

 a) アンカーボルトの定着は、基礎コンクリートのコーン状破壊耐力がアンカーボルトの最大引張耐力を下回らな

いように設計する。コーン状破壊耐力は「各種剛性構造設計指針・同解説(第４編)」に準じて検討する。 

 b) 柱脚金物(下ベースプレート)の降伏耐力及び最大耐力が、アンカーボルトの降伏引張耐力及び最大引張耐力を

下回らないように設計する。 

 

②基礎コンクリートの圧縮降伏曲げモーメント AC yM

 基礎コンクリートの圧縮降伏曲げモーメント AC yM は、圧縮側基礎コンクリートの最大応力度すなわち圧縮側柱脚

金物縁位置(Fig. ６.２. 6)の応力度がコンクリートの圧縮強度の 2/3 に達したときの曲げモーメントとする。 

0
0

1
3 3

n
AC y c BS n BS t

xM F B x D d '      
 

 [６.２.29] 

ここで、 

AC yM ：アンカーボルト接合部の圧縮側降伏曲げモーメント [Nmm]  

cF ：コンクリートの圧縮強度 [N/mm2]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

td ' ：引張側柱脚金物縁から引張側アンカーボルト群までの距離(Fig. ６.２. 6) [mm]  

0nx ：モーメントのみ負担時の圧縮側柱脚金物縁から中立軸までの距離(Fig. ６.２. 6) [mm]  

BSB：柱脚金物の幅(Fig. ６.２. 6) [mm]  
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(5)最大曲げモーメントの計算 

1) ビス接合部の最大曲げモーメント maxBM の計算 

ビス接合部の最大曲げモーメント maxBM は、①集成材-鋼板間ビス接合部、②木口のめり込み、③高力ボルト、④

柱脚金物付鋼板の曲げ、⑤集成材の曲げ破壊、のうち、最初に最大耐力に達したときの曲げモーメントとする。 

 max max max max max maxmin _ screw _ e _ HTB _ steel _ glulamBM M ,M ,M ,M ,M  [６.２.30] 

ここで、 

max _ screwM ：集成材-鋼板間ビス接合部の最大曲げモーメント [Nmm] 

max _ eM ：木口めり込みの最大曲げモーメント [Nmm] 

max _ HTBM ：高力ボルト接合部の最大曲げモーメント [Nmm] 

max _ steelM ：柱脚金物付鋼板の最大曲げモーメント [Nmm]

max _ steelM ：集成材の最大曲げモーメント [Nmm]

 

①集成材-鋼板間ビス接合部の最大モーメント max _ screwM

集成材-鋼板間ビス接合部の最大曲げモーメント max _ screwM は、最遠方のビスが終局変位に達したときの曲げモーメ

ントとし、単位ビス接合部の復元力特性および木口めり込みの復元力特性を用いて増分解析により求める(６章実験

報告書参照)。尚、単位ビス接合の復元力特性はトリリニア型、木口めり込みの復元力特性はリニア型として評価し、

回転中心は回転剛性算定時から移動しないものと仮定する。すなわち、木口めり込みは、降伏耐力に達して以降も

弾性剛性を保ち、負担するモーメントの表現は変わらないものと仮定する。 

max max( )_ screw _ screw _ screwM M θ [６.２.31] 

max

max[ ]
u

_ screw

i

δθ
r '

 [６.２.32] 

 
1

2
n

_ screw i
i

M m M

    [６.２.33] 

集成材-鋼板間

ビス接合 

 

[６.２.34] 

木口めり込み 

 
[６.２.35] 

ここで、 

max _ screwM ： 集成材-鋼板間ビス接合の最大曲げモーメント [Nmm]  

max _ screwθ ：最遠方のビスが終局耐力に達したときの回転角 [rad]  

_ screwM ：ビス接合部の負担モーメント [Nmm]  

im ： i 番ビスによる回転中心まわりのモーメント [Nmm]  

M ：めり込み応力による回転中心まわりのモーメント [Nmm]  

0≦θ＜ y _ eθ  3

0 0
1
3 2

BS
e
DM k b Y θ

   
 

 
y _ eθ ≦θ＜ u _ eθ  

 

0≦θ＜ iyθ  2
i im k r θ  

iyθ ≦θ＜ ivθ   2 2
2i i iy i iym k r θ k r θ θ      

ivθ ≦θ＜ iuθ   2 2
2i i iy i iv iym k r θ k r θ θ      

iuθ ≦θ  0im   
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0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]  

   1 22
01i i ir c x y Y



    ：i 番ビスの回転中心に対するみかけのモーメントアーム [６.２.36] 

s y
iy

i

pθ
k r '


 ： i 番ビスの降伏回転角 [rad] [６.２.37] 

2

s u s y
iv iy

i

p pθ θ
k r '


 
 ： i 番ビスのみかけの全塑性回転角 [rad] [６.２.38] 

u
iu

i

δθ
r '

 ： i 番ビスの終局回転角[rad] [６.２.39] 

n：集成材１枚に留め付けたビス本数  
s yp ：単位ビス接合部降伏耐力 [N]  

yδ ：単位ビス接合部降伏変位 [mm]  

s up ：単位ビス接合部終局耐力 [N]  

vδ ：単位ビス接合部みかけの全塑性変位 [mm]  

uδ ：単位ビス接合部の終局変位 [mm]  

2k ：単位ビス接合部 2 次剛性 [N/mm]  

 

②木口めり込みの最大モーメント max _ eM

木口めり込みの最大曲げモーメント max _ eM は、柱脚金物圧縮側縁に生じる最大応力度が基準圧縮応力度に達した

ときの曲げモーメントとする。すなわち、①で求めたモーメント回転角関係に対して、基準圧縮応力度に達する回

転角に到達したときの曲げモーメントとする。 

max max( )_ e _ screw _ eM M θ [６.２.40] 

 0 02
wc

y _ e

BS

Fθ
k D Y


 

 [６.２.41] 

ここで、 

max _ eM ：木口めり込みの最大曲げモーメント [Nmm] 

max _ eθ ：木口めり込みの降伏回転角 [rad] 

wcF ：集成材の基準圧縮強度 [N/mm2]

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]

0Y ：回転剛性算定時のビス接合の回転中心位置 Y 座標 [mm]

 

③高力ボルト接合部の最大曲げモーメント max _ HTBM

高力ボルト接合部の最大曲げモーメント max _ HTBM は 1 本目の単位高力ボルト接合部が最大せん断耐力に達した時

点の曲げモーメントとする。最大曲げモーメントは木口めりこみ応力分の反力による引張軸力の影響を考慮せずに、

剛心位置を回転中心として算出することとする。また、すべり耐力以降の変形は無視できるものと仮定する。 
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2

2
max[ ]

iHTB
max _ HTB bu

iHTB

rM q
r


   [６.２.42] 

ここで、 

max _ HTBM ：高力ボルト接合部の最大曲げモーメント [Nmm]  

buq ：単位高力ボルト接合部の最大せん断耐力 [N]  

ir ：式[６.２.17]  

 

④柱脚金物付鋼板の最大曲げモーメント max _ steelM

柱脚金物付鋼板の最大曲げモーメント max _ steelM は、鋼板の全断面が最大引張強度に達したときの曲げモーメントと

する。最大曲げモーメントは木口めりこみ応力分の反力による引張軸力の影響を考慮せずに塑性断面係数を用いて

算出することとする。 

max _ steel sp suM Z F   [６.２.43] 

ここで、 

max _ steelM ：柱脚金物付鋼板の最大曲げモーメント [Nmm]  

suF ：柱脚金物付鋼板の引張強さ [N]  

spZ ：柱脚金物付鋼板の塑性断面係数(TYPE-A は１枚分、TYPE-B は２枚分) [mm3]  

 

⑤集成材の最大曲げモーメント max _ glulamM

集成材の最大曲げモーメント max _ glulamM は、集成材の縁応力度が基準曲げ強度に達したときの曲げモーメントとす

る。柱２枚は応力を等しく２分するため、接合部の負担モーメントは２倍となる。 

2max _ glulam wn wbM Z F   [６.２.44] 

ここで、 

max _ glulamM ：集成材の最大曲げモーメント [Nmm]  

wbF ：集成材の基準曲げ強度 [N]  

wnZ ：集成材１枚の正味断面係数 [mm3]  

 

 

2) アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント maxAM の計算 

アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント maxAM は、「鋼構造接合部設計指針(露出柱脚)」に準じ、Fig. ６.２. 7

に示す完全弾塑性の応力分布を仮定して算出する。尚、アンカーボルト接合部の最大曲げモーメントが、ビス接合

部の最大曲げモーメントを超えないように設計する。 

max
max 1

2
anc t

A max anc t BS t

uc

PM P D d '
N

        
  

 [６.２.45] 

maxanc t anc t anc uP a F  [６.２.46] 

cu bc BS BSN F B D   [６.２.47] 

ここで、 
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A maxM ：アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント [Nmm]  

maxanc tP ：引張側アンカーボルト群の最大引張耐力 [N]  

anc uF ：アンカーボルトの引張強さ [N/mm2]  

anc ta ：引張側アンカーボルト群の有効断面積 [mm2]  

cuN ：ピン形式の露出柱脚における基礎コンクリートの最大圧縮耐力 [N]  

bcF ：基礎コンクリートの支圧強度 [N/mm2]  

0 85bc cF . F [６.２.48] 

cF ：基礎コンクリートの設計基準強度 [N/mm2]  

BSB：柱脚金物の幅 [mm]  

BSD：柱脚金物の長さ [mm]  

td ' ：柱脚金物引張側縁から引張側アンカーボルト群までの長さ [mm]  

 

 
Fig. ６.２. 7 アンカーボルト接合部最大耐力算定力学モデル(モーメントのみ負担時) 

 

 

尚、アンカーボルト接合部はバイリニア型の復元力特性を仮定する。降伏以後、初期剛性に対する二次剛性の低

減率は、アンカーボルト自体のヤング係数に対する二次剛性の低減率に等しいとして算出する。 

2BS BSK β K   [６.２.49] 

ここで、 

2BS K ：アンカーボルト接合部の２次剛性 [N mm /rad]  

β：アンカーボルト接合部の剛性低減率 

  アンカーボルトのヤング係数低減率と同値(６章実験考察) 
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M

dt’

Fbc

柱断面図心

BSD
2

：アンカーボルト群最大引張耐力ancPtmax

：基礎コンクリート最大圧縮耐力Cmax

BSBFbc

Cmax



 

 

(6)終局曲げモーメント uM 及び塑性率 μの計算方法 

1) 接合部の復元力特性は、ビス接合部とアンカーボルト接合部各々について求めた M-θ曲線に関して、モーメント

を基準に回転角を足し合わせることで柱脚接合部の復元力特性とする。初期剛性、降伏曲げモーメント、最大曲げ

モーメントは、(3)～(5)より算出する。 

2) 各クライテリアの復元力特性に関し、ビス接合部はトリリニア型、アンカーボルト接合部の復元力特性はバイリニ

ア型の復元力特性とする。 

3) 終局回転角は最大曲げモーメントに達した時点での回転角とする。 

4) 1)～3)で求めた復元力特性を完全弾塑性モデルに近似し、各諸量を算出する。 

接合部の M-θ曲線と X 軸で囲まれた面積を S としたとき、初期剛性と面積が等しい台形の完全弾塑性モデルの終局

耐力 uM は、下式で求められる。 

 

2 2 2u cl BS u cl BS u cl BSM K θ K θ K S         [６.２.50] 

   11 1
cl BS cl BSK K K

 
    [６.２.51] 

cl BSK ：柱脚接合部の復元力特性における回転剛性 [Nmm/rad]  

uθ ：終局回転角 [rad]  

u

v

θμ
θ

  [６.２.52] 

v ：完全弾塑性モデルの全塑性回転角 [rad]  

u
v

cl BS

Mθ
K

  [６.２.53] 
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(7)設計用許容耐力に対する低減係数 αの算出 

 次項「(8)複合応力下での検討」では、接合部の主たる耐力要素について、ビス接合部では、集成材-鋼板間ビス接合部、

鋼板-鋼板間高力ボルト接合部、集成材、鋼板、アンカーボルト接合部では、アンカーボルト、基礎コンクリートについ

て、作用する応力が設計用許容耐力を超えないように設計することとなる。この際、本設計法では、接合部において集

成材の曲げによる脆性的破壊を生じる前に十分なエネルギー吸収能を発揮できることを担保するため、設計用許容耐力

に関して靭性能を考慮したものとすることとする。すなわち、降伏耐力に対して、最大耐力や靭性に応じた終局耐力が

乏しいような場合には低減率を乗じて許容耐力とすることを条件とする。 

 Fig. ６.２. 8 に設計用許容耐力算出フローを示す。接合部の復元力特性を３つの指標、降伏耐力、最大耐力、靭性に応

じた終局耐力によって評価し、その最小値を接合部の許容耐力とする。この耐力を基準曲げモーメント 0M と定義して

(2.54)式のように算出し、降伏耐力に対する比率を低減係数として(2.55)式のように算出し、耐力要素の降伏耐力に対し

て乗ずることで設計用許容耐力とする。尚、この低減係数は短期許容耐力に対してのみ適用され、その他、長期、中長

期、中短期においては 1 として扱うことする。 

 

0 max
2min[ 0 2 2 1 ]
3

y uM M , M , . μ M   [６.２.54] 

 0M ：基準曲げモーメント  

yM ：降伏曲げモーメント  

maxM ：最大曲げモーメント  

uM ：終局曲げモーメント  

μ：塑性率  

0

y

Mα
M

  [６.２.55] 

 

Fig. ６.２. 8 設計用許容耐力算出フロー 

  

316

接合部の許容耐力=基準曲げモーメント　　を(3)～(6)において算出する。M0

M0 = min[                                                 ]My Mmax
2
3 0.2 2 -1μ Mu, ,

接合部の降伏耐力　　に対する許容耐力　　の比率を低減係数　　としてM0My α

・　集成材-鋼板間ビス接合
・　鋼板-鋼板間高力ボルト接合
・　集成材
・　鋼板

の降伏耐力 α× My

M0=

=

設計用許容耐力

(8)複合応力下での検討



 

 

(8)複合応力下での検討 

Fig. ６.２. 9 に示すように設計応力を定義する。本接合部はその大きさを無視できないことから、各クライテリアに対

して負担するモーメントをそれぞれ算出して検討することとする。ここでは、任意形解析プログラムによる解析結果に

対して、ビス接合回転ばね入力位置の応力 M、N、Q を用いて、各クライテリアを検討するモーメントに換算すること

とする。 

 

以下に、計算に用いるモーメントを纏める。尚、軸力、せん断力についてはビス接合部、アンカーボルト接合部にお

いて一定とし、ビス接合回転ばね入力位置のものを用いる。 

① 
ビス接合部 

回転ばね入力位置 
_ screwM M [６.２.56] 

② 接合部境界 
2

_ face
lM M Q    [６.２.57] 

③ 
アンカーボルト接合部

回転ばね入力位置 
 _ face BSM M Q λ' l     [６.２.58] 

 _ screw _ face _ BSN N N N   [６.２.59] 

 _ screw _ face _ BSQ Q Q Q   [６.２.60] 

ここで、 

_ screwM ：ビス接合部回転ばね入力位置の曲げモーメント [Nmm]  

_ faceM ：接合部境界位置の曲げモーメント [Nmm]  

_ steelM ：鋼板-柱脚金物境界位置の曲げモーメント [Nmm]  

_ BSM ：アンカーボルト接合部回転ばね入力位置の曲げモーメント [Nmm]  

M：解析結果から抽出した曲げモーメント(ビス接合部回転ばね入力位置) [Nmm]  

N：解析結果から抽出した軸力(ビス接合部回転ばね入力位置) [N]  

Q：解析結果から抽出したせん断力(ビス接合部回転ばね入力位置) [N]  

l：x 軸方向の接合部長さ(材軸方向の最外縁ビス列の応力作用位置間の距離) (Fig. ６.２. 4) [mm] 

λ' ：ビス接合部回転ばね入力位置から鋼板-柱脚金物境界位置までの距離 [mm]  

BSl ：アンカーボルト接合部回転ばね入力位置から鋼板-柱脚金物境界位置までの距離 [mm] 

 

Fig. ６.２. 9 設計応力 
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ビス接合部回転ばね入力位置

アンカーボルト接合部回転ばね入力位置
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N_face
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N_BS
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鋼板-柱脚金物境界

= M = Q

= N

接合部境界

l
2

λ’

BSl

ビス接合部

アンカーボルト接合部



 

 

1) ビス接合部 

 ビス接合部のクライテリアは、①集成材-鋼板間ビス接合部、②木口めり込み、③高力ボルト接合部、④柱脚金物

付鋼板、⑤集成材に生じる作用応力が許容耐力以下であることを確認する。集成材の木口と柱脚金物の間で発生す

るめり込み応力は、モーメントと軸力の割合に応じて、(A)木口面めり込み無し、(B)木口面三角形めり込み、(C)木

口面全面圧縮台形めり込みの３つに分類される。各場合に対して、諸パラメータを決定し、応力を算出する。 

①集成材-鋼板間ビス接合部

a) 設計応力 

軸力，せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、ビス接合部に作用する応力は以下のよ

うに表現される。 

 

 

2
1

1 2

_ screw

i

xcl
i

_ screw
i

xcl

M
k y Y

K '
p

Mk x X
c K '

  
 
 
      

 [６.２.61] 

ここで、 

ip ： i 番ビス接合部の応力[N]  

xcl K ' ：複合応力下における集成材１枚の x 方向回転角に関するビス接合の回転剛性 [Nmm/rad] 

 
2

0

3
0

1 (A)
1

1 1 (B)
1 6 2

1 1 (C)
1 12

x y

BS
x x y e BScl

x y e BS

kI kI
c

DK ' kI kI k b Y D Y
c

kI kI k b D
c

  
          


  








 [６.２.62] 

 i ix , y ：i 番ビス接合部の位置座標 [mm]  

 X ,Y ：複合応力下におけるビス接合の回転中心座標 [mm]  

 
2

11 xclc K '
X

e kn


  [６.２.63] 

Y   

  

[６.２.64] 

13 2

1
1

0 0

16
6 1 23 0

2 2 2 2

BS
x y

BS BS BS BS

e e

DkI kI kn e
D D D kne D cY e Y Y

k b k b

                        
      

 [６.２.65] 

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

1

1
1 1

x ykI kI
c

e kn


  (A)

3 次方程式(.65)の解 (B)  

 

3
0

0 1

1 1
1 12

x y e BS

e BS

kI kI k b D
c
kn k b D e

  

 

 (C)  

 

318



 

 

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

n：柱材１枚のビス本数  

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2] 

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は材軸直交方向) [mm2]  

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

1e ：ビス接合回転ばね入力位置における軸力に対するモーメントの割合  

2e ：ビス接合回転ばね入力位置におけるせん断力に対するモーメントの割合  

1
_ screw

_ screw

Me
N


 

[６.２.66] 

2
_ screw

_ screw

Me
Q

  [６.２.67] 

 

＊木口面のめり込み状態(A)～(B)の場合分けの判別 

(A) 木口面めり込み無し： 1 10 e e '    

(B) 木口面三角形めり込み： 1 1e ' e , 1 1e e ''   

(C) 木口面全面圧縮台形めり込み： 1 1 0e '' e    

1

12
1

x y

BS

kI kI
ce '

kn D

     [６.２.68] 

 

3
0

1

0

1 12
1 12

x y e BS

e BS BS

kI kI k b D
ce ''

kn k b D D

      
 

 [６.２.69] 

 

b) 検定 

全てのビス接合部に作用する応力が設計用許容せん断耐力を下回ることとする。 

i ap α p   [６.２.70] 

 ここで、 

ip ： i番ビス接合の負担応力 [N]  

ap ：単位ビス接合部の許容せん断耐力 [N]   

 短期 中短期 中長期 長期   

 a s yp p  
1 6
2

a s y
.p p  

1 43
2

a s y
.p p  

1 1
2

a s y
.p p    

yp ：単位ビス接合部の降伏耐力 [N]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
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②木口めり込み

a) 設計応力 

軸力，せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、柱脚金物圧縮側において柱木口面に対

して発生する最大圧縮応力度 eσ は下式で算出される。但し、(A)木口面めり込み無しの場合については、圧縮応力度

は 0 である。 

0

0 (A)

(B),(C)
2 2

e
BS _ screw

xcl

σ D Mk Y
K '




     
 





 [６.２.71] 

ここで、 

eσ ： 柱木口面の最大圧縮応力度 [N/mm2]  

xcl K ' ：複合応力下におけるビス接合(集成材１枚)の x 方向回転角に関する回転剛性(式[６.２.62]) [Nmm/rad] 

Y：複合応力下におけるビス接合の回転中心の y 座標(式[６.２.64]) [mm] 

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]

 

b) 検定 

最大圧縮応力度が設計用許容圧縮応力度を下回ることとする。 

e wcaσ α f   [６.２.72] 

 ここで、 

eσ ：柱木口面の最大圧縮応力度 [N/mm2]  

wcaf ：集成材の許容圧縮応力度 [N/mm2]   

 短期 中短期 中長期 長期   

 wca s wcf f  
1 6
2

wca s wc
.f f  

1 43
2

wca s wc
.f f  

1 1
2

wca s wc
.f f    

s wcf ：集成材の許容圧縮応力度 [N/mm2]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
 

 

 

③高力ボルト接合部

a) 設計応力 

モーメント、軸力、せん断力の組合せ応力を受ける接合部において、i 番高力ボルトが負担する応力は下式で表現

される。柱材２枚は応力を等しく分配することから、１枚が負担する応力は半分となり、高力ボルト接合部に流れ

る。負担するモーメントは、集成材-鋼板間ビス接合を介して伝達するモーメント分のみであり、柱脚金物に直接流

れる分は減じられる。また、負担する軸力は、集成材に作用する軸力の半分に対して柱脚金物に直接流れる木口の

めり込み応力分の反力が加算されて作用する。負担するせん断力は、集成材に作用するせん断力の半分が作用する。

これらのことから次式で算出される。 

320



 

 

   22

i i ix n y qR R R R R     [６.２.73] 

 2

1
1

2

x y
i _ screwHTB

ix
xi clHTB

kI kIy McR
K 'r


   [６.２.74] 

 2

1
1

2

x y
i _ screwHTB

iy
xi clHTB

kI kIx McR
K 'r


    [６.２.75] 

2

0 1

0 1

1 (A)
2

1
12 21 (B)

2

11 (C)
2

_ screw

HTB

BS
e

_ screw

n
xcl HTB

e BS _ screw

xcl HTB

N
n

Dk b Y e
NR

K ' n

k b DYe N
K ' n





          
 
  
 

  
 







[６.２.76] 

1
2
_ screw

q

HTB

QR
n

  [６.２.77] 

ここで、 

iR ：高力ボルト接合部の i 番接合部に生じる作用力 [N]  

ixR ： 曲げモーメントによって i 番接合部に作用する材軸平行方向のせん断力 [N]  

iyR ： 曲げモーメントによって i 番接合部に作用する材軸直交方向のせん断力 [N]  

nR ：軸方向力によって i 番接合部に作用する材軸平行方向のせん断力 [N]  

qR ：せん断力によって i 番接合部に作用する材軸直交方向のせん断力 [N]  

HTBn：高力ボルト本数  

( )i iHTB HTBx , y ： 高力ボルト配置図心を原点とした i 番目の高力ボルトの位置座標 [mm]  

iHTB r ：高力ボルト群剛心からの i 番目の高力ボルトまで距離(式[６.２.17]) [mm]  

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]  

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は繊維直交方向) [mm2]  

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

   xcl K ' ：複合応力下におけるビス接合(集成材１枚)の x 方向回転角に関する回転剛性(式[６.２.62]) [Nmm/rad]

Y：複合応力下におけるビス接合の回転中心の y 座標(式[６.２.64]) [mm]  

 0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

 eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

 BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

 1e ：ビス接合回転ばね入力位置における軸力に対するモーメントの割合(式[６.２.66])  
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b) 検定 

全ての高力ボルトに作用する応力が設計用許容すべり耐力を下回ることとする。 

i baR α q   [６.２.78] 

ここで、 

baq ：高力ボルト 1 本当りの設計用許容すべり耐力  

 短期 中短期 中長期 長期   

 ba byq q  ba byq q  
1

1 5
ba byq q

.
  

1
1 5

ba byq q
.

    

byq ：単位高力ボルト接合部のすべり耐力 [Nｓ]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
 

 

 

④柱脚金物付鋼板

a) 設計応力 

モーメント、軸力、せん断力の組合せ応力を受ける接合部において、柱脚金物との境界位置の応力度は下式で表

現される。ビス接合回転ばね入力位置において、鋼板に流れるモーメントは、集成材-鋼板間ビス接合を介して伝達

するモーメント分のみであり、柱脚金物に直接流れる分は減じられる。一方、柱材が負担するせん断力は全て鋼板

に伝達するとともに、柱脚金物との境界までの距離分モーメントを増分する。負担する軸力は、柱脚金物に直接流

れる木口のめり込み応力分の反力が加算されて作用する。これらのことから次式で算出される。 

2

1
1

x y
_ screw

b _ steel

x scl

kI kI λ' Mcσ
K ' e Z

      
 
  

 [６.２.79] 

2

0 1

0 1

(A)

1
2 21 (B)

1 (C)

_ screw

s

BS
e

_ screw
n _ steel

x scl

e BS _ screw

x scl

N
A

Dk b Y e
Nσ

K ' A

k b DYe N
K ' A




          
 
  
 

 
 







 [６.２.80] 

1 5 _ screw
s _ steel

s

. Qσ
A

  [６.２.81] 

ここで、 

b _ steelσ ：鋼板の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

n _ steelσ ：鋼板の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

s _ steelσ ：鋼板の設計せん断応力度 [N/mm2]  

sZ ：鋼板の断面係数(TYPE-A の場合は１枚分、TYPE-B の場合は２枚分) [mm2]  
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sA ：鋼板の断面積(TYPE-A の場合は１枚分、TYPE-B の場合は２枚分) [mm2]  

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]  

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は繊維直交方向) [mm2]  

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

xcl K ' ：複合応力下におけるビス接合(集成材１枚)の x 方向回転角に関する回転剛性(式[６.２.62]) [Nmm/rad]

Y：複合応力下におけるビス接合の回転中心の y 座標(式[６.２.64]) [mm]  

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]  

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]  

1e ：ビス接合回転ばね入力位置における軸力に対するモーメントの割合 (式[６.２.66]) [mm] 

2e ：ビス接合回転ばね入力位置におけるせん断力に対するモーメントの割合(式[６.２.67]) [mm] 

 

b) 検定 

柱脚金物付鋼板に作用する設計応力度が許容応力度を下回ることとする。 

1b _ steel n _ steel

b _ steel n _ steel

σ σ
α f α f

 
 

 [６.２.82] 

1s _ steel

s _ steel

σ
α f


  [６.２.83] 

ここで、 

b _ steelf ：鋼板の許容曲げ応力度 [N/mm2]  

s _ steelf ：鋼板の許容せん断応力度 [N/mm2]  

n _ steelf ：鋼板の許容軸方向応力度 [N/mm2]  

 短期 中短期 中長期 長期   

  or b n _ steelf F   or b n _ steelf F   or 
1

1 5
b n _ steelf F

.
   or 

1
1 5

b n _ steelf F
.

    

 
3

s _ steel
Ff 

 3
s _ steel

Ff 
 

1
1 5 3

s _ steel
Ff

.


 

1
1 5 3

s _ steel
Ff

.


 
  

F ：鋼材種別に応じた F 値 [N/mm2]  

  α：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
 

 

 

⑤集成材

a) 設計応力 

モーメント、せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、集成材に生じる作用力は以下の

式による。柱材２枚は応力を等しく分配することから、１枚が負担する応力は半分となる。負担する曲げモーメン

トは、ビス接合を介して鋼板に応力伝達して木口端部に向かって減じていくことから、極大値をとる接合部境界位
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置について検討する。負担するせん断力は、ビス接合におけるモーメント伝達によって生じるパネルシアーと解析

結果のせん断力のうち大きい方について検討する。負担する軸力は、接合部境界位置の軸力について検討する。 

1
2

_ face
b _ glulam

wn

Mσ
Z

   [６.２.84] 

1 1 5 1 1 5max
2 2

_ screw _ face
s _ glulam

wn wn

. w M . Qσ ,
A l A
     

 [６.２.85] 

1
2

_ face
n _ glulam

wn

Nσ
A

   [６.２.86] 

  
0

1
y

xcl

kIw
c K '


 [６.２.87] 

   ここで、 

b _ glulamσ ：集成材の設計曲げ応力度 [N/mm2]  

s _ glulamσ ：集成材の設計せん断応力度 [N/mm2]  

n _ glulamσ ：集成材の設計軸方向応力度 [N/mm2]  

w：全負担モーメントに対する材軸直交方向応力によるモーメント比  

c：柱材１枚の材軸直交方向の回転角に対する材軸平行方向の回転角のせん断変形増加率 

xcl K ：複合応力下におけるビス接合(集成材１枚)の x 方向回転角に関する回転剛性(式[６.２.62]) [Nmm/rad] 

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm]  

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は材軸直交方向) [mm2]  

wnZ ：柱材１枚の正味断面係数 [mm3]  

wnA ：柱材１枚の正味断面積 [mm2]  

 

b) 検定 

集成材に作用する設計応力度が許容応力度を下回ることとする。 

1b _ glulam n _ glulam

b _ glulam n _ glulam

σ σ
α f α f

 
 

 [６.２.88] 

1s _ glulam

s _ glulam

σ
α f


  [６.２.89] 

ここで、 

b _ glulamf ：集成材の許容曲げ応力度 [N/mm2]  

 s _ glulamf ：集成材の許容せん断応力度 [N/mm2]  

 n _ glulamf ：集成材の許容軸方向応力度 [N/mm2]  

 短期 中短期 中長期 長期   

 X _ glulam Xf f  
1 6
2

X _ glulam X
.f f  

1 43
2

X _ glulam X
.f f  

1 1
2

X _ glulam X
.f f    

Xf  (X=b, s, n)：基準許容応力度 [N/mm2]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
 

324



 

 

2) アンカーボルト接合部 

 アンカーボルト接合部のクライテリアは、①アンカーボルト、②基礎コンクリートに生じる作用応力が許容耐力

以下であることを確認する。 

モーメントと軸力に対して、各クライテリアの応力を算出する力学モデルは、平面保持を仮定し、引張側及び圧

縮側のアンカーボルト群をそれぞれその剛心位置において仮想的に１本に集約しボルトによって引張応力に、基礎

コンクリートによって圧縮応力に抵抗する機構とする。モーメントと軸力の割合 eに応じて変動する中立軸の位置

によって、引張側アンカーボルト及び圧縮側アンカーボルト、基礎コンクリートについて、Fig. ６.２. 10 に示す(ⅰ)

～(ⅴ)の応力状態に場合分けされる。eによって応力状態の判別を行い、諸パラメータを決定し、アンカーボルト及

び基礎コンクリートの負担応力を算出する。 

せん断力については、引張軸力を負担する、あるいは、基礎コンクリートとの接触面における摩擦抵抗を負担せ

ん断力が上回る場合には、全アンカーボルトが同一のせん断力を負担するとして負担せん断力を算出する。一方、

圧縮軸力を負担し、且つ、基礎コンクリートとの接触面における摩擦抵抗が負担せん断力を上回る場合には、アン

カーボルトはせん断力を負担しないものとする。 

 

 

Fig. ６.２. 10 アンカーボルト接合部の応力状態の判別 
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dt’
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BSD

2

xn

：引張側アンカーボルト群引張応力T

C

( i ) BSD - dt’dt’ ≤ xn ≤

：基礎コンクリート圧縮応力C

T

dt’

dt’

BSD
2
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C

( iv ) BSD - dt’ ≤ xn ≤ BSD

dt’ dt’

BSD
2

xn

C

( v ) ≤ xnBSD

dt’

：圧縮側アンカーボルト群引張応力T2

AN：中立軸
AC：図心軸

dt’：柱脚金物縁からアンカーボルトまでの距離
BSD：柱脚金物長さ
xn ：柱脚金物圧縮縁から中立軸までの距離



 

 

 

①アンカーボルト

a) 設計応力 

軸力，せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、引張側アンカーボルト群について１本

当りに作用する引張応力及びせん断応力は以下のように表現される。 

b _ ancp   

 

[６.２.90] 

b _ ancq   

 

[６.２.91] 

ここで、 

b _ ancp ：引張側アンカーボルト群の１本あたりの設計引張応力 [N]  

b _ ancq ：：引張側アンカーボルト群の１本あたりの設計せん断応力 [N]  

e：アンカーボルト接合部におけるモーメントに対する軸力の割合 [mm]  

_ BS

_ BS

Me
N

 [６.２.92] 

anc tn ：引張側アンカーボルト群の本数  

ancn：アンカーボルトの本数  

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 10) [mm]  

td ' ：引張側柱脚金物縁から引張側アンカーボルト群までの距離(Fig. ６.２. 10) [mm] 

nx ：複合応力下における柱脚金物圧縮側縁から中立軸までの長さ(Fig. ６.２. 10、式[６.２.93]) [mm] 

0_ BSN  または _ BSQ μC の場合 
_ BS

anc

Q
n

0_ BSN  且つ _ BSQ μC の場合 0  

 

2 3

3

BS n

_ BS

n anc t
BS t

D xe N
x nD d '

 


 
( i )

 
2

2 3

2
2 2 2 3

BS n
BS t n

_ BS

anc tBS BS BS n
t n

D xe D d ' x
N
nD D D xd ' x

     
  

              
      

 ( ii )  

2
2

BS t n

_ BS

BS anc t
n

D d ' x
N

D nx

 


  
 

 ( iii )  

0  ( iv )  

0  ( v )  
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nx   

 

[６.２.93] 

  3 2 63 ' ' 0
2 2
BS e anc t BS

n n t n BS t
BS

D n a Dx e x e d x D d
B
                

    
 [６.２.94] 

2
3 2 123 ' 0

2 2 2
BS e anc t BS BS

n n n t
BS

D n a D Dx e x e x d
B

                    
       

 [６.２.95] 

C：基礎コンクリートの負担する圧縮応力(式[６.２.96]) [N]  

C   

 

[６.２.96] 

 

b) 検定 

アンカーボルトに作用する応力が許容耐力を下回ることを確認する。アンカーボルトがせん断応力を負担する場

合には 2 次の検定式を用いることとし、アンカーボルトがせん断応力を負担しない場合には１次の検定式を用いる。 

2

3

BS
t

_ BS

n
tBS

De d '
N

xd 'D

   
  
 

( i )

2

2

2 2

2 2 2 3

BS BS
n t

_ BS

BS BS BS n
t n

D De x d '
N

D D D xd ' x

        
    

           
    

 ( ii )  

0  ( iii )  

_ BSN  ( iv )  

_ BSN  ( v )  

 

３次方程式(.94)の解 ( i )

３次方程式(.95)の解 ( ii )  

2

1
2 2

BS BS
t

D D d '
e
   
 

 ( iii )  

3
2
BSD e  

 
 ( iv )  

1
2 6
BS BSD D

e
  
 

 ( v )  
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0_ BSN  または _ BSQ μC の場合 
2 2

1b _ anc b _ anc

anc ba anc ba

p q
α p α q

   
        

 [６.２.97] 

0_ BSN  且つ _ BSQ μC の場合 
1b _ anc

anc ba

p
α p


  [６.２.98] 

ここで、 

anc ap ：アンカーボルトの許容引張耐力 [N]  

 anc aq ：アンカーボルトの許容せん断耐力 [N]  

 短期 中短期 中長期 長期   

 anc ba anc byp p  anc ba anc byp p  
1

1 5
anc ba anc byp p

.
  

1
1 5

anc ba anc byp p
.

    

 anc a anc yq q anc a anc yq q 1
1 5

anc a anc yq q
.


1

1 5
anc a anc yq q

.
   

anc byp ：アンカーボルトの降伏引張耐力 [N]  

 anc by anc e anc yp A F  [６.２.99]

anc byq ：アンカーボルトの降伏せん断耐力 [N]  

 
3

anc y
anc by anc e

Fq A  [６.２.100] 

anc yF ：アンカーボルトの F 値 [N/mm2]  

anc eA ：アンカーボルトの有効断面積(式[６.２.28]) [mm2]  

   ：短期許容耐力に対する低減係数(式[６.２.55]) 

    長期、中長期、中短期においては 1   
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②基礎コンクリート

a) 設計応力 

軸力，せん断力、曲げモーメントの組合せ応力を受ける接合部において、圧縮側基礎コンクリートについて柱脚

金物圧縮側縁位置において発生する最大圧縮応力度は下式で算出される。 

cσ   

 

[６.２.101] 

ここで、 

cσ ：複合応力下における圧縮側基礎コンクリートの最大圧縮応力度 [N/mm2]  

e：アンカーボルト接合部におけるモーメントに対する軸力の割合 [mm]  

BSD ：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 10) [mm]  

td ' ：引張側柱脚金物縁から引張側アンカーボルト群までの距離(Fig. ６.２. 10) [mm] 

nx ：複合応力下における柱脚金物圧縮側縁から中立軸までの長さ(式[６.２.93]) [mm] 

 

b) 検定 

基礎コンクリートに作用する圧縮応力度が許容応力度を下回ることを確認する。 

1c

ca

σ
α f




 [６.２.102] 

ここで、 

caf ：基礎コンクリートの許容圧縮応力度 [N/mm2]  

 短期 中短期 中長期 長期   

 
2
3

ca cf F  
2
3

ca cf F  
1
3

ca cf F  
1
3

ca cf F    

cF ：コンクリートの圧縮強度 [N/mm2]  

2
2

3

BS
t

_ BS

n
BS n BS t

De d '
N

xBx D d '

     
   

   
 

( i )  

2

2

2
22

2 2 3

BSBS
tn

_ BS

BS BS n
BS n t n BS

DDe d 'x
N

D D xBx d ' x D

               
              
      

 ( ii )  

0  ( iii )  

2
_ BS

BS n

N
Bx

   ( iv )  

2

n

_ BS

BS
BS BS n

x
N

DB D x


  
 

 ( v )  
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＊応力状態( I )～( v )の場合分けの判別

( i ) t n BS td ' x D d '    ⇔ 4 1e g , g e    

( ii ) 0 n tx d '   ⇔ 2 1g e g    

( iii ) 0nx   ⇔ 20 e g    

( iv ) BS t n BSD d ' x D    ⇔ 4 3g e g    

( v ) BS nD x  ⇔ 3 0g e    

ここで、 
2

2

1

2

4
2 2 3

4
2

e t BS BS t
t t

BS

e t BS
t t

BS

n a D D d 'd ' d '
Bg

na D d ' d '
B

        
   

   
 

 [６.２.103] 

2

2
2

2

BS
t

BS

D d '
g

D

  
 

 
[６.２.104] 

3

6
BSDg    [６.２.105] 

4

6 3
BS tD d 'g     

 
 [６.２.106] 
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【解説】 

 本指針では、鋼板ビス留めモーメント抵抗接合部を用いた柱脚接合部について、設計式を示した。モーメント抵抗

接合部の設計法については実験等に基づいて決定した。 

 

(1)基本事項 

 柱脚接合部は、木口面における柱脚金物とのめり込みを含めた集成材-鋼板間ビス接合によるビス接合部と柱脚金物

を留め付けるアンカーボルト接合と基礎コンクリートのめり込みによるアンカーボルト接合部の組合せである。柱脚

金物の仕様の違いによって、TYPE-A と TYPE-B の２種類がある。柱脚金物に対して鋼板１枚が接合して、その鋼板に

対してもう一方の鋼板が取りついているタイプが TYPE-A である。柱脚金物が２分されて、両方の広範囲取りつくタ

イプが TYPE-B である。TYPE-A は、ビス接合部から伝達する応力を鋼板１枚分の断面で伝達することとなる。力学モ

デルを明確にするために、ビス配置及び高力ボルト配置は対称であることを条件とした。すなわち、ビス群と高力ボ

ルト群の図心は一致していなければならない。また、２枚の鋼板におけるビス接合の配置の仕様は同様としなければ

ならない。また、モデル化をするにあたり、ビス接合に関してはビス配置図心及び高力ボルト配置図心を原点、材軸

平行方向を x 軸(下向きを正)、材軸直交方向を y 軸とする左手系の座標を定義することとする。アンカーボルト接合

部に関しては柱脚金物圧縮側縁を原点とする座標を定義することとする。外力の作用する方向は、モーメントは時計

回りの方向を正、せん断力はモーメントを正に増分する方向を正、軸力は引張方向を正とする。 

 

(2)モデル化 

 ビス接合部をモデル化する場合、鋼板-鋼板間の高力ボルト接合部のせん断面のすべり変形と鋼板の曲げ変形は微小

であり無視できるものと仮定し、集成材-鋼板間ビス接合のすべりと木口面のめり込みを変形要素とする。集成材-鋼板

間ビス接合について、ビスのせん断特性は単位ビス接合部の実験結果よりせん断性能の繊維方向に対する応力方向に

応じた異方性はばらつきに含まれる程度であったため、各方向に対し異方性は考慮せず一様であるものと仮定してい

る。尚、単位ビス接合の復元力特性は実験結果に基づきトリリニア型に近似している。また、接合部の強度実験結果

より、鋼板に対する回転角が材軸直交方向よりも材軸平行方向に大きくなる傾向が認められ、集成材のせん断変形が

原因と考えられたため、この変形を考慮している。集成材木口面の柱脚金物に対するめり込みについては、その応力

が集成材のせん断変形を含む回転によって柱脚金物と幾何学的に重なり合う領域において発生し、めり込み起点から

の距離に比例するものと仮定している。この仮定に基づけば最大圧縮応力度は柱脚金物縁において生じるが、この応

力度が集成材の基準圧縮強度の 2/3 に達した時を降伏と定義している。また、降伏耐力以降もその抵抗機構は変化し

ないものと仮定して、ビス接合部は塑性後の挙動を解析している。高力ボルト接合については、そのすべり変形は無

視できるものと仮定し、耐力は鋼構造接合部設計指針に準拠して算定するものとする。柱脚金物付鋼板については、

曲げ変形は無視できるものと仮定し、縁ひずみ度が使用鋼板の F 値に達した時点を降伏耐力、全断面が使用鋼板の終

局強度に達した時点を終局耐力とする。柱材２枚は応力を等しく分配するものと仮定し、等しく変形を生じるものと

仮定する。言い換えれば、ある変形に対する柱材１枚の負担応力を 2 倍したものが接合部負担応力となるものとする。 

アンカーボルト接合部をモデル化する場合、鋼構造接合部設計「露出柱脚の設計」に準じてモデル化を行うことと

している。尚、TYPE-A は、鋼板一枚が柱脚金物に接合されていることによりアンカーボルト接合断面の図心に対して

幅方向に僅かに応力作用位置がずれるが、これによる影響は無視できるものと仮定する。TYPE-B は柱脚金物が分離し

ているが等しく応力を分配するものと仮定する。 
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(3)回転剛性の計算 

1)ビス接合部の回転剛性 

 上記仮定に基づけば、ビス接合の柱材 1 枚において集成材-鋼板間ビス接合における i 番接合及び位置 y における

めり込み応力は下式で表現される。 

 
   

 
   

2 22 2

2 22 2

i x

i

i x i y

i

i y

i

i x i y

y Y θ
p

y Y θ x X θ
p

x X θ
p

y Y θ x X θ

 
 
   
 

 
 
    

[６.２.107] 

 0

( )
0

y

c

k y Y θ
σ y

   
   
   

[６.２.108] 

ここで、 

ip ：集成材 1 枚の i 番ビス接合における負担応力 [N]  

ip   

 

[６.２.109] 

   2 22 2
i i x i yδ y Y θ x X θ    ：i 番接合位置における集成材-鋼板間のすべり変位 [６.２.110] 

k：単位ビス接合部の初期剛性 [N/mm]  

2k ：単位ビス接合部の 2 次剛性 [N/mm]  

yp ：単位ビス接合部の降伏耐力 [N]  

yδ ：単位ビス接合部の降伏変位 [mm]  

up ：単位ビス接合部の終局耐力 [N]  

pδ ：単位ビス接合部のみかけの全塑性変位 [mm]  

uδ ：単位ビス接合部の終局変位 [mm]  

( )cσ y ：位置 y におけるめり込み応力 [N/mm2]  

xθ ：ビス接合の x 方向(材軸平行方向)の回転角 [rad]  

yθ ：ビス接合の y 方向(材軸平行方向)の回転角 [rad]  

0k ：木材のめり込み剛性(式[６.２.8]) [N/mm3]  

( )i ix , y ：集成材-鋼板間ビス接合の i 番接合具の位置座標 [mm]  

( )X ,Y ：ビス接合の回転中心の位置座標 [mm]  

 

モーメントのみ負担時における応力状態について回転剛性を求める。柱１材について仮定力学モデルを Fig. ６.

２. 11 に示す。まず、x 方向の力のつり合い条件より回転中心 0 0( )X ,Y を算出する。力のつり合い条件より以下２式

を得る。 

ｘ方向の力のつり合い：
 

   
 0

0

0 0
2 21 2 2 2

0 0

0 BS

i xn Y
i e xD

i
i x i y

y Y θ
p k b y Y θdy

y Y θ x X θ


 


    
  

 [６.２.111] 

0≦ iδ ＜ yδ  ik δ
yδ ≦ iδ ＜ vδ   2y i yp k δ δ    

vδ ≦ iδ ＜ uδ  up  

uδ ≦ iδ  0  
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y 方向の力のつり合い：
 

   
0

2 21 2 2
0 0

0
i xn

i
i

i x i y

x X θ
p

y Y θ x X θ



 

  
 [６.２.112] 

 
Fig. ６.２. 11 回転剛性算出時の仮定力学モデル 

 

式[６.２.109]及び式[６.２.110]より下式のように整理できる。 

ｘ方向の力のつり合い：    0
0 0 0

1 2

0 BS

n Y
i x e xD

i
k y Y θ k b y Y θdy


        [６.２.113] 

y 方向の力のつり合い：  0
1

0
n

i x
i
k x x θ


    [６.２.114] 

⇔ 

ｘ方向の力のつり合い：  
2

0 0 0
10
2 2

BS
i e

Dkn y Y k b Y     
 

 [６.２.115] 

y 方向の力のつり合い：  00 ikn x X    [６.２.116] 

いま、 ( )i ix , y はビス配置図心の位置座標であり、この位置を原点としているから更に以下のように整理できる。 

ｘ方向の力のつり合い：
2

0 0 0
10
2 2

BS
e
DknY k b Y     

 
 [６.２.117] 
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0

M

0

y

x

∑N 
：めり込み応力

∑pi 
：ビス接合応力

回転中心

集成材

柱脚金物

（剛体仮定）

x

y
回転中心

x

y
be

(　　)

θx

θy

(= θy + γ )

( 0 , Y0 )

0

ビス接合応力

xiYyi - )( θx xi+Δxi

yi+Δyi yi

xiθy

( 0 , Y0 )

- piy xi θyk=

pix Y0yi - )( θxk=

めり込み応力

θx

Y0

hw：集成材せい

BSD：柱脚金物長さ
hw<

be

Y0-y+ )( θx

Y0-y+ )( θxk0 dy

番ビス接合i

y

[-       , Y0] 区間めり込み応力

：ビス接合部長さl
( 最外ビス列間距離 )

beλ’

BSD
2



 

 

y 方向の力のつり合い： 00 knX  [６.２.118] 

式[６.２.117]より 0Y を算出する。 
2

0 0 0

2

0 0 0

0 0

2

0

0 0 0

2 2

0

0 0

0

0

10
2 2

0 2 2
2 2 2

2
2 2

2 2 2

21
2

BS
e

BS BS BS

e e

BS BS

e e e

BS BS BS

e e

BS

e BS

DknY k b Y

D kn D kn DY Y Y
k b k b

D kn kn kn DY
k b k b k b

D kn D kn DY
k b k b

D knY
k b D

     
 

            
   

        
 

                
     

    


2

0

21 1
e BS

kn
k b D

                  

 

仮定力学モデルにおいて回転中心は柱脚金物より内側にあるから、 0 2BSY D  が条件であることより、 0Y は下

式で算出されることとなる。 

2

0

0 0

2 21 1 1
2

BS

e BS e BS

D kn knY
k b D k b D

                       

[６.２.119] 

式[６.２.118]より 0X はビス群のみの負担する力のつり合いとなるため図心位置からずれない。 

0 0X   [６.２.120] 

  以上に回転中心の位置座標の算出方法を示した。 

次に、回転剛性の算出方法を示す。回転中心まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 
 

 

     

0

0

0 0 00 0

1 20 00

2 2 2

0 0 0 0
1 1 2

0
0

BS

BS

i x e xin Y
D

i
i i y

n n Y
i x i y e x yD

i i

k y Y θ k b y Y θdyx X λ' X
M

y Y y Yk x X θ

M k y Y θ k x X θ k b y Y θd



 

 

  

         
                    

       
 

[６.２.121] 

いま、ビス群について 

         
      

 

2 22

0 0 0
1 1

2 2

0 0
1

2

0

2

2

n n

i i i i i i i
i i

n

i i i i i i
i

x i

y Y y y y Y y y y Y

y y n y Y y y n y Y

I n y Y

 



 



       

      

  
 

[６.２.122] 

   22

0 0
1

n

i y i
i
x X I n x X


    

 
[６.２.123] 

ここで、 

xI ：集成材-鋼板間ビス接合の x 軸に関するビス配列２次モーメント [mm2]  

 2

1

n

x i i
i

I y y

   [６.２.124] 
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yI ：集成材-鋼板間ビス接合の y 軸に関するビス配列２次モーメント [mm2]  

 2

1

n

y i i
i

I x x

   [６.２.125] 

以上より、式[６.２.121]はビス配置図心が原点に一致することと 0 0X  を用いて下式のように整理される。 

3

2
0 0 0

1
3 2

BS
x x y y x e x

DM kIθ kIθ knY θ k b Y θ      
   

[６.２.126] 

更に、x 方向の力のつり合い条件式[６.２.117]を用いれば下式のように整理される。 

 
2

0 0 0
1
6 2

BS
x x y y e BS x

DM kIθ kIθ k b Y D Y θ      
   

[６.２.127] 

回転角が x 方向と y 方向で異なるのは集成材がせん断変形しているためであり、幾何学的関係から各方向の回転

角の間には次式が成立する。 

x yθ θ γ   [６.２.128] 

モーメント伝達による集成材のせん断変形の影響は Fig. ６.２. 12 に示す力学モデルを仮定して考慮する。接合部

における集成材は、せん断変形のみ生じると仮定して、４隅がピン接合されたパネル枠とその内部にせん断剛性 wG

を持つパネルが嵌ったモデルとする。ビスやめり込みによる応力は、接合部において内側にも分布しているが外側

の応力が支配的であるため、伝達するモーメントと等価となるようなパネル枠の位置において作用する応力に単純

化している。ｘ方向、y 方向の各方向応力による伝達モーメント xM、 yM は、各方向の回転角を用いて表現される

が、それは式[６.２.127]を見れば以下の 2 式である。 

 
2

0 0 0
1
6 2

BS
x x x e BS x

DM kIθ k b Y D Y θ     
   

[６.２.129] 

y y yM kI θ  [６.２.130] 

 この応力を用いてパネル枠に作用する応力を表わせば、応力作用位置間の距離で除した xM h及び yM l となる。 

パネルをせん断変形させるせん断力を求めるにあたって、パネル枠に嵌ったパネルを切り出して考える。パネル

に作用するせん断力に関して、x 方向、y 方向のせん断力 p xQ 、 p yQ の間にはモーメントのつり合い条件より以下の

関係式を得る。 

0 p x p yQ h Q l     [６.２.131] 

 パネル枠には、モーメントに対して釣合う応力に加えて、このパネルに作用するせん断力の反力が作用する。仮

想仕事の原理より、各方向について以下の２式を得る。 

0 x
p x

MM Q h
h

     
   

[６.２.132] 

0 y
p y

M Q l
l

     
   

[６.２.133] 

 式[６.２.133]を見れば、パネルに作用する y 方向のせん断力は、全体のモーメントのうちの y 方向応力によるも
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のを接合部長さで割ったものと等価であることが分かる。言い換えれば、y 方向応力によるモーメント伝達によっ

て生じるせん断力がパネルをせん断変形させている。 

式[６.２.129]～式[６.２.133]を用いて、パネルに作用するせん断力を求める以下の２式となる。 

y
p x y

kIQ θ
h


 

[６.２.134] 

y
p y y

kIQ θ
l


 

[６.２.135] 

集成材幅を b とすれば、せん断変形角 γは下式で表現される。  

y
y

w

kIγ θ
κGbhl


 

[６.２.136] 

ここで、κは矩形断面のせん断変形補正係数である。集成材の断面積 wA bh を用いて表しなおせば、下式を得る。 

y
y

w w

kIγ θ
κGA l


 

[６.２.137] 

 式[６.２.128]に代入して、整理すると以下のように表わされる。 

1 y
x y

w w

kIθ θ
κGA l

   
   

[６.２.138] 

 上式において、 y w wkI κG A lは集成材のせん断変形による y 方向回転角に対する x 方向回転角の増加率である。 

y

w w

kIc
κGA l


 

[６.２.139] 

上式のように定義して、式[６.２.127]を y 方向回転角について纏めると以下のように表現される。 

     
2

0 0 0
11 1
6 2

BS
x y e BS y

DM c kI kI c k b Y D Y θ
           

     
[６.２.140] 

 すなわち、y 方向回転角に関する回転剛性は下式で表現される。 

     
2

0 0 0
11 1
6 2

BS
x y e BScl

DK' c kI kI c k b Y D Y        
   

[６.２.141] 

 上式は、ビス配列極２次モーメントとして p x yI I I  を用いて整理すれば式[６.２.2]のように表される。 

ここで示す解法における力学モデルにおいて、x 方向、y 方向の回転角は集成材のせん断変形を伴うため異なる。

任意形解析ソフトを用いて変形解析を行う場合、架構における柱梁部材をモデル化した線材に対して連結する、接

合部をモデル化した回転ばねについて、その回転角は断面の回転角に関するものとするべきである。そのため、y

方向回転角に関する回転剛性として示した式[６.２.141]を、x 方向回転角に関する回転剛性にするために1 c で除

して、柱２枚分の剛性とするために２倍したものがビス接合部の回転剛性となり下式で表現される。 

  1

2 1cl clK c K'


     [６.２.142] 
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2)アンカーボルト接合部の回転剛性 

鋼構造接合部設計指針の「露出柱脚の設計」に準拠するため、解説は割愛する。 

Fig. ６.２. 12 集成材せん断変形考慮力学モデル 

 

(4)降伏曲げモーメントの計算 

1) ビス接合部の降伏曲げモーメント 

降伏のクライテリアは、①集成材-鋼板間ビス接合部のせん断、②木口めり込み、③高力ボルト接合部のせん断、

④柱脚金物付鋼板の曲げ、⑤集成材のパネルシアーとしている。 

① 成材-鋼板間ビス接合部

集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメントは、回転中心からの距離が最も遠い位置の接合具が降伏耐力に到

達した時点とする。モーメントのみ負担時の応力状態において、i 番接合具位置の変位は式[６.２.110]を用いれば下

式で表現される。 

 2 2 2 2
0i i x i yδ y Y θ x θ  

 
[６.２.143] 

式[６.２.138]、式[６.２.139]、式[６.２.96]を用いて x 方向回転角について整理すると下式で表現される。 
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0

M

y

x x

Mx

x

y y

My

Mx

h

Mx

h

pQy

pQy

pQx pQx Gw pQxpQx

pQy

pQy

My

l

My

l

M

方向応力x 方向応力y

パネルパネル枠

x

x

y y

h

l

My

l

My

l

Mx

h

Mx

h

h：柱せい

l：最外ビス列間距離

：伝達外力 x成分

：伝達外力 y成分

集成材縁に集約した
x 方向応力

最外ビス列に集約した
y 方向応力



 

 

   2 2 2
0 1i i i xδ y Y c x θ

   
 

[６.２.144] 

i 番接合具位置の変位は、集成材がせん断変形を生じない場合、各方向の回転角が同一であるため単純に回転中心

からその位置座標までの距離に比例するが、集成材のせん断変形を考慮した場合、各方向の回転角が異なるため、

見かけ上の回転中心からの距離が前者と異なるため位置座標までの距離に比例しない。せん断変形を考慮したその

距離は、式[６.２.144]において下式で表現される。 

   2 2 2
0 1i i ir ' y Y c x



   
 

[６.２.145] 

この距離が最も大きい接合具位置において最も早く降伏するから、接合部の降伏回転角は下式で算出される。 

max[ ]
y

y _ screw

i

δθ
r '


 

[６.２.146] 

この時点のモーメントすなわち集成材-鋼板間ビス接合部の降伏曲げモーメントは下式で表現される。 

y _ screw y _ screwclM K θ   [６.２.147] 

  

②木口めり込み

 最大圧縮応力度は、Fig. ６.２. 13 に示すように三角形分布を仮定していることから回転中心から最も遠い位置の

柱脚金物圧縮側縁において発生しており、木材の単位長さあたりのめり込み剛性を 0k とおけばそれは下式で表現さ

れる。 

0 0

2
BS

wc x

Dσ k Y θ   
   

[６.２.148] 

 この圧縮応力度が、集成材の基準圧縮応力度 cF の 2/3 に達した時点をめり込みの降伏として定義する。このとき

の回転角は下式で表現される。 

 0 0

2 3
2

wc
y _ e

BS

Fθ
k D Y





 

[６.２.149] 

  この時点のモーメントすなわち木口めり込みによる降伏曲げモーメントは下式で表現される。 

y _ e y _ eclM K θ   [６.２.150] 
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Fig. ６.２. 13 集成材木口の三角形めり込み 

③高力ボルト

 ビス接合部の曲げモーメントをアンカーボルト接合部に伝達する過程において、一旦柱脚金物の曲げモーメント

に変換される。柱材２材は応力を等しく分配するという前提において、TYPE-B の場合には、２材の柱材におけるビ

ス接合部の負担モーメントがそれぞれ、各々の鋼板に接合された柱脚金物の曲げモーメントに変換されるため、鋼

板-鋼板間にせん断力は伝達しない。一方、TYPE-A の場合には、２枚の柱材におけるビス接合部の負担モーメント

のうち、柱脚金物付鋼板の方は直接変換されるが、もう片側の鋼板の方は柱脚金物付鋼板に対して高力ボルト接合

を介して変換されるため、鋼板-鋼板間にせん断力が伝達する。但し、TYPE-B においても、2 枚の柱材のうち一方

の負担モーメントが著しく大きくなった場合には、負担モーメントの差分だけ鋼板-鋼板間にせん断力が伝達するこ

ととなる。こういった場合も考慮するものとして、いずれの仕様についてもクライテリアに含めることとする。 

鋼板-鋼板間のせん断力は、Fig. ６.２. 14 に示すように集成材が負担するモーメントがビス接合を介して伝達する

ことによって発生する。このとき、木口面のめり込みによる応力は直接柱脚金物に流れるため、この分のモーメン

トは伝達しない。但し、鋼板に対してビス接合を介して伝達する応力は、モーメントに加えてめり込みの反力分の

引張軸力が作用した曲げ+引張の応力状態となるため、回転中心がビス配置図心からずれている。当然、この応力に

抵抗する高力ボルト接合において、i 番接合具の負担応力は剛心位置からの距離に比例するのではなく、引張応力分

ずれた位置からの距離に比例することとなる。この位置を高力ボルト接合の回転中心と定義する。 

ビス接合を介して伝達する応力は、式[６.２.107]の符号が正負逆になるから下式で表現できる。 

 0i x

i

i y

k y Y θ
p

kxθ

  
    

   
[６.２.151] 

位置座標  i iHTB HTBx , y における i 番高力ボルトの負担応力は、回転中心座標  0 0HTB HTBX , Y からの距離に比例するが、

その距離は下式で表現される。 

   2 2

0 0i i iHTB HTB HTB HTB HTBr x X y Y   
 

[６.２.152] 

i 番高力ボルトの負担応力 iHTB p は下式で表現できる。 

0

0

iHTB HTB
iHTB

HTB i
iHTB

iHTB HTB
iHTB

HTB i

y Y p
r 'p
x X p
r '

  
 

   
   

[６.２.153] 

ここで、 
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0

x

y
be

θx

Y0

hw：集成材せい

BSD：柱脚金物長さ

be

Y0-y+ )( θx

Y0-y+ )( θxk0 dy
y

[-             , Y0]区間めり込み応力

be

BSD
2



 

 

 
max

max
iHTB

i iHTB HTB
iHTB

r '
p p

r '
   

 
[６.２.154] 

以上に定義した作用応力を用いて、鋼板に関する力のつり合い条件より以下の２式を得る。 

  0
0

1 1
0

HTBn n iHTB HTB
i x iHTBi i

iHTB

y Yk y Y θ p
r ' 

 


   
 

[６.２.155] 

0

1 1
0

HTBn n iHTB HTB
i y iHTBi i

iHTB

x Xkxθ p
r ' 

 


  
 

[６.２.156] 

⇔  

   0 0

max
0

max

iHTB
i x iHTB HTB HTB

iHTB

p
kn y Y θ n y Y

r '

       
    

[６.２.157] 

 0

max
0

max

iHTB
i y iHTB HTB HTB

iHTB

p
knxθ n x X

r '

     
    

[６.２.158] 

 ビス配置図心座標 ( )i ix , y 及び高力ボルト図心座標 ( )i iHTB HTBx , y は原点に一致するから、下式のように整理される。 

0 0

max
0

max

iHTB
x HTB HTB

iHTB

p
knY θ n Y

r '

    
    

[６.２.159] 

0

max
0

max

iHTB

HTB HTB
iHTB

p
n X

r '

   
    

[６.２.160] 

 また、原点まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 
0

0

1 1
0

0
HTB

i HTBHTB
iHTB

ii xin n iHTB HTB

i i
i i ii y HTB HTBHTB

iHTB
iHTB

Yy p
xk y Y θx r

y y x Xkxθ p
r

 
 

 
                          
   

[６.２.161] 

⇔  

     

   

0

0

1 1

0

max

max
0

max

max

HTB

iHTB
i HTBHTB

iii xin n HTBHTB

i i
i ii y iHTB HTB

i HTBHTB
iHTB

p
Yy

r 'xk y Y θx
y ykxθ p

x X
r '

 
 

    
      

                       
   

[６.２.162] 

⇔  

    
    2 2 2 2

0 0 0
1 1

max
0

max
HTBin nHTB

i y i i x i i i iHTB HTBHTB HTB HTB HTBi i
iHTB

p
kx θ k y Y y θ x X x Yy y

r 
 

        
 

[６.２.163] 
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④柱脚金物付鋼板

Fig. ６.２. 15 に示すように、柱材２枚の負担モーメントが柱脚金物の曲げモーメント変換されるとき、取りつく

鋼板の負担モーメントが最大となるのはその境界位置においてである。TYPE-A の場合にはこの位置における断面は

鋼板一枚分であり、TYPE-B の場合には２枚分である。この位置の断面が負担する曲げモーメントは集成材-鋼板間

ビス接合を介して伝達する応力によるものであり、木口面のめり込みによる応力は直接柱脚金物に流れるためこの

分のモーメントは低減される。但し、このめり込み反力分の引張軸力によって、境界位置の断面は曲げ+引張の応力

状態となる。鋼板-柱脚金物境界における鋼板の断面(断面係数： sZ 、断面積： sA )に作用する曲げモーメント steelM と

軸力 steelN を、力・モーメントのつり合い条件より算出する。式変形は「③高力ボルト」に詳しく展開しているので、

ここでは割愛する。ビス接合を介して伝達する応力は、式[６.２.151]に示す通りである。力のつり合い条件より下

式を得る。ここで、鋼板の断面が負担する応力は柱２枚分であることに注意する。 

 0
1

0 2
n

steel i x
i

N k y Y θ

    

 
[６.２.172] 

2

0 0 0
12
2 2

BS
steel x e x

DN knY θ k b Y θ      
 

  (∵式[６.２.117]) [６.２.173] 

また、原点まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 
 1

0 2
i xin

steel
i

i i y

k y Y θx
M

y k x X θ


   
             

[６.２.174] 

12
1

steel x y xM kI kI θ
c

        
[６.２.175] 

いま、接合部の負担モーメント用いて表わせば、曲げモーメント steelM と軸力 steelN に関して以下の２式を得る。 

12
1

steel x y

cl

MM kI kI
c K

        
[６.２.176] 

02steel

cl

MN knY
K

  
 

[６.２.177] 

 降伏は鋼板の縁応力度が降伏耐力に達した時点として、下式を条件式とする。 

steel steel
sy

s s

M N F
Z A

 
 

[６.２.178] 

 以上３式より、柱脚付鋼板の降伏モーメントは下式で表現される。 

   

 

2

0 0 0

2

0 0

1 11
2 2 31

11
2 2

BS s
e BS

s
sy s

BS s
p x e

s

D Zc k b Y D Y
AM F Z

D ZkI ckI c k b Y
A

          
      

             

[６.２.179] 

 

 

 
2

max1
1 max

iHTB
y x x iHTB

iHTB

p
kI kI θ r

c 'r


        
 

[６.２.164] 

ここで、 iHTB
r は i 番高力ボルト接合具の原点からの距離であり、下式で定義するものである。 

2 2
i iiHTB

r x y 
 [６.２.165] 

高力ボルト接合の回転中心の y 座標 0HTBY は、式[６.２.159]、式[６.２.164]を用いて整理すれば下式で表現される。 

2

0 0

1
1

i HTBHTB
HTB

y x

r n
Y Y

I I n
c


 
     

[６.２.166] 

また、高力ボルト接合の回転中心の x 座標 0HTB X は、式[６.２.160]より下式で表現される。 

0 0HTB X   [６.２.167] 

 式[６.２.164]を見れば、左辺は接合部が負担する全モーメントのうちの柱材１枚における集成材-鋼板間ビス接合

が負担するモーメントである。x 方向回転角について接合部の回転剛性を用いて表わせば下式となる。 

 
2

max1
1 max

iHTB
y x iHTB

icl HTB

pMkI kI r
c K 'r


           

[６.２.168] 

 式[６.２.141]、式[６.２.142]を用いて、接合部の負担モーメントについて整理すると下式を得る。 

   

 

2

0 0 0

2

11 max6 22 1
max

BS
e BS

iHTB
iHTB

p x iHTB

Dc k b Y D Y p
M r

kI ckI 'r


                 
 

    

[６.２.169] 

 降伏は最大応力を負担する回転中心から最遠方の高力ボルトが降伏耐力 byq に達した時点とし、下式が条件となる。 

max byiHTB
qp     

[６.２.170] 

  以上より、高力ボルト接合の降伏曲げモーメントは下式で表現される。 

   

 

2

0 0 0
2

11
6 22 1

max

BS
e BS

iHTB
y _ HTB by

p x iHTB

Dc k b Y D Y
rM q

kI ckI 'r


             
 

    

[６.２.171] 
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④柱脚金物付鋼板

Fig. ６.２. 15 に示すように、柱材２枚の負担モーメントが柱脚金物の曲げモーメント変換されるとき、取りつく

鋼板の負担モーメントが最大となるのはその境界位置においてである。TYPE-A の場合にはこの位置における断面は

鋼板一枚分であり、TYPE-B の場合には２枚分である。この位置の断面が負担する曲げモーメントは集成材-鋼板間

ビス接合を介して伝達する応力によるものであり、木口面のめり込みによる応力は直接柱脚金物に流れるためこの

分のモーメントは低減される。但し、このめり込み反力分の引張軸力によって、境界位置の断面は曲げ+引張の応力

状態となる。鋼板-柱脚金物境界における鋼板の断面(断面係数： sZ 、断面積： sA )に作用する曲げモーメント steelM と

軸力 steelN を、力・モーメントのつり合い条件より算出する。式変形は「③高力ボルト」に詳しく展開しているので、

ここでは割愛する。ビス接合を介して伝達する応力は、式[６.２.151]に示す通りである。力のつり合い条件より下

式を得る。ここで、鋼板の断面が負担する応力は柱２枚分であることに注意する。 

 0
1

0 2
n

steel i x
i

N k y Y θ

    

 
[６.２.172] 
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steel x e x

DN knY θ k b Y θ      
 

  (∵式[６.２.117]) [６.２.173] 

また、原点まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 
 1

0 2
i xin

steel
i

i i y

k y Y θx
M

y k x X θ


   
             

[６.２.174] 
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steel x y xM kI kI θ
c

        
[６.２.175] 

いま、接合部の負担モーメント用いて表わせば、曲げモーメント steelM と軸力 steelN に関して以下の２式を得る。 

12
1

steel x y

cl

MM kI kI
c K

        
[６.２.176] 

02steel

cl

MN knY
K

  
 

[６.２.177] 

 降伏は鋼板の縁応力度が降伏耐力に達した時点として、下式を条件式とする。 

steel steel
sy

s s

M N F
Z A

 
 

[６.２.178] 

 以上３式より、柱脚付鋼板の降伏モーメントは下式で表現される。 
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[６.２.179] 
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Fig. ６.２. 15 に示すように、柱材２枚の負担モーメントが柱脚金物の曲げモーメント変換されるとき、取りつく

鋼板の負担モーメントが最大となるのはその境界位置においてである。TYPE-A の場合にはこの位置における断面は

鋼板一枚分であり、TYPE-B の場合には２枚分である。この位置の断面が負担する曲げモーメントは集成材-鋼板間

ビス接合を介して伝達する応力によるものであり、木口面のめり込みによる応力は直接柱脚金物に流れるためこの

分のモーメントは低減される。但し、このめり込み反力分の引張軸力によって、境界位置の断面は曲げ+引張の応力

状態となる。鋼板-柱脚金物境界における鋼板の断面(断面係数： sZ 、断面積： sA )に作用する曲げモーメント steelM と

軸力 steelN を、力・モーメントのつり合い条件より算出する。式変形は「③高力ボルト」に詳しく展開しているので、

ここでは割愛する。ビス接合を介して伝達する応力は、式[６.２.151]に示す通りである。力のつり合い条件より下

式を得る。ここで、鋼板の断面が負担する応力は柱２枚分であることに注意する。 

 0
1

0 2
n

steel i x
i

N k y Y θ

    

 
[６.２.172] 
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steel x e x

DN knY θ k b Y θ      
 

  (∵式[６.２.117]) [６.２.173] 

また、原点まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 
 1

0 2
i xin

steel
i

i i y

k y Y θx
M

y k x X θ


   
             

[６.２.174] 
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steel x y xM kI kI θ
c

        
[６.２.175] 

いま、接合部の負担モーメント用いて表わせば、曲げモーメント steelM と軸力 steelN に関して以下の２式を得る。 

12
1

steel x y

cl

MM kI kI
c K

        
[６.２.176] 

02steel

cl

MN knY
K

  
 

[６.２.177] 

 降伏は鋼板の縁応力度が降伏耐力に達した時点として、下式を条件式とする。 

steel steel
sy

s s

M N F
Z A

 
 

[６.２.178] 

 以上３式より、柱脚付鋼板の降伏モーメントは下式で表現される。 
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2

0 0 0

2

0 0

1 11
2 2 31

11
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[６.２.179] 
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⑤集成材のパネルシアー

 式[６.２.133]でも見たように、接合部において負担するモーメントのうち y 方向応力によるモーメント伝達によ

って集成材はせん断変形を起こす。柱材１枚において、y 方向応力によるモーメント yM は式[６.２.130]によって y

方向回転角を用いて表現される。また、柱１材の負担モーメントは式[６.２.140]によって y 方向回転角を用いて表

現される。２式より、y 方向応力によるモーメントを全負担モーメントで表わせば下式で表現される。 

y
y

cl

kIM M
K'


 

[６.２.180] 

 いま、 0 y clw kI K' と定義すれば、y 方向のせん断力 p yQ は下式ように表現される。 

0y
p y

M w MQ
l l

 
 

[６.２.181] 

 集成材断面に生じる最大せん断応力度は下式で表現される。 

01 5
w

wn

. wτ M
A l


 

[６.２.182] 

 降伏は集成材断面に生じる最大せん断応力度が短期許容せん断耐力に達した時点として、以下の条件式を得る。 

w swyτ f  [６.２.183] 

 これまでの展開は柱材１枚についてであることに注意すれば、集成材のパネルシアーに関する曲げモーメントは

下式で表現される。 

1
02

1 5
swy wnf A lM w
.

  
 

[６.２.184] 

 

 

2) アンカーボルト接合部の降伏曲げモーメント 

降伏のクライテリアは、①アンカーボルトの引張、②基礎コンクリートの圧縮としている。但し、接合部が十分
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鋼板集成材

木口めり込み伝達分



 

 

な靭性能を確保できるように、アンカーボルトの引張降伏が基礎コンクリートの圧縮降伏に対して先行するように

設計をする。 

本文にも記載したように、力学モデルは引張側アンカーボルト群をその剛心位置に１本に集約し、基礎コンクリ

ートの応力分布を三角形分と仮定したものであり、圧縮側アンカーボルト群は無視したつり合い条件としている。

平面保持仮定が成り立つ場合、抵抗要素に生じるひずみは中立軸からの距離に比例するから、基礎コンクリートの

圧縮縁に生じる最大圧縮応力度 cσ を用いて、１本に集約したアンカーボルト群位置のひずみ sε を表わせば下式で算

出できる。但し、コンクリートのヤング係数を cE と表わす。各変数は、Fig. ６.２. 6 を参照のこと。 

0

0

BS t n c
s

n c

D d ' x σε
x E
 

 
 

[６.２.185] 

これより、アンカーボルトの応力度 sσ は下式で算出できる。尚、アンカーボルトのヤング係数を sE と表わす。 

0

0

BS t n s
s c

n c

D d ' x Eσ σ
x E
 

  
 

[６.２.186] 

基礎コンクリートに対するアンカーボルトのヤング係数比を e s cn E E と定義して、引張側アンカーボルト群の負

担する引張力Tは、群の総断面積 anc ta を用いて下式で算出される。 

0

0

BS t n
e c anc t

n

D d ' xT n σ a
x

 
   

 
[６.２.187] 

また、基礎コンクリートの圧縮力Cは下式で算出される。 

0 0
00

0

1
2

n nx
c BS c BS n

n

x xC σ Bdx σ Bx
x




    
 

[６.２.188] 

 力のつり合い条件より、以下のように圧縮側柱脚金物縁から中立軸位置まで距離 0nx についての２次方程式を得る。 

0
0

0

0
1
2

BS t n
e c anc t c BS n

n

T C
D d ' x n σ a σ Bx
x

 
 

     
 

 

 2
0 02 2 0e anc t e anc t

BS tn n

BS BS

n a n a D d 'x x
B B
     

 
[６.２.189] 

 ２次方程式を解けば、中立軸位置までの距離 0nx が以下のように算出される。 

 0 1 1 2e anc t BS
BS tn

BS e anc t

n a B D d 'x
B n a

       
    

[６.２.190] 

 接合部の負担モーメントはアンカーボルトの引張力Tを用いて下式で表現できる。 

0

0

2 2 3

3

BS BS n
t

n
BS t

D D xd 'M T C

xD d 'T

          
   
    
   

[６.２.191] 

 また、基礎コンクリートの最大圧縮応力度 cσ を用いて表わせば下式で表現できる。 
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0
0

1
2 3

n
BS BS tc n

xD d 'M σ Bx      
   

[６.２.192] 

 

 

①アンカーボルトの引張降伏

アンカーボルトの引張降伏はアンカーボルトが降伏耐力 anc yF に達する時点とし、下式がその条件となる。 

anc tyT P  [６.２.193] 

 ここで、 

anc ty anc t anc yP a F   [６.２.194] 

 アンカーボルトの引張降伏曲げモーメント AT yM は下式で算出される。 

0

3
n

BS tAT y anc ty
xD d 'M P     

   
[６.２.195] 

 

②基礎コンクリートの圧縮降伏

基礎コンクリートの圧縮降伏は最大圧縮応力度 cσ がコンクリートの圧縮強度の 2/3 に達する時点とし、下式がそ

の条件となる。 

2
3

c cσ F
 

[６.２.196] 

 基礎コンクリートの圧縮降伏曲げモーメント AC yM は下式で算出される。 

0
0

1
3 3

n
BS BS tAC y c n

xD d 'M F Bx      
   

[６.２.197] 

 

 

(5)最大曲げモーメントの計算 

1) ビス接合部の最大曲げモーメント 

最大耐力のクライテリアは、①集成材-鋼板間ビス接合部のせん断、②木口めり込み、③高力ボルト接合部のせん

断、④柱脚金物付鋼板の曲げ、⑤集成材の曲げとしている。 

① 成材-鋼板間ビス接合部

集成材-鋼板間ビス接合部の最大曲げモーメントは、いずれかの接合具が終局変位に達した時点の曲げモーメント

とする。集成材-鋼板間ビス接合における i 番接合具および位置 y におけるめり込み応力はどの時点においても式[６.

２.107]、式[６.２.108]、式[６.２.109]、式[６.２.110]を用いて表わすことができる。厳密にいえば、ある時点にお

けるモーメント回転角関係は、これらの応力を用いて以下の 4 つの力と変形のつり合い条件(上から順に、x 方向応

力のつり合い条件、y 方向応力のつり合い条件、各方向回転角の幾何学的変形のつり合い条件、せん断変形の定義)

より、4 つの未知数すなわち回転中心座標 X ，Y、各方向の回転角 xθ ， yθ を収束計算によって決定し算出しなけれ

ばならない。 

・つり合い条件 
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 
   

 0
0

2 21 2 2 2

0 BS

i xn Y
i e xD

i
i x i y

y Y θ
p k b y Y θdy

y Y θ x X θ


 


    
  

 

[６.２.198] 

 
   2 21 2 2

0
i xn

i
i

i x i y

x X θ
p

y Y θ x X θ



 

  
 

[６.２.199] 

x yθ θ γ   [６.２.200] 

 
   2 21 2 2

i i xn

i
i

i x i y

w w

x x X θ
p

y Y θ x X θ
γ

κGA l






  


[６.２.201] 

しかし、実用上接合部の設計の度に収束計算を行ってモーメント回転角関係を算出するのは、高度な解析を要求

する上非常に煩雑である。定性的には、回転中心座標は徐々に圧縮側柱脚金物縁に近づいていくこと、せん断変形

は降伏以後、徐々に影響が小さくなり各方向の回転角は近づいた値となること、が傾向として挙げられる。柱脚接

合部においては、アンカーボルト接合によって十分な靭性を確保する設計方針とするため、降伏後の挙動について

は、変形におけるアンカーボルト接合の占める割合が非常に大きく、先に挙げた傾向が接合部の挙動をクリティカ

ルに左右するとは考えにくい。このため、簡易手法による増分解析を行うこととして、回転中心および各方向回転

角の比率に関して、弾性時のものを代用して、降伏後の非線形領域における接合部挙動を推定することとする。こ

のとき、式[６.２.107]～式[６.２.110]は以下のように書き換えられる。 

 

 

0

1

1

i

i

i
i

i

i

i

y Y
p

r 'p
c x

p
r '



 
 
 
 
  
   

[６.２.202] 

   1

0 0 1
( )

0
x

c

k y Y c θ
σ y

    
   
   

[６.２.203] 

ここで、 

ip   

 

[６.２.204] 

i i xδ r ' θ  ：i 番接合位置における集成材-鋼板間のすべり変位 [６.２.205] 

y
iy

i

δθ
r '

  [６.２.206] 

v
iv

i

δθ
r '

  [６.２.207] 

u
iu

i

δθ
r '

  [６.２.208] 

0≦ i xr 'θ ＜ i yir ' θ  i xk r 'θ
i yir ' θ ≦ i xr ' θ ＜ i ivr ' θ   2i iy i x iykr 'θ k r ' θ θ    

i ivr ' θ ≦ i xr 'θ ＜ i iur ' θ  2i iy i iv iykr 'θ k r ' θ θ    

i iur ' θ ≦ i xr ' θ  0
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集成材-鋼板間ビス接合における i 番ビス接合の回転中心まわりのモーメント im は次式で算出される。 

 

 
    

0

1 22
01

0

1
1

i

i
ii i

i i i

i ii

i

i

y Y
p px r 'm c y y Y

y Y r 'c x
p

r '





 
                  
   

[６.２.209] 

いま、 

   1 22
01i i ir c x y Y



     [６.２.210] 

と定義し、式[６.２.209]に代入すれば i 番ビス接合の回転中心まわりのモーメントは以下のように整理される。 

im   

 

[６.２.211] 

i i xδ r ' θ  ：i 番接合位置における集成材-鋼板間のすべり変位 [６.２.212] 

y
iy

i

δθ
r '

  [６.２.213] 

v
iv

i

δθ
r '

  [６.２.214] 

u
iu

i

δθ
r '

  [６.２.215] 

また、木口めり込み応力の回転中心まわりのモーメント M は下式で表現される。 

   0

1

0 0

2 0

0 0

1
0

1
3 2

BS

e BS xY
D

BS
eBS x

λ' k b B y Y c θ
M

y Y

Dk b B Y θ




 

      
         

   
 

[６.２.216] 

以上より、ビス接合部の負担モーメント _ screwM は下式で表現できる。 

 
1

2
n

_ screw i
i

M m M

 

 
[６.２.217] 

 最大耐力はいずれかのビス接合が終局変位に達した時点として、以下の条件式を得る。 

maxx _ screwθ θ  [６.２.218] 

 ここで、 

max

max[ ]
u

_ screw

i

δθ
r '


 

[６.２.219] 

 以上より、集成材-鋼板間ビス接合の最大曲げモーメント max _ screwM は下式で表現できる。 

max max( )_ screw _ screw _ screwM M θ  [６.２.220] 

 

0≦ xθ ＜ yiθ  2
i xk r θ

yiθ ≦ xθ ＜ ivθ   2 2
2i iy i x iykr θ k r θ θ    

ivθ ≦ xθ ＜ iuθ   2 2
2i iy i iv iykr θ k r θ θ    

iuθ ≦ xθ  0
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②木口めり込み

木口めり込みの最大曲げモーメントは、前項において算出したモーメント回転角関係において、柱脚金物圧縮縁

で生じる最大圧縮応力度が基準材料強度に達した時点のものとする。最大圧縮応力度は下式で表現される。 

 0 0(- 2) 2c BS BS xσ D k D Y θ   
 [６.２.221] 

最大耐力は最大圧縮応力度が基準材料強度に達した時点とするから、以下の条件式を得る。 

(- 2)c BS wcσ D F  [６.２.222] 

この時点における回転角は下式で表現できる。 

maxx _ eθ θ  [６.２.223] 

ここで、 

 
max

0 02
wc

_ e

BS

Fθ
k D Y


 

 
[６.２.224] 

以上より、木口めり込みの最大曲げモーメント max _ eM は下式で表現される。 

max max( )_ e _ screw _ eM M θ  [６.２.225] 

 

③高力ボルト接合部

高力ボルト接合部の最大曲げモーメントは、１本目の単位高力ボルト接合部が最大せん断耐力に達した時点のモ

ーメントとする。降伏耐力算定時には、木口めり込みによる柱脚金物に直接伝達する分のモーメントの低減と反力

分の引張軸力の負担を考慮して、i 番高力ボルトが負担する応力を算出している。一方、最大耐力算定時には、①で

求めたモーメント回転角関係において、刻々と変化する全体モーメントにおける木口めり込みによるモーメント伝

達の割合を考慮するのは面倒であることから簡略化のため、この影響を無視することとする。柱脚金物に対するモ

ーメント伝達を考慮しないため、見かけ上高力ボルト接合部は大きいモーメントを負担することになるため、安全

側の検討となる。尚、２枚の柱材は応力を等しく２分すると仮定し、鋼板-鋼板間高力ボルトが負担するモーメント

に対して接合部の負担モーメントは２倍と考えて算出する。 

以上の仮定から、高力ボルト接合の剛心が回転中心となり、その位置から最遠方の接合具がもっとも耐力を負担

する。その耐力を基準として接合部の負担モーメントを算出すると下式で表現できる。 

 
2

2 max
max

HTB i
_ HTB HTB i

HTB i

rM p
r

      
 

[６.２.226] 

接合部の最大耐力は最大応力を負担する最遠方の接合具位置において最大せん断力 buq に達して時点のモーメン

トとして、以下の条件式で算出される。 

max HTB i bup q     
[６.２.227] 

以上より、高力ボルト接合部の最大曲げモーメント max _ HTBM は下式で表現できる。 

 
2

max 2 max
max

HTB i
_ HTB HTB i

HTB i

rM p
r

      
 

[６.２.228] 
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④柱脚金物付鋼板

柱脚金物付鋼板の最大曲げモーメントは、③高力ボルト接合部と同様に降伏耐力算定時に考慮した木口面めりこ

みによるモーメント伝達の影響を無視して簡略化して算出することとする。この仮定において鋼板の全断面が最大

引張耐力 suF に達して頭打ちとなったモーメントを最大耐力 max _ steelM と定義する。これは、最大引張耐力 suF に塑性断

面係数 spZ を乗じて算出されるから下式で表現できる。尚、TYPE-A の場合、断面は鋼板１枚分、TYPE-B の場合、鋼

板２枚分となるに注意する。 

max _ steel sp suM Z F   [６.２.229] 

 

⑤集成材

集成材の最大曲げモーメント max _ glulamM は、集成材の縁応力度が基準曲げ強度 wbF に達した時点の曲げモーメント

とする。Fig. ６.２. 15 に示すように、集成材の負担モーメントは鋼板に対する応力伝達によって木口面に向かって

減じていく。このため、最大負担モーメントは接合部境界位置において生じ、高力ボルト締結用に空けた座彫り孔

による欠損を有する断面位置でない。しかし、安全側の検討として断面係数 wnZ は貫通穴分の欠損を考慮した正味断

面のものを用いることとする。すなわち、下式で表現される。 

max 2_ glulam wn wbM Z F    [６.２.230] 

 尚、Fig. ６.２. 16 に示すように、ビス接合部の復元力特性は、変形要素が集成材のせん断変形と木口めり込みを

含む集成材-鋼板間ビス接合の増分によって得られた _ screw xM θ 関係に対して、以上に求めた最大耐力に達した時点

を終局回転角とするマルチリニア型と定義する。 

 

Fig. ６.２. 16 ビス接合部の復元力特性 

 

 

2) アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント 

アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント maxAM は、「鋼構造接合部設計指針」の露出柱脚に準じて算出する。

Fig. ６.２. 7 に示すようにアンカーボルトが最大引張耐力、基礎コンクリートが最大圧縮強度に達した塑性状態を仮

定して算出する。 

総断面積 anc ta が引張側のアンカーボルト群がその引張耐力 anc uF に達したとき、その引張耐力は下式で表現される 

anc t max anc t anc uP a F   [６.２.231] 
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 基礎コンクリートがその支圧強度 bcF に達した時、柱脚金物圧縮縁から中立軸位置までの距離 nx すなわち支圧長さ

は最大圧縮耐力 maxC を用いれば下式で表現できる。 

max
n

bc BS

Cx
F B


  

[６.２.232] 

 いま、表記上の理由からピン形式の露出柱脚における基礎コンクリートの最大圧縮耐力 uc bc BS BSN F B D  を用い、

更に力のつり合い条件 max anc t maxC P を用いて整理すると下式を得る。 

anc t max
n BS

uc

Px D
N


 

[６.２.233] 

 以上より、アンカーボルト接合部の最大曲げモーメント maxAM は柱断面図心まわりに関して下式で表現される。 

max

2 2 2

1
2

BS BS n
A anc t max t max

anc t max
anc t max BS t

uc

D D xM P d ' C

PP D d '
N

           
   
        

    

[６.２.234] 

 

 尚、設計方針としてアンカーボルトを先行降伏させ靭性を確保するため、降伏以降の接合部挙動はアンカーボル

トの引張挙動に大きく依存する。このため、接合部の２次剛性 2BS K は１次剛性 BS Kに対してアンカーボルト自体の

ヤング係数低減比 βを乗じて算出することとし、Fig. ６.２. 17 に示すように接合部の復元力特性は、最大耐力に達

した時点を終局回転角とするバイリニア型と定義する。 

 

Fig. ６.２. 17 アンカーボルト接合部の復元力特性 

 

(6)終局曲げモーメント uM 及び塑性率 μの計算方法 

 基準となる接合部の復元力特性は、ビス接合部の復元力特性(Fig. ６.２. 16)及びアンカーボルト接合部(Fig. ６.

２. 17)各々について求めたモーメント回転角関係を用いて、モーメントを基準に回転角を加算することで算出する。 

実際の接合部においては、大抵の場合、せん断力によってモーメント分布に勾配ができ、ビス接合部に対してア

ンカーボルト接合部の方が大きいモーメントを負担することになる。既述した方法では、双方の負担するモーメン

トを同列に扱って復元力特性を算出しているため、アンカーボルト接合部の剛性・耐力を見かけ上高く推定してい

ることになる。この接合部の復元力特性は許容耐力に対する低減係数 α算出に用いるわけだが、概要を言えば降伏

耐力、最大耐力、靭性能を含めた終局耐力の３つの指標のうちの最小値を降伏耐力に対する比としたものである。
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つまり、耐力が同じ割合で高くなった場合については比としては全く影響しないこととなる。アンカーボルト接合

部によって靭性を確保する設計思想において、相対的に脆性的なビス接合に対したとき、降伏後の挙動については

アンカーボルト接合部の特性に大きく依存する。先に述べた３つの指標についても同様である。このことより、低

減係数 α算出に用いる本項で求める復元力特性については、負担するモーメントを同列に扱っても問題ないとする。 

求めた復元力特性を完全弾塑性近似して、終局曲げモーメント uM 、塑性率 μを算出する。算出方法は本文と同様

でありここでは割愛する。 

 

 

(7)設計用許容耐力に対する低減係数 αの算出 

基準曲げモーメントの誘導は、大地震時の安全性を確保することも考慮して、耐力壁の評価方法に準じ(変形角に

よる評価は除く)、降伏曲げモーメント、最大曲げモーメントの 2/3、終局曲げモーメントと塑性率から計算される

値の中の最小値を基準曲げモーメントとして算出する。 

基準曲げモーメントは許容応力度設計において接合部の耐力を終局まで担保するための指標となる。具体的には、

接合部の降伏曲げモーメントに対する基準曲げモーメントの比を、各クライテリアの短期許容耐力に乗じることで

「(8)複合応力下での検討」における接合部の設計を行うこととする。 
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(8)複合応力下での検討 

複合応力下における各部の設計応力の誘導を以下に示す。 

1) ビス接合部 

 負担応力はモーメントのみ負担時における算定方法と基本的に同じである。但し、負担する軸力、せん断力によ

って集成材の木口面の柱脚金物に対するめり込み状態が変化する。めり込み状態は３つの場合があり、(A)木口面め

り込み無、(B)木口面三角形めり込み、(C)木口面全面圧縮台形めり込み、である。 

 以下に各場合について応力の誘導を示す。このとき、座標は Fig. ６.２. 4 に従う。ビス接合による応力、めり込

みによる応力については式[６.２.107]、式[６.２.108]に示す。 

(A) 木口面めり込み無し 

回転中心の y 座標は、以下の範囲に位置する。 

2
BSDY  

 
[６.２.235] 

このとき、外力に対して抵抗する各方向応力はビス接合によるもののみである。すなわち各方向の力・モーメン

ト(原点まわり)のつり合い条件より下式を得る。 

 

 

    

1

1

1

0 2

0 2

2

n

i x
i

n

i y
i

n

i i x i i y
i

N k y Y θ

Q k x X θ

M ky y Y θ kx x X θ







    

     

      

[６.２.236] 

整理すれば下式を得る。 

2
2
2

x

y

x x y y

N knYθ
Q kXθ
M kIθ kIθ

 
 
    

[６.２.237] 

 

(B)木口面三角形めり込み 

回転中心の y 座標は、以下の範囲に位置する。 

2 2
BS BSD DY  

 
[６.２.238] 

このとき、外力に対して抵抗する応力は、x 方向についてはビス接合及びめり込みによるもの、y 方向については

ビス接合によるものである。すなわち、各方向の力・モーメント(原点まわり)のつり合い条件より下式を得る。 

弾性時における i 番ビス接合部が負担する応力はこれまで示してきたように下式で表現される。 

   

 

      

0
1 2

1

0
1 2

0 2

0 2

2

BS

BS

n Y
Di x e x

i

n

i y
i

n Y
Di i x i i y e BS x

i

N k y Y θ k b y Y θdy

Q k x X θ

M ky y Y θ kx x X θ k b By y Y θdy









          
     

            

[６.２.239] 

整理すれば下式を得る。 
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y y yM kI θ  [６.２.244] 

 既に述べた通り、集成材をせん断変形させるせん断力は y 方向応力によるモーメントの伝達によるため、せん断

変形角は下式で表現される。 

y y
y

w w w w

M kIγ θ
κG A l κG A l

 
 

[６.２.245] 

 「(3)回転剛性の計算」でも述べた通り、 y w wc kI κG A l は y 方向回転角に対する x 方向回転角のせん断変形増加

率と定義するものであり、幾何学的関係より各方向の回転角の間には以下のような関係式が成り立つ。 

 1x yθ c θ 
 [６.２.246] 

 この関係式を用いて、式[６.２.237]、式[６.２.240]、式[６.２.243]を整理すると下式を得る。 

 (A) 木口面めり込み無し 

2

12
1

12
1

x

x

x y

N knYθ

Q kX θ
c

M kI kI
c


 


 


         

[６.２.247] 

(B)木口面三角形めり込み 

 

2

0

2

0

12
2 2

12
1

1 12
1 6 2

BS
e x

x

BS
x y e BS x

DN knY k b Y θ

Q knX θ
c

DM kI kI k b Y D Y θ
c

          
    

 


                

[６.２.248] 

(C)木口面全面圧縮台形めり込み 

 0

3
0

2

12
1

1 12
1 12

e BS x

x

x y e BS x

N knY k b DY

Q knX
c

M kI kI k b D
c








   


 


         

[６.２.249] 

 

いま、外力について下式のように定義する。 

1
Me
N


 

[６.２.250] 

2
Me
Q


 

[６.２.251] 

x 方向応力とモーメントのつり合い条件より、回転中心の y 座標が決定される。 
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 

2

0

2

0

12
2 2

2

12
6 2

BS
x e x

y

BS
x x y y e BS x

DN knYθ k b Y θ

Q knXθ

DM kIθ kIθ k b Y D Y θ

       
  


           

[６.２.240] 

 

(C)木口面全面圧縮台形めり込み 

回転中心の y 座標は、以下の範囲に位置する。 

2
BSD Y

 
[６.２.241] 

このとき、外力に対して抵抗する応力は、x 方向についてはビス接合及びめり込みによるもの、y 方向については

ビス接合によるものである。すなわち、各方向の力・モーメント(原点まわり)のつり合い条件より下式を得る。 

弾性時における i 番ビス接合部が負担する応力はこれまで示してきたように下式で表現される。 

   

 

      

2
0

1 2

1

2
0

1 2

0 2

0 2

2

BS

BS

BS

BS

Dn

i x e xD
i

n

i y
i

Dn

i i x i i y e BS xD
i

N k y Y θ k b y Y θdy

Q k x X θ

M ky y Y θ kx x X θ k b By y Y θdy







          


    

            

[６.２.242] 

整理すれば下式を得る。 

0

3
0

2

2

12
12

x e BS x

y

x x y y e BS x

N knY k b DY

Q knX

M kI kI k b D

 



  


   

 

      

[６.２.243] 

 ここで、 

M ：ビス接合回転ばね入力位置外力モーメント [Nmm]

N ：ビス接合回転ばね入力位置外力による軸力 [N]

Q ：ビス接合回転ばね入力位置外力によるせん断力 [N]

k ：ビス接合部のすべり剛性 [N/mm] 

xI ：柱材１枚の x 軸に関するビス配列 2 次モーメント(x 軸は繊維平行方向) [mm2]

yI ：柱材１枚の y 軸に関するビス配列 2 次モーメント(y 軸は材軸直交方向) [mm2]

n：柱材１枚のビス本数

0k ：木材のめり込み剛性 [N/mm3]

BSD：柱脚金物長さ(Fig. ６.２. 4) [mm]

eb ：柱材１枚の有効めり込み幅(Fig. ６.２. 4) [mm]

 ,i ix y ：i 番ビス接合位置座標 [mm]

 ,X Y ：回転中心位置座標 [mm]

 ところで、(A)～(C)いずれの場合についても、y 方向応力による伝達モーメントは下式で表現できる。 
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(A) 木口面めり込み無し 

1
1

1
x ykI kI knY e

c
        

 

1

1
1 1

x ykI kI
cY

e kn


     [６.２.252] 

(B)木口面三角形めり込み 

 
2 2

0 0 1
1 1 1

1 6 2 2 2
BS BS

x y e BS e
D DkI kI k b Y D Y knY k b Y e

c
                                   

 

13 2

1
1

0 0

16
6 1 23 0

2 2 2 2

BS
x y

BS BS BS BS

e e

DkI kI kn e
D D D kne D cY e Y Y

k b k b

                         
      

 [６.２.253] 

(C)木口面全面圧縮台形めり込み 

 3
0 0 1

1 1
1 12

x y e BS e BSkI kI k b D knY k b DY e
c

            
 

3
0

1 0

1 1
1 1 12

x y e BS

e BS

kI kI k b D
cY

e kn k b D

  
   

   

[６.２.254] 

また、y 方向応力とモーメントのつり合い条件より、回転中心の x 座標が決定される。 

2
1

1
xcl K ' knX e

c
 

  
 

 
2

11 xclc K '
X

e k


    [６.２.255] 

ここで、 

 
2

0

3
0

1 (A)
1

1 1 (B)
1 6 2

1 1 (C)
1 12

x y

BS
x x y e BScl

x y e BS

kI kI
c

DK ' kI kI k b Y D Y
c

kI kI k b D
c

  
          


  








 [６.２.256] 

xcl K ' ：複合応力下における柱材１枚の x 方向回転角に関する回転剛性 [Nmm/rad]  

 

以上において、複合応力下における回転中心座標を算出した。 

(A)～(C)のめり込み状態について、軸力対するモーメントの割合 1e を用いて判別することができる。(A)の場合に

なるのは、式[６.２.235]、式[６.２.252]を用いて下式のように表現できる。 
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1

1
1 1

2

x y
BS

kI kI Dc
e kn


   

 

 

1

1
2 1

x y

BS

kI kI
ce

D kn


    [６.２.257] 

同様にして、(C)の場合になるのは、式[６.２.241]、式[６.２.254]を用いて下式のように表現できる。このとき、

圧縮軸力となるため、 1e は負であることに注意する。 

3
0

1 0

1 1
1 1 12

2

x y e BS
BS

e BS

kI kI k b D Dc
e kn k b D

  
  

   

 

3
0

1
0

1 1
2 1 12

x y e BS

BS e BS

kI kI k b D
ce

D kn k b D

  
   

   

[６.２.258] 

(B)の場合になるのは、それ以外の範囲である。以上より、以下のように纏めることができる。 

(A) 木口面めり込み無し： 1 10 e e '    

(B) 木口面三角形めり込み： 1 1e ' e , 1 1e e ''   

(C) 木口面全面圧縮台形めり込み： 1 1 0e '' e    

ここで、 

1

12
1

x y

BS

kI kI
ce '

kn D

   
 

[６.２.259] 

 

3
0

1

0

1 12
1 12

x y e BS

e BS BS

kI kI k b D
ce ''

kn k b D D

      
 

 

[６.２.260] 

 

また、接合部の回転角は下式で表現できる。 

2
x

xcl

Mθ
K '

  [６.２.261] 

以上に求めた諸パラメータを用いて、各部応力を算出する。 

 

①集成材-鋼板間ビス接合部

ビス接合部の負担応力は下式で表現できるため、これを設計応力とする。 

 

 

2
1

1 2

_ screw

i

cl
i

_ screw
i

cl

M
k y Y

K'
p

Mk x X
c K'

  
 
 
        

[６.２.262] 

この応力を用いて、設計用許容せん断耐力を下回ることを確認する。 
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②木口めり込み

(A)木口面めり込み無しの場合は、設計応力は 0 である。また、(B)木口面三角形めり込み、(C)木口面全面圧縮め

り込みの場合は、最大圧縮応力度が柱脚金物の圧縮側縁位置において発生する。すなわち、設計応力は下式で表現

できる。 

0

0 (A)

(B),(C)
2 2

e
BS _ screw

cl

σ D Mk Y
K




     
 





[６.２.263] 

 この応力を用いて、設計用許容圧縮応力度を下回ることを確認する。 

 

 

③高力ボルト接合部

 基本的な考え方は、「(4)降伏曲げモーメントの計算」と同様である。まず、回転中心座標を求める。集成材-鋼板

間ビス接合から伝達応力は下式で表現できる。 

 

 

2
1

1 2

_ screw

i

cl
i

_ screw
i

cl

M
k y Y

K'
p

Mk x X
c K'

   
  
 

       

[６.２.264] 

位置座標  i iHTB HTBx , y における i 番高力ボルトの負担応力は、回転中心座標  HTB HTBX , Y からの距離に比例するが、

その距離は下式で表現される。 

   2 2
i i iHTB HTB HTB HTB HTBr x X y Y   

 
[６.２.265] 

i 番高力ボルトの負担応力 iHTB p は下式で表現できる。 

 

 

max[ ]
max[ ]
max[ ]

max[ ]

iHTB
iHTB HTB

HTB i

iHTB
iHTB

iHTB HTB
HTB i

p
y Y

r
p

p
x X

r

 
  

   
    
 

 [６.２.266] 

以上に定義した作用応力を用いて、鋼板に関する力のつり合い条件より以下の２式を得る。 

   
1 1

max[ ]20
max[ ]

HTB in n HTB
i i HTBHTBi i

x icl HTB

pMk y Y Yy
K ' r 

       
 

[６.２.267] 

   
1 1

max[ ]1 20
1 max[ ]

HTB in n HTB
i i HTBHTBi i

x icl HTB

pMk x X x X
c K ' r 

        


 
[６.２.268] 

⇔  

max[ ]20
max[ ]

iHTB

HTB HTB
x icl HTB

pMknY n Y
K ' r

   
 

[６.２.269] 

max[ ]1 20
1 max[ ]

iHTB

HTB HTB
x icl HTB

pMknX n X
c K ' r

     


 
[６.２.270] 
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 また、原点まわりのモーメントのつり合い条件より下式を得る。 

 

 

 

 
1 1

[ ]
2 [ ]

0
1 [ ]

1 2 [ ]

HTB

i_ screw HTB
i iHTB HTB

ii HTB in ncl HTB

i i
i _ screw i iHTB HTB

i iHTB HTB
HTB icl

max pM
k y Y y Y

K' xx max r
y M y max pk x X x Xc K' max r

 
 

                                        

[６.２.271] 

⇔  

2
max[ ]1

1 2 max[ ]
i_ screw HTB

x y iHTB
HTB icl

pMkI kI r
c K' r


      

 [６.２.272] 

ここで、 iHTB
r は i 番高力ボルト接合具の原点からの距離である。ちなみにこの左辺は柱材１枚における全モーメ

ントのうちの集成材鋼板間ビス接合が負担するモーメントを表わしている。 

式[６.２.269]、式[６.２.270]、式[６.２.272]より回転中心座標を決定する。 

2 1
1 1

1

iHTB HTB
HTB

x y

r n
X X

ckI kI n
c


  

     

[６.２.273] 

2

1
1

iHTB HTB
HTB

x y

r n
Y Y

kI kI n
c


 
     

[６.２.274] 

 また、式[６.２.272]より下式を得る。 

2

1
max[ ] 1

max[ ] 2

x y
i _ screwHTB

HTB i icl HTB

kI kIp Mc
r K' r

      [６.２.275] 

 以上３式を用いて式[６.２.266]を整理すれば下式を得る。 

2

2

1
2 11 2

1
1 2 11 2

1

x y
i _ screwHTB

_ screw

i x xcl cl HTB
iHTB

x y
i _ screwHTB

_ screw

i x xcl cl HTB

kI kIy Mc M knY
r K ' K ' n

p
kI kIx Mc M knX

r K ' c K ' n





       
   

 
           

[６.２.276] 

 いま、式[６.２.237]、式[６.２.240] 、式[６.２.243]および式[６.２.250]、式[６.２.251]を用いて整理すれば下式

を得る。 

2

1
0

1
0

2 (A)

2 12 1 (B)
2 2

2 1 (C)

_ screw

_ screw BS
_ screw e

x xcl cl

_ screw e BS

xcl

N

M D eknY N k b Y
K ' K '

eN k b DY
K '




              

    
         







 

[６.２.277] 
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1 2 2
1

_ screw
_ screw

xcl

MknX Q
c K '

  
  

[６.２.278] 

 ちなみに上２式の左辺は柱材１枚における全軸力およびせん断力のうちの集成材-鋼板間ビス接合部が負担する

軸力、せん断力を表わしている。 

以上より、下式を得る。 

i nx
iHTB

i qy

R R
p

R R
 

   
 [６.２.279] 

 ここで、 

 2

1
1

2

x y
i _ screwHTB

ix
xi clHTB

kI kIy McR
K 'r


   [６.２.280] 

 2

1
1

2

x y
i _ screwHTB

iy
xi clHTB

kI kIx McR
K 'r


    [６.２.281] 

2

0 1

0 1

1 (A)
2

1
12 21 (B)

2

11 (C)
2

_ screw

HTB

BS
e

_ screw

n
xcl HTB

e BS _ screw

xcl HTB

N
n

Dk b Y e
NR

K ' n

k b DYe N
K ' n





          
 
  
 

  
 







[６.２.282] 

1
2
_ screw

q

HTB

QR
n

  [６.２.283] 

 この応力を用いて、設計用許容すべり耐力を下回ることを確認する。 

 

 

④柱脚金物付鋼板

 柱脚金物付鋼板に生じる曲げモーメントは、鋼板と柱脚金物との境界位置の断面において最大となる。この曲げ

モーメントは伝達するせん断力によって原点からこの位置までの高さ λ'だけ増分する。伝達する応力は集成材-鋼板

間ビス接合を介したものである。この鋼板に伝達する応力 (0)_ steelM 、 (0)_ steelN 、 (0)_ steelQ は、原点位置において、

式[６.２.272]、式[６.２.277]、式[６.２.278]を用いて下式で表現できる。このとき、伝達する応力は柱２枚分の応

力であることに注意する。 

1 2(0) 2
1

_ screw
_ steel x y

xcl

MM kI kI
c K '

      
 [６.２.284] 

2(0) 2 _ screw
_ steel

xcl

MN knY
K '

    [６.２.285] 
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1 2(0) 2
1

_ screw
_ steel

xcl

MQ knX
c K '

  


 [６.２.286] 

 鋼板に作用する応力状態は Fig. ６.２. 18 に示す通りであるから、最大曲げモーメント作用位置における応力は下

式で表現できる。 

(0) (0)_ steel _ steel _ steelM M Q λ'    [６.２.287] 

(0)_ steel _ steelN N  [６.２.288] 

(0)_ steel _ steelQ Q  [６.２.289] 

  以上を用いて整理して応力度に表わしなおせば、設計応力は下式で表現できる。 

2

1
1

x y
_ screw

b _ steel

x scl

kI kI λ' Mcσ
K ' e Z

      
 
    

[６.２.290] 

2

0 1

0 1

(A)

1
2 21 (B)

1 (C)

_ screw

s

BS
e

_ screw
n _ steel

x scl

e BS _ screw

x scl

N
A

Dk b Y e
Nσ

K ' A

k b DYe N
K ' A




          
 
  
 

 
 







 

[６.２.291] 

1 5 _ screw
s _ steel

s

. Qσ
A


 

[６.２.292] 

この応力を用いて、設計用許容応力度を下回ることを確認する。尚、主応力方向に等しい曲げ応力度と軸応力度

は複合して、異なるせん断応力は単独で検定する。 

 
Fig. ６.２. 18 複合応力下における柱脚金物付鋼板の応力状態 

 

 

⑤集成材

 集成材に生じる曲げモーメントは、鋼板に伝達することで木口面に向かって減少するから、接合部境界において

360

0
y

x

Msteel

Nsteel

鋼板 -柱脚金物境界断面
Qsteel

λ’
l：接合部長さ

Msteel (0)

Qsteel (0)

Nsteel (0)



 

 

最大となる。この曲げモーメント _ faceM を設計応力として、それは下式で表現できる。 

2
_ face _ screw _ screw

lM M Q    [６.２.293] 

 集成材に生じるせん断は、柱部材を伝達してきたせん断力 _ faceQ と接合部を鋼板に伝達するせん断力すなわちパネ

ルシアー p yQ のうち大きい方を設計応力とする。パネルシアーは、接合部の負担するモーメントのうち y 方向応力

によるモーメント分の伝達によって生じるから、その分のモーメント割合wを用いて下式で表現できる。 

_ screw
p y

w MQ
l


  [６.２.294] 

 ここで、モーメント割合wは式[６.２.256]を用いて下式で表現できる。 

1
1

y

xcl

kI
cw
K '

  [６.２.295] 

 集成材に生じる軸力は、柱部材を伝達してきた軸力 _ faceN を設計応力とする。 

 以上を用いて応力度に表わしなおせば、設計応力は下式で表現できる。 

1
2

_ face
b _ glulam

wn

Mσ
Z

   [６.２.296] 

1 1 5 1 1 5max
2 2

_ screw _ face
s _ glulam

wn wn

. w M . Qσ ,
A l A
     

 [６.２.297] 

1
2

_ face
n _ glulam

wn

Nσ
A

   [６.２.298] 

この応力を用いて、設計用許容応力度を下回ることを確認する。尚、主応力方向に等しい曲げ応力度と軸応力度

は複合して、異なるせん断応力は単独で検定する。 

 

 

2) アンカーボルト接合部 

複合応力下におけるアンカーボルト接合部は、「鋼構造接合部設計基準」の「露出柱脚の設計」に準じて設計を行

う。尚、負担するせん断力によるモーメント勾配によって、ビス接合の負担モーメントと異なるモーメントを作用

外力とすることに注意する。また、「鋼構造接合部設計基準」の「露出柱脚の設計」では、基礎コンクリートの圧縮

応力の状態の場合分けに用いられる軸力に対するモーメントの比 1e は圧縮力を正として判別を行っているが、本指

針では引張軸力を正として判別を行っていることに注意する。 
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6.5.	 まとめ

高 接 合 効 率 の 確 保 と 施 工 性 向 上 を 狙 っ て 考 案 し た 「鋼 板 ビ ス 留 め 式 2 材 合 せ

木 質 ラ ー メ ン 構 造」 の 柱 梁 接 合 部 お よ び 柱 脚 接 合 部 に 対 し て、 前 章 ま で に 得 ら

れ た 知 見 に 基 づ き 許 容 応 力 度 設 計 法 を 提 案 し た。 こ の と き、 大 地 震 時 の 倒 壊 防

止 に 配 慮 し た 措 置 と し て、 脆 性 的 な 接 合 部 の 場 合 に つ い て 許 容 耐 力 に 低 減 が か

か る よ う 配 慮 す る 評 価 法 を 提 案 し た。
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７. おわりに
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(1) 木 質 ラ ー メ ン 構 造 の モ ー メ ン ト 抵 抗 接 合 部 に 対 し て、 パ ネ ル シ ア ー を

考 慮 し た 実 用 的 な 解 析 モ デ ル を 提 案 し た。

(2) 適 用 例 と し て、 鋼 板 ガ セ ッ ト 板 ビ ス 接 合 に つ い て、 初 期 剛 性 と 比 例 限

耐 力 を 誘 導 し た。 こ れ に 基 づ き、 材 軸 方 向 に 接 合 領 域 を 拡 張 し て 接 合

効 率 を 上 げ た 場 合 に つ い て、 解 析 的 考 察 を 行 い、 パ ネ ル シ ア ー の 影 響

を 定 量 的 に 評 価 し、 そ の 性 状 を 明 ら か と し た。

(3) 非 線 形 領 域 に 対 し て、 増 分 解 析 を 用 い ず に モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 を 定

義 づ け る 力 学 特 性 値 の 簡 易 推 定 式 を 提 案 し た。 厳 密 解 の 対 比 か ら 良 好

な 精 度 で 推 定 可 能 で あ る こ と が 分 か っ た。

(4) ま た、 接 合 部 の 仕 様 を 限 定 す る こ と で、 接 合 部 領 域 の 曲 げ ・ せ ん 断 変

形 を 考 慮 す る 別 の 解 析 モ デ ル を 提 案 し た。

(5) こ の 解 析 モ デ ル を 用 い て、 部 材 剛 性 が 同 じ 2 材 を 接 合 す る 2 材 合 せ 接

合 に つ い て 定 式 化 を 行 い、2 材 合 せ 部 材 の 曲 げ 挙 動 を 閉 じ た 形 で 誘 導

し た。

本 論 文 の 成 果 は 以 下 の 通 り で あ る。

2.	 理論モデル

母 材 変 形 を 考 慮 し た モ ー メ ン ト 抵 抗 接 合 の 力 学 的 挙 動 を 定 量 的 に 評 価 し、 そ

の 設 計 法 を 確 立 す る こ と を 目 的 と し て、 理 論 モ デ ル の 構 築 を 試 み た。

こ れ ら の 成 果 に よ っ て、 高 効 率 化 す る 木 質 ラ ー メ ン 構 造 の 設 計 法 の 確 立 に 不

可 欠 で あ る と 考 え ら れ る 接 合 機 構 の 局 所 的 な 変 形 と 母 材 変 形 を 考 慮 し た 力 学 的

挙 動 の 評 価 方 法 の 確 立 に 対 し て、 集 成 材 の パ ネ ル シ ア ー を 考 慮 し た 実 用 的 な 解

析 モ デ ル を 提 示 す る こ と で 定 量 的 評 価 が 可 能 と な っ た と 考 え ら れ る。 ま た、 そ

れ に 基 づ い て 構 築 さ れ た 鋼 板 ビ ス 留 め 式 2 材 合 せ 木 質 ラ ー メ ン 構 造 の 設 計 法

は、 木 質 ラ ー メ ン 構 造 の 設 計 体 系 の 整 理 の た め の 一 つ の 知 見 と な り 得 る も の と

考 え ら れ る。
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(1) 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部 の モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 に つ い て、 実 験 結

果 と の 比 較 か ら、 提 案 す る 解 析 モ デ ル に よ っ て、 初 期 剛 性、 降 伏 耐 力

に 対 し て 概 ね 良 好 な 推 定 が 可 能 で あ る こ と が 分 か っ た。

(2) 但 し、 本 実 験 で は ビ ス 接 合 部 を 終 局 状 態 ま で 誘 導 さ せ る こ と が で き な

か っ た た め、 降 伏 耐 力 以 降 の 推 定 の 適 合 性 に つ い て は 十 分 に 検 証 で き

な か っ た こ と が 課 題 と し て 残 っ た。

(3) パ ネ ル シ ア ー は、 せ ん 断 ス パ ン に 対 し て 接 合 部 長 さ の 影 響 が 無 視 で き

な い 場 合 に は 適 切 に 考 慮 す る 必 要 が あ る こ と が 分 か り、 そ の 影 響 は 力

学 モ デ ル を 修 正 す る こ と で 定 量 的 評 価 が 可 能 で あ っ た。

(4) ビ ス 接 合 部 の す べ り 耐 力 は、 単 位 ビ ス 接 合 部 の す べ り 耐 力 を 用 い て 予

測 可 能 で あ っ た。

(5) 本 接 合 法 の 設 計 ク ラ イ テ リ ア は、 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 の せ ん 断 破

壊、 集 成 材 の 曲 げ ・ せ ん 断 破 壊、 鋼 板 - 鋼 板 間 高 力 ボ ル ト 接 合 の せ ん

断 破 壊、 鋼 板 の 曲 げ 破 壊、 で あ る こ と が 明 ら か と な っ た。

(6) 鋼 板 ‐ 鋼 板 間 高 力 ボ ル ト 接 合 の す べ り 耐 力 は、 実 験 結 果 と の 比 較 か ら

鋼 構 造 設 計 指 針 に よ る 推 定 式 に よ っ て 予 測 可 能 で あ っ た。

(7) す べ り 耐 力 以 降 の 2 次 剛 性 は、 ボ ル ト 配 列 2 次 モ ー メ ン ト と 強 い 相 関

が あ る こ と を 確 認 し た。

(8) 鋼 板 の 曲 げ 性 状 は、 集 成 材 の 負 担 分 を 考 慮 す る 必 要 が あ る こ と が 分 か

っ た。

(9) 鋼 板 の 曲 げ 変 形 は 無 視 で き な い 程 度 に 大 き い こ と が 示 さ れ た。

(10) 鋼 板 に 伝 達 す る 応 力 分 布 を 仮 定 し て、 初 期 剛 性、 比 例 限 耐 力 を 定 式 化

し た。

モ ー メ ン ト 抵 抗 接 合 部 の 1 つ の 形 態 と し て、 高 い 接 合 性 能 の 確 保 と 施 工 性 の

向 上 を 図 っ て 「鋼 板 ビ ス 留 め 式 2 材 合 せ 木 質 ラ ー メ ン 構 造」 を 考 案 し た。 こ の

工 法 に お け る 柱 梁 接 合 部 を 対 象 と し て、 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部 に 対 し て 2

章 で 提 案 し た 解 析 モ デ ル を 用 い て 理 論 的 解 析 を 試 み た。 ま た、 対 象 と す る 柱 梁

接 合 部 の 設 計 ク ラ イ テ リ ア の 整 理 と 力 学 的 挙 動 の 解 明 を 行 っ た。

3.	 柱梁接合部の曲げ実験
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(1) 集 成 材 ‐ 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部 の モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 に つ い て、 実 験 結

果 と の 比 較 か ら、 提 案 す る 解 析 モ デ ル に よ っ て 概 ね 良 好 な 推 定 が 可 能

で あ る こ と が 分 か っ た。

(2) 本 接 合 法 の 設 計 ク ラ イ テ リ ア は、 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 の せ ん 断 破

壊、 集 成 材 の 曲 げ ・ せ ん 断 破 壊、 鋼 板 の 曲 げ 破 壊、 ア ン カ ー ボ ル ト の

引 張 破 壊 で あ る こ と が 分 か っ た。

(3) ア ン カ ー ボ ル ト 接 合 部 の モ ー メ ン ト 回 転 角 関 係 に つ い て、 実 験 結 果 と

の 比 較 か ら、 鋼 構 造 設 計 指 針 に よ る 露 出 柱 脚 に お け る 推 定 式 に よ っ て

予 測 可 能 で あ る こ と が 分 か っ た。

5.	 1 層門型架構の水平加力実験

(1) 門 型 架 構 の 水 平 せ ん 断 挙 動 は、 実 験 値 と の 対 比 か ら 接 合 部 実 験 に 基 づ

く 解 析 に よ っ て 予 測 可 能 で あ る こ が 分 か っ た。

(2) 接 合 部 実 験 で は、終 局 時 に 脆 性 的 な 破 壊 を 示 し 一 気 に 荷 重 低 下 し た が、

門 型 架 構 実 験 で は、 応 力 が 再 配 分 す る こ と で 脆 性 的 破 壊 が 生 じ な か っ

た。 こ の た め、非 常 に 高 い エ ネ ル ギ ー 吸 収 能 を 示 す こ と が 確 認 さ れ た。

3、4 章 で 曲 げ 実 験 を 行 っ た 考 案 す る 木 質 ラ ー メ ン 工 法 に よ る 柱 梁 接 合 部 ・

柱 脚 接 合 部 に よ り 構 成 さ れ た 1 層 門 型 架 構 の 水 平 せ ん 断 挙 動 の 実 験 的 解 析 を 試

み、 以 下 の 結 論 を 得 た。

考 案 し た 「鋼 板 ビ ス 留 め 式 2 材 合 せ 木 質 ラ ー メ ン 構 造」 の 柱 梁 接 合 部 を 対 象

と し て、 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 部 に 対 し て 2 章 で 提 案 し た 解 析 モ デ ル を 用 い

て 理 論 的 解 析 を 試 み た。 ま た、 対 象 と す る 柱 梁 接 合 部 の 設 計 ク ラ イ テ リ ア の 整

理 と 力 学 的 挙 動 の 解 明 を 行 っ た。

4.	 柱脚接合部の曲げ実験
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前 章 ま で に 得 ら れ た 知 見 に 基 づ き、「 鋼 板 ビ ス 留 め 式 2 材 合 せ 木 質 ラ ー メ ン

構 造」 の 接 合 部 に 対 し て、 母 材 の パ ネ ル シ ア ー を 考 慮 し た 上 で の 設 計 式 を 構 築

し た。

6.	 接合部の設計式

(1) 集 成 材 - 鋼 板 間 ビ ス 接 合 の 挙 動 推 定 に は 集 成 材 の パ ネ ル シ ア ー に よ る

変 形 ・ 応 力 を 考 慮 し て い る

(2) 大 地 震 時 の 倒 壊 防 止 を 保 証 す る 措 置 と し て、 脆 性 的 な 接 合 部 に は 許 容

耐 力 に 低 減 が か か る よ う に し て あ る。
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